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は じ め に

県政運営評価戦略会議（以下「戦略会議」という。）では，「ｖｓ東京『とくしま

回帰』総合戦略」（以下「総合戦略」という。）の主要事業を評価の対象としており，

今年度は｢新未来『創造』とくしま行動計画」（以下「行動計画」という。）の最終年

度であることから，行動計画の評価と足並みをそろえ，「成果」のみならず「計画目

標の達成見込み」も重視し，「平成２７年度から平成２９年度までの取組及び進捗状

況」と「今後の取組方針及び計画目標の達成見込み」の２つの視点から評価しました。

また，総合戦略の深化につながるよう，引き続き戦略会議の委員の提言に重きを置

いた「未来志向型の政策評価」として実施しました。

これら評価結果等を「提言書」として取りまとめましたので，「地方創生“挙県一

致”協議会」において速やかに御協議いただき，「既存事業の見直し」や「新たな施

策・事業の展開」につなげていただきたいと考えております。

平成３０年１１月１９日

県政運営評価戦略会議

会 長 石田 和之
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１ 評価方法について

（１）評価対象

総合戦略に位置付けられた主要事業（１３１事業）を対象とした。

（２）評価の視点

今年度は総合戦略の計画期間（平成２７年度から平成３１年度までの５年間）

の４年次目であり，最終年度は次年度であるが，総合戦略と重なる部分の多い行

動計画の最終年度であることから，先行して実施した行動計画の評価と足並みを

そろえ，「成果」のみならず「計画目標の達成見込み」も重視し，「平成２７年

度から平成２９年度までの取組及び進捗状況」と「今後の取組方針及び計画目標

の達成見込み」の２つの視点から評価するとともに，総合戦略の深化につながる

よう，引き続き戦略会議の委員の提言に重きを置いた「未来志向型の政策評価」

として実施した。

（３）評価基準

評価については，次の区分を基本に，会議における委員協議の結果を踏まえて，

Ａ，Ｂ又はＣの３段階で評価した。

Ａ：順調 Ｂ：概ね順調 Ｃ：要見直し
おおむ

平成27～29年度の取組及び進捗状況

良 好 概ね良好 不 十 分

妥 当 Ａ Ｂ Ｃ
今 後 の 取 組 方 針

及 び 概ね妥当 Ａ Ｂ Ｃ
計画目標の達成見込み

不 十 分 Ｂ Ｃ Ｃ

（４）評価手順

あらかじめ担当部局が作成した主要事業ごとの「評価シート」に基づき，戦略

会議の委員の代表者が作成した「評価案」について会議の場で議論し，「評価結

果」として取りまとめを行った。

（５）戦略会議の開催状況

８月３０日（木）に開催した。
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２ 評価結果について

（１）総括

戦略会議での評価結果は，

「Ａ（順調）」と評価されたものが９９事業（75.6％），

「Ｂ（概ね順調）」と評価されたものが２３事業（17.5％），

「Ｃ（要見直し）」と評価されたものが９事業（6.9％）となった。

表－１ 主要事業の評価結果

Ａ
順調

     (%)
Ｂ

概ね順調
     (%)

Ｃ
要見直し

     (%)

1 新しい人の流れづくり 14 87.5 2 12.5 0 0.0 16

2 地域における仕事づくり 25 64.1 8 20.5 6 15.4 39

3 結婚・出産・子育ての環境づくり 12 70.6 5 29.4 0 0.0 17

4 活力ある暮らしやすい地域づくり 48 81.4 8 13.5 3 5.1 59

99 75.6 23 17.5 9 6.9 131

91 75.8 21 17.5 8 6.7 120参考　　平成29年度の評価結果

計

基本目標

評価区分
主要事業数

の計

Ａ（順調）
75.6%

Ｂ（概ね順調）
17.5%

Ｃ（要見直し）
6.9%

図－１ 評価状況（全体）
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基本目標

図－２ 評価状況（基本目標別）

Ａ(順調) Ｂ(概ね順調) Ｃ(要見直し)

（％）
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（２）基本目標ごとの意見・提言

１３１の「主要事業」の個別評価に加え，４つの「基本目標」ごとに，次のよう

な意見・提言がなされた。

基本目標１ 新しい人の流れづくり

○ 本県への移住者は，年代的には２０代から３０代の現役世代が多く，また，移住

元としては大阪，東京，兵庫が多いとのことであるので，この現状分析を基に，具

体的な「次の一手」，「狙い所」を今後の戦略にしっかり盛り込んでもらいたい。

○ 移住者数は，本県人口に関して「出生率」と並ぶ重要な基礎データであるので，

「移住者の定義」を適切に定めるのはもちろんのこと，その把握数値の精度が高ま

るよう，個人情報にも配慮しながら，市町村と協力し，転入者アンケートの内容，

回収方法等に工夫を凝らしてもらいたい。

基本目標２ 地域における仕事づくり

○ 阿波とん豚については，出荷頭数の確保も大事ではあるが，せっかく品種改良す

る以上は，品質の向上，つまり，多少高額でも消費者に買ってもらえるような，全

国から「徳島県の阿波とん豚を食べたよ。」と言ってもらえるような「ブランド化」

を目指してもらいたい。

○ 「Turn Table」には，「売上額」だけでは把握や評価ができない「徳島県（産物）
タ ー ン テ ー ブ ル

のＰＲ・知名度の向上」という役割があるので，特定の産業・企業にコミットし過

ぎないように留意しながら，「徳島県産ブランド」の発展のため努力を続けてもら

いたい。

基本目標３ 結婚・出産・子育ての環境づくり

○ 待機児童数については平成３０年４月１日現在で３３名にまで減少，また，介護

老人保健施設については整備率が全国第１位と，徳島は「人」に，とりわけ「子ど

も」と「高齢者」に優しい環境があり，胸を張れる成果を残しているので，声を大

にしてこれを全国にＰＲしてもらいたい。

基本目標４ 活力ある暮らしやすい地域づくり

○ 高等学校の防災クラブの実効性を高めるよう，災害ボランティア参加時の学生の

安全確保策や指導教職員の負担軽減策を検討するとともに，活動が低調なクラブに

とっては目標となり，活動が活発なクラブにとっては更なるステップアップとなる

よう，経験豊富な高等学校の取組を共有する交流会を開催してはどうか。

○ とくしま食品表示Ｇメンの活動実績の評価には，立入検査件数もさることながら，

立入検査の結果，問題のある事業者があったのか，それが減ってきているのかが重

要であるので，検査結果等の観点からの指標も加えてはどうか。
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（３）総合戦略への反映について

今年度の評価は，２ページに記載のとおり，Ａ評価（順調）及びＢ評価（概ね

順調）の合計が１３１主要事業のうち１２２主要事業，構成比にして９３．１％

と，全体の９割超を維持している。計画期間も既に後半戦に突入しているが，こ

こまで概ね順調に推移してきたことは評価できる。

その上で，残り６．９％のＣ評価（要見直し），すなわち数値目標（ＫＰＩ：

重要業績評価指標）達成率が８０％未満の事業をどうにかして上向かせていくた

めに，県にはこれまで以上の努力が求められる。

ここで，個々の主要事業を見ると，前年度に比して，評価が上がったものが９

事業，下がったものが同じく９事業ある。新規に追加された主要事業１１事業を

見ると，Ａ評価が８事業，Ｂ評価が２事業，Ｃ評価が１事業となっている。

個々の数値目標を見ると，達成率が８０％未満のものが１８項目あり，前年度

に引き続き，評価時点で実績が判明しているもののうちの１割強を占めている。

これらのことからは，１００％に向けての詰めの部分の進捗が，なお一進一退

の状況であることがうかがわれ，ここから一歩抜け出すためには，行動計画と同

様，やはり，新たな発想，異なるアプローチが必要ではなかろうか。

「人口減少」と「東京一極集中」に歯止めがかかっていない。この２つの課題

の克服は一朝一夕にはなし得ない。

けれども，これまでとは異なる視点や最新の知見の導入により総合戦略を更に

進化させ，着実に成果を積み重ねていくことで，一歩一歩課題解決につながって

いくと思われるので，引き続き全庁一丸となってこれを推進してもらいたい。

なお，基本目標ごとの主な意見・提言は，３ページに記載のとおりであり，評

価単位である主要事業に対する意見・提言は，別冊「ｖｓ東京『とくしま回帰』

総合戦略 主要事業等評価シート」の委員意見の特記事項の欄のとおりである。

「既存事業の見直し」や「新たな施策・事業の展開」に際しては，これらの意見

・提言を十分に参酌していただきたい。

また，総合戦略全体に対して，次のとおり幾つかの総合的な意見・提言がなさ

れたので，総合戦略の推進に当たって，念頭に置いてもらいたい。

○ 人口が減少するという前例のない苦難に行政が取り組む中にあっては，行政が

繰り出す様々な施策，提言，プログラムを県民がいかに受けとめて発展させてい

くかがこれまで以上に肝要であるので，せっかく予算規模，人材ともに充実した

県の「一人相撲」に終わってしまわないよう，各種メディアを通じて，社会全体

に影響力を与えていってもらいたい。

○ 移住施策が成果を上げる一方で，観光施策に足踏みが見られるので，徳島とつ

ながりを持ってもらえた人の心の中に徳島での体験，風景，魅力が根付き，それ

がより多くの人に伝播していくよう，情報発信，受入体制の充実に引き続き取り
で ん ぱ

組んでもらいたい。

○ 学生時代に触れた徳島の魅力，阿波おどりに強く「ハマり」，それが徳島での

就職にまで結びついている若者の事例を聞き及ぶにつけ，徳島には，徳島を知ら

ない人たちに発見されるべき魅力が確かにあると気付かされる。
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（参考）

委員名簿

氏 名 現 職 等

会 長 石田 和之 関西大学 教授

副会長 阿部 頼孝 徳島文理大学 名誉教授

委 員 伊庭 佳代 （一社）美馬青年会議所 副理事長

〃 植田 美恵子 徳島女性農業経営者ネットワーク顧問

〃 加藤 研二 阿南工業高等専門学校 准教授

〃 近藤 明子 四国大学 准教授

〃 坂本 真理子 ＮＰＯ法人郷の元気 副代表理事

〃 田村 耕一 （株）阿波銀行 地方創生推進室 参事役

〃 鳴滝 貴美子 和田島漁業協同組合女性部 部長

〃 南波 浩史 徳島文理大学 教授

〃 久岡 佳代 かいふの木の家 事務局長

〃 藤原 学 （一社）徳島県労働福祉会館 理事長

〃 桝本 久実 税理士

〃 三木 潤子 ロイヤルセラピスト協会指定スクール

みきはうす経営
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このシートの見方について

（ア）住みたい・働きたい「とくしま回帰」の加速

　①移住交流の推進

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

実績値
（H28）

3

2

1

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」主要事業等評価シート

【基本目標１】　新しい人の流れづくり

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H29）

委員意見

今後の取組方針 部局

「ｖｓ東京『とくしま回帰』総合戦略」～平成２９年度版～の主要事業の概要・
数値目標・工程（年度別事業計画）を記載しています。

計画に掲げた「主要事業」に対する、
・H27～H29取組内容と進捗状況
・計画目標（平成30年度）の達成見込み（※）
・課題
・今後の取組方針

について記載しています。

※計画目標の達成見込みの考え方
順調：主要な数値目標を達成し、又はその達成に向け順調に進んでいる。
達成可能：主要な数値目標を今後の更なる積極的な取組により達成可能である。
努力を要する：いずれかの目標が、現状のままでは達成に相当の努力が必要である。

① 数値目標の「達成度」の考え方

数値目標の達成割合を算出し、次のように達成度を整理しています。
◎：達成 １００％以上
○：ほぼ達成 ８０％以上１００％未満
△：未達成 ８０％未満
―：過年度の実績値が未判明

②
主要事業に対する評価です。
次の区分で整理しています。

Ａ：順調
Ｂ：概ね順調
Ｃ：要見直し



（ア）住みたい・働きたい「とくしま回帰」の加速

　①移住交流の推進

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

850人 612人 842人 1,200人 －

番号

【基本目標１】　新しい人の流れづくり

主要事業の概要・数値目標

→ →

■移住者数：８５０人（８０人）

○移住者数
　　　㉕８０人→㉛８５０人

1

●「とくしま回帰」を加速するため、「とくしま移住交流促進セ
ンター」や「住んでみんで徳島で！移住相談センター」に「移住
コンシェルジュ」を配置し、移住に関するきめ細かな相談対応を
行うとともに、「移住ポータルサイト」による情報発信を推進し
ます。
また、移住希望者に本県の魅力を実感していただける、移住体験
ツアーを実施します。＜政策＞

推進 → →

工程（年度別事業計画）

実績値
（H28）

委員意見

実績値
（H29）

【政策】
・転入・転出者の多い京阪神地域を
重点化したＵＩＪターンの働きかけに
取り組む。

・地域やテーマ毎に実施する「移住
体験ツアー」の魅力向上を図る。

・県内の中高生や県外に進学した学
生及び保護者に対し，「ふるさと回
帰」への意識を醸成する効果的な事
業を実施する。

政策
保健
県土

Ａ

・　本県への移住者
は，年代的には２０代
から３０代の現役世代
が多く，また，移住元
としては大阪，東京，
兵庫が多いとのことで
あるので，この現状分
析を基に，具体的な
「次の一手」，「狙い
所」を今後の戦略に
しっかり盛り込んでも
らいたい。

・　移住者数は，本県
人口に関して「出生
率」と並ぶ重要な基礎
データであるので，
「移住者の定義」を適
切に定めるのはもちろ
んのこと，その把握数
値の精度が高まるよ
う，個人情報にも配慮
しながら，市町村と協
力し，転入者アンケー
トの内容，回収方法等
に工夫を凝らしてもら
いたい。

部局
実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針

【政策】
＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
1　徳島駅前と東京都に移住相談センターを開設し，移住コンシェ
ルジュを配置（H27～）
2　大阪での移住相談会開催（H27:4回,H28:11回,H29:11回）
3　テレビ会議システム(Skype)を活用した移住相談（H28～）
4　「住んでみんで徳島で！」県民会議（H27:1回）
5　「とくしま」ふるさと回帰推進会議（H27:1回,H28:1回,H29:1回）
6　東京，大阪等での移住交流フェア出展
　　（H27:9回,H28:17回,H29:23回）
7　とくしまで住み隊会員の募集開始（H27～）
8　とくしま移住サポート企業の募集開始（H27～）
9　移住コーディネーター育成研修（H27:7回,H28:6回,H29:3回）
10　移住コーディネーター候補者研修会（H29:2回）
11　移住ポータルサイト「住んでみんで徳島で！」を開設（H27～）
12　移住体験ツアー（H27:1回,H28:1回,H29:4回）
13　日本創生のための将来世代応援知事同盟「いいね!地方の暮
らしフェア」（H27:1回,H28:1回,H29:1回）

上記の取組により，移住交流の拡大につながった。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・大都市圏に住む人々に，徳島に関心を持ち，徳島に来て魅力を
実感していただくため，移住交流イベントや移住体験ツアーの充実
が必要
・移住者の定住に向けた移住後のフォローアップ態勢の強化が必
要
・若者世代の県外流出の抑制と定住の促進が必要

【保健】
＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
1　※人口減少対策に高齢者の移住が有効と考える人の割合：
90％（50％以上）
（ゆかりの徳島里帰り促進シンポジウム（H28.3.1開催）参加者に対
するアンケート調査（生涯活躍のまち（日本版CCRC）に対し「期待
している」人の割合として））
2　※お試し居住実践モデル事業参加者数：9人（うち県南部：2組4
人、県西部：4組5人）（目標値４人）
3　「ゆかりの徳島」里帰り戦略会議(H27:3回、H28:2回、H29:1回)

＜課題＞
　高齢者の受入れに対するネガティブな印象を払拭し、移住者の
みならず地域住民にとってもメリットとなるような地域の魅力に溢れ
る「徳島型CCRC・生涯活躍のまち」の形成。

【県土】
＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
1　関係者によるFAMツアーの開催(H27）：3回
2　マッチングフォーラムの開催（H27：2回，H29：1回）
3　本県への往復航空運賃助成件数（H27）：12件

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●「とくしま回帰」を加速するため、「とくしま移住交流促進センター」
や「住んでみんで徳島で！移住相談センター」に「移住コンシェル
ジュ」を配置し、移住に関するきめ細かな相談対応を行うとともに、
ホームページやＳＮＳを活用した効果的な情報発信を推進します。
また、移住希望者に本県の魅力を実感していただける、
移住体験ツアーを実施します。
　○移住者数　　㉕８０人→㉛１,６００人

1



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

34軒 36軒 38軒 40軒 42軒 37軒 41軒 51軒 ◎

推進 →
モデル
試行 → →

モデル
試行

推進
モデル
試行

モデル
試行

◎

推進 → → → →

創設 創設 ◎

実績値
（H28）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・移住希望者に対する新たな雇用枠「地方創生推進員制度」を創
設（H28～）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・「地方創生推進員」の定住・定着を図ることが必要。

2

○とくしま農林漁家民宿数（累計）
　　㉕３０軒→㉛４２軒

番号

■とくしま農林漁家民宿数
　（５か年の累計）：42軒（30軒）

主要事業の概要・数値目標

●四国４県が連携して四国のグリーン・ツーリズムを推進すると
ともに、インターネットを活用したグリーン・ツーリズムのＰＲ
を展開し、徳島の農山漁村への入り込み客数の増加を図り、活気
あるむらづくりを進めます。
＜農林＞

3

○「デュアルスクール」のモデル化
　　㉙モデル試行

■デュアルスクールのモデル化：H29試行（－）

■移住希望者に対する
　「新たな雇用枠」の創設：H28創設（－）

●地域における仕事づくりを図るため、産業競争力の強化、観光
誘客の推進及び産業人材の育成に一体的に取り組み支援を続ける
ことで、未来につながる雇用の創出を推進します。＜政策＞

○移住希望者に対する「新たな雇用枠」の創設
　　㉘創設

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

Ａ

Ａ

実績値
（H29）

部局

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
1 農家民宿スキルアップセミナー開催
　（H27:3回，H29:4回）
2 四国グリーンツーリズム推進協議会
　（H27:3回，H28:3回，H29:3回）
3「思いっきり四国！88癒しの旅。キャンペーン」によるPR
　（H27:7/18-1/17，H28:7/16-1/15）
4 インバウンド研修会の開催
　（H28:4回，H29:3回）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
・増加傾向にある体験宿泊者を効率的に受け入れるため，開業希
望者の掘り起こしや近隣民宿による連携促進，インバウンド対応
の強化が必要

Ａ政策

今後の取組方針
H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

委員意見

●地方と都市、双方のよさを体験することで，地方居住者と都市
居住者の双方の視点に立った考え方のできる人材を育成する
「デュアルスクール」のモデル化に取り組みます。＜教育＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　モデル試行の実施に向けたＰＲ活動等の実施（H27）
２　ふるさと回帰支援センター（東京都）での移住交流イベ
ントへの参加(H28:１回，H29：１回)
３　大規模量販店でのＰＲイベントの実施 (H29:大阪１回)
４　デュアルスクールに関するシンポジウムの開催（H29：東
京１回）
５　「デュアルスクール」制度の創設についての国への政策
提言の実施（H26.11月，H27.5月，H28.5月，H29.5月）
６　政策提言の結果，文部科学省通知「地域移住に伴う区域
外就学制度の活用について」(H29.7.26)が発出され，地教委
間の同意が得やすくなった。
７　モデル試行実績
　平成28年10月以来，平成29年度末までに東京都の３組の家
族が，計７回実施し，効果・課題検証を行った。
　Ａ家族　日和佐小　３回(H28.10　H29.7　H29.10)
　Ｂ家族　宍喰小　　３回(H29. 5　H29.9　H30. 1)
　Ｃ家族　日和佐小　１回(H30. 1)
８　これまでの取組が，地方創生や働き方改革の観点から高
く評価され，平成29年度全国知事会「先進政策大賞」を受賞
した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
　学校間異動の度に，双方の学校で行う転校事務手続きが煩
雑である。

１　「二地域居住」や「地方移住」の
希望者を対象とした移住・交流フェ
ア等での広報活動を実施する。

２　県内市町村関係諸機関に本事
業の説明を行い，連携を図る。

３　本事業の対象となる児童生徒の
新規開拓に努める。

４　様々なモデル事例を実施し，効
果・課題検証を進める。

５　現在は必要な転校事務手続を簡
素化し，地方と都市の二つの学校
の行き来が可能となる「新しい学校
のかたち」を制度化するため，モデ
ル事例を積み重ね，引き続き，国へ
政策提言する。

4

教育

　引き続き、開業希望者に対する支
援や、増加傾向にあるインバウンド
需要を取り込むための研修、国内外
への情報発信を実施し、「とくしま農
林漁家民宿」の魅力向上に努める。

農林

･「地方創生推進員制度」の定
住・定着を図るため，県内企業へ
の就職支援等のフォローアップを
行う。

2



　②多様な人材環流

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

実施 → → → →

36.0% 37.0% 38.0% 39.0% 40.0% 19.6% 27.7% 56.3% ◎

15件 15件 15件 28件 ◎

Ａ

■プロフェッショナル人材戦略拠点における
　成約件数：15件（ー）

5

■とくしまジョブステーション等を活用した
　就職率：40.0%（35.1%）

実績値
（H28）

委員意見

部局番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

○とくしまジョブステーションを活用した就職率
　　　㉕３５．１％→㉛４０．０％

○プロフェッショナル人材戦略拠点における成約件数
　　　㉕－→㉙～㉛１５件

●雇用関連サービスをワンストップで提供する「とくしまジョブ
ステーション」等について、併設ハローワークとの連携を更に強
化し、取組内容を積極的にＰＲするとともに、セミナーや職業相
談によるきめ細やかな相談対応、企業情報や就職関連情報の発信
に努め、若年者、中高年齢者、ＵＩＪターン希望者等を中心とし
た大都市圏からの就業を促進します。
また、プロフェッショナル人材戦略拠点において、地域金融機関
や民間人材サービス事業者等との連携を図り、企業のニーズに応
じた優秀な人材の確保に努めます。＜商工＞

今後の取組方針

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
○ジョブステーションを活用した就職
・併設の「駅のハローワーク」や関係機関との連携を図りながら、精
力的にセミナーや職業相談を実施、求職者からの聞き取りを丁寧
に行う中、マッチすると思われる求人情報の提供などの就職支援
サービスを実施した。
○プロフェッショナル人材
・徳島県プロフェッショナル人材戦略拠点を平成２７年１２月に開設
し、県内企業と都市部からのプロフェッショナル人材のマッチング
のための支援を行った。拠点の認知度も向上してきており、県内企
業への事業説明数（社）もH29年度は197社に及び、成約件数も目
標件数を上回る結果となった。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞
○ジョブステーション　順調
○プロフェッショナル人材　順調

＜課題＞
○ジョブステーション
　雇用環境の改善が続くなかで、売り手市場の傾向が続いており、
就職支援機関の支援を受けて就職しようとする者が減少傾向にあ
る。
○プロフェッショナル人材
・企業ニーズに合う都市部のプロフェッショナル人材の発掘及び確
保が難しい。
・サービス業を中心とした非製造業に対するプロ人材の雇用促進
を図る必要がある。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
　○とくしまジョブステーションに相談のあった
　　求職者の就職率

○ジョブステーションを活用した就職
・併設ハローワークとの連携を密に
しながら、きめ細やかな職業相談、
求人情報等の提供など、継続して
若年求職者等に対するフォローアッ
プを実施する。また、県内企業情報
や、様々な就職支援に関する情報
を提供している「ジョブナビとくしま」
の内容の充実を図るとともに、登録
者増に向けた取り組みを強化し、
ジョブステーション利用者数の増加
と就職率の向上を目指す。

○プロフェッショナル人材
・都市圏にパイプを持つ民間人材紹
介事業者との連携を強化し、都市圏
での県内企業等の情報発信に努め
ることで、人材の発掘及び獲得を目
指す。

・「プロフェッショナル人材確保支援
費補助金」をツールに、プロフェッ
ショナル人材の活用を検討する県内
企業を支援する。

・全国横断的なネットワークを通じた
人材の発掘や、出向をはじめとした
柔軟な働き方の促進、働きやすい
職場環境の整備に向けた企業の取
組みを推進する。

・新たに、事業引継ぎ支援センター
等との連携による、地域企業の事業
承継に係る人材ニーズの掘り起こ
し、マッチング支援にも取り組んでい
く。

実績値
（H27）

商工

実績値
（H29）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題
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　③農林水産業にチャレンジする新規就業者の拡大

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

285人 370人 455人 550人 635人 358人 426人 523人 ◎

350人 480人 727人 927人 1,127
人

327人 480人 611人 ○

60人 90人 120人 160人 200人 64人 98人 151人 ◎

60人 80人 100人 130人 160人 70人 93人 117人 ◎

Ｂ

委員意見

6

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

○中核的農林漁業者数（累計）
　　　㉕１９６人→㉛６３５人

■中核的農林漁業者数（５か年の累計）：635人（196人）

●インターンシップの充実等による若者のキャリアアップの機会
の拡大、農業・漁業経営体の経営計画策定・技術の指導等の経営
安定化への支援、主伐期に対応可能な即戦力となる林業技術者を
育成するための「とくしま林業アカデミー」の開講などに取り組
み、農林水産業分野における新規就業者の確保と中核的な担い手
の育成を図ります。
＜農林＞

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針
数値目標
の達成度

番号 部局

○新規就農者数（累計）
　　　㉕１０５人→㉛１，１２７人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈暦年〉

■農林水産業新規就業者数
　（５か年の累計）：1,487人（149人）

○新規林業就業者数（累計）
　　　㉕１５人→㉛２００人

○新規漁業就業者数（累計）
　　　㉕２９人→㉛１６０人

実績値
（H29）

○中核的農林漁業者数
　引き続き、支援センター等関係機
関のフォローアップによる経営の確
立支援、及び技術教育・研修事業を
実施する。
　さらに、県では，漁業版「青年就農
給付金」の創設を国に提言している
ところであり，本事業を全国に先駆
けた本県発のモデル事業として実施
することで，国に同制度の創設をさ
らに働きかけていく。

○新規就農者数
　県や国の新規就農支援施策の周
知を図り、就農前の実践研修から就
農後の経営確立までの総合的な支
援を着実に実施することで、新規就
農者の増加につなげる。

○新規林業就業者数
　これまで実施してきた就業相談窓
口の設置や地元高校への職業啓発
などに加え、平成28年4月に開講し
た「とくしま林業アカデミー」により林
業現場の場即戦力となる人材養成
に取り組み、県内事業体への就業
を促していく。
　また若者へのPRに４Kの短編動画
を作成し，新規就業者の掘り起こし
に努める。

○新規漁業就業者数
　H28に開設した「とくしま漁業就業
マッチングセンター」を活用し，就業
希望者と受入先（漁協）とのマッチン
グを行うとともに，H29に開講した「と
くしま漁業アカデミー」において，即
戦力となる人材育成に取り組み，就
業者の増加につなげる。
　また，「青年漁業者等就業支援事
業」の実施により，経営が不安定な
就業直後の青年漁業者の定着を支
援する。

農林

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
○中核的農林漁業者数
　本県の農林水産業の中心的な担い手となる、
「青年等就農計画制度」の認定者（認定新規就農者H27:80人、
H28:52人、H29は夫婦認定７組（うち２法人）を含む56人）、
「青年漁業者等就業支援事業（H27までは，青年漁業者就業給付
金モデル事業」の対象となる漁業者（H27：14人，H28：11人，H29：
14人）、
主伐に関する技術を習得した林業技術者（主伐スペシャリストH27：
26人、H28：5人、H29：27人）、計97人を育成した（累計523人）
　
○新規就農者数
　農業次世代人材投資資金を交付し、所得の確保を支援した。（交
付者数H27：194人、H28：262人、H29：269人）
　中長期での農業研修や県内外の学生等を農家で受け入れるイ
ンターンシップ事業の実施などにより，新規就農につながった。
（H27：113人、H28：153人、H29：131人）
　そのうち，平成２８年度においては、企業からの寄付金を活用し
て、「新規就農研修会」を開催し、参加者17人のうち、３人が新規
就農した。
　また、県内外の就農希望者を農業法人等が研修生として受け入
れ、実践的な研修を行う「就農研修支援事業」を創設・実施し、技
術習得を支援した。
（研修者数H27：61人、H28：57人、H29：45人）
○新規林業就業者数
　H27年度は，公益財団法人徳島県林業労働力確保支援センター
と協調し，就業相談窓口の設置，都市部における林業就業ガイダ
ンスの実施，林業体験会等を実施したほか，県民局と協調し，地
元高等学校への林業関係学習を実施し，37人が新規就業した。
　H28年度は，前年度の取組に加え，４月に「とくしま林業アカデ
ミー」を開講し，１１人の現場即戦力を養成するなど，34人が新規
就業した。 （林業アカデミー1期生はH29年度に全員が県内の林業
事業体に就職）
　H29年度は，開講2年目を迎えた「とくしま林業アカデミー」で，2期
生13人の現場即戦力を養成し，全員が県内林業事業体に就職し
た。
　上記の取り組みにより、27年度37人、28年度34人、29年度53人と
なり、累計で151人が新規就業した。

○新規漁業就業者数
　各年度における新規漁業就業者数
（H27：24人，H28：23人，H29：24人）
　浜を支える意欲ある担い手を育成・確保する「とくしま漁業アカデ
ミー」をH29に開講し，7名の担い手を養成。
　また，本県独自の対策として，経営が不安定な就業直後の青年
漁業者に給付金を給付する「青年漁業者就業給付金モデル事業」
をH27に創設。また，H28からは，「青年漁業者等就業支援事業」と
して実施。（支援対象者数　H27：14名，H28：11名，H29：14名）
　上記の取り組みにより，累計117名が新規就業した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
○中核的農林漁業者数（累計）
　新規就業者等が、地域農林漁業を担う「中核的農林漁業者」とな
るための支援の実施・継続

○新規就農者数（累計）
　新規就農者の営農技術習得、機械・施設の確保,就農後の経営
安定

○新規林業就業者数（累計）
　新規就業者の掘り起こしのため、若者に対するＰＲの継続

○新規漁業就業者数（累計）
　漁家師弟の就業促進や就業初期の経営が不安定な漁業者を支
える制度の継続実施

実績値
（H28）

4



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

150人 275人 400人 525人 650人 152人 276人 452人 ◎

（イ）「とくしま回帰」を呼び込む拠点機能の強化

　①企業の本社機能の誘致

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

3社 4社 5社 0社 2社 4社 ◎

委員意見

Ａ

Ａ

委員意見

「成長分野」にターゲットを絞ったＰＲ
活動を展開することや，企業ニーズ
に応じた補助制度の拡充を図り，
「成長分野」関連企業を中心に企業
の立地や本社機能移転をさらに促
進する。

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H27）

商工

番号

7

■本県への本社機能誘致数：５社（ー）

○農業系大学生等による
　インターンシップ参加者数（累計）
　　㉕１０６人→㉛６５０人

8

番号 主要事業の概要・数値目標

○本県への本社機能誘致数
　　 ㉕－→㉛５社

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
県内外農業系大学等へパンフレットの配布や事業説明を実施し、
インターンシップ参加者数の目標を達成した。（H27：6大学26名、
H28：5大学等124名、H29：7大学等176名）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞ 順調

＜課題＞
県外からの大学生は、交通費など学生の負担もあり、参加者数の
伸びが鈍化傾向

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

数値目標
の達成度

更なる人材の育成・確保を図るた
め、農業インターンシップについて、
県内の大学や高校への事業周知及
び受入農家等の充実を図り、参加
者を増やす。

農林

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞

１．本社機能移転に関する補助制度の拡充
　（補助率アップ20→25％，雇用人数の上限緩和5→3人以上）
２．地域経済を牽引する事業への補助制度の拡充
　（雇用人数の上限緩和10→3名以上）
３．成長分野をターゲットとした誘致活動の展開
４．積極的な企業訪問，現地案内
５．東京・大阪で開催したビジネスフォーラム・
　ＨＰ等の優遇制度の情報発信
などの取組により，企業の本社機能誘致数はH29末において数値
目標の累計4社を達成した。
　
＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　大都市圏等からの本社機能誘致の推進及び成長分野関連企業
の誘致

今後の取組方針

●産学官が連携した学習プログラムやインターンシップを通じて
農林水産業や関連産業に対するキャリアを広げ、本県農林水産業
を担う人材の育成・確保を進めます。
＜農林＞

部局

主要事業の概要・数値目標

●「まち・ひと・しごと創生法」成立に伴う、地方創生の動きを
更に加速させるため、補助制度のさらなる拡充を図ることによ
り、大都市圏等からの本社機能誘致を推進し、本県経済の活性化
及び雇用機会の確保を図るとともに、「グリーン・イノベーショ
ン（環境・エネルギー）」、「ライフ・イノベーション（健康・
医療・介護）」など成長分野関連企業の誘致を推進し、県内の雇
用を確保
します。＜商工＞

工程（年度別事業計画）

■農業系大学生等による
　ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ参加者数（５か年の累計）：650人（106人）

部局今後の取組方針

実績値
（H28）

数値目標
の達成度

実績値
（H28）

実績値
（H29）

実績値
（H29）

5



　②政府関係機関の地方移転を推進

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

提案 推進 → → →

提案 提案 ◎

推進 → → →

・年々複雑・多様化する消費生活相
談に対応するため、相談員及び行
政職員の研修を充実させ、実務能
力の向上を図る。
・消費者情報センターの相談員や行
政職員が市町村の消費生活セン
ターを巡回し、指導・助言等を行うこ
とにより、相談体制の充実強化を図
る。

24
市町
村

24市町村 ◎

委員意見

Ａ

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　相談業務に関する専門知識を持った弁護士や大学教授を招いて
研修を行い、相談員のレベルアップを図った。（６回）
　また、専門的な相談事案には弁護士相談で対応した。（月２回)
　平成29年度中に、県内全市町村の相談に対応する市町村の消
費生活センターの設置が完了した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
　複雑・多様化する消費生活相談に対応するため、研修等相談員
の資質向上を継続する必要がある。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●消費者情報センターにおける相談体制の充実及び消費者教育
の拠点としての機能強化を図ります。さらに、消費者が身近な市町
村窓口において、気軽に相談できるようにするため、市町村の消
費生活相談体制の支援を推進するとともに、ライフステージに応
じ、消費者として必要な知識が体得できるよう、消費者教育の充実
を図ります.。
＜危機＞
　○「消費生活センター」設置市町村数
　　　㉕９市町→㉙２４市町村
　○とくしま「消費者教育人材バンク」登録実施団体数
　　　㉕－→㉛４０団体

部局

Ａ

実績値
（H29）

数値目標
の達成度

危機

危機
政策

消費者庁等の本県への全面移転を
目指して、平成31年度までに行われ
る検証・見直しに向け、消費者庁・
国民生活センターとの連携も視野に
入れた、消費者（国民・県民）の利益
に資する高い成果をもたらす「新次
元の消費者行政・消費者教育」を展
開し、全国に発信するための取組を
進めるとともに、移転に向けて必要
な環境整備について、今後も国に要
望していく。

＜重点施策＞
・消費者庁の新オフィスの活動を全
力でサポート
・新次元の「消費者行政・消費者教
育」を展開し、成果を全国に発信
・働き方改革や企業の地方移転を
強力に推進

番号

10

○「消費生活センター」設置市町村数
　　 ㉕９市町→㉙２４市町村

9

■政府関係機関の本県への誘致：H27提案

○政府関係機関の本県への誘致
　　　㉗提案

●東京一極集中を是正し、徳島への「ひと」の流れを加速するた
め、平成29年度に設置予定の「消費者行政新未来創造オフィス
（仮称）」の運営を支援するとともに、消費者庁、消費者委員
会、国民生活センターの徳島への移転に向けた「挙県一致での取
組み」を推進します。＜危機・政策＞

■「消費生活センター」設置市町村数：
　２４市町村（９市町）

●消費者情報センターにおける相談体制の充実及び消費者教育の
拠点としての機能強化を図ります。さらに、消費者が身近な市町
村窓口において、気軽に相談できるようにするため、市町村の消
費生活相談体制の支援を推進します。
＜危機＞

実績値
（H27）

実績値
（H28）

今後の取組方針主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　消費者庁をはじめ計６機関を国に提案（H27.8.31）
２　国の事務局によるヒアリング（H27：２回）
３　関係省庁との意見交換（H27：２回）
４　消費者庁による業務試験（H28.3.13～3.17）
５　「政府関係機関移転基本方針」決定　（H28.3.22）
　・消費者庁・国民生活センター等については、今後検証を行い､
　　８月末までに結論を得ることを目指すとされた。
　・その他の提案機関については、移転が見送られた。
６　（独）国民生活センターによる「研修業務」及び「商品テスト
　　業務」の試験移転（H28.5.9～H29.2.22）
７　消費者庁による徳島県庁における業務試験（H28.7.4～7.29）
　　消費者庁職員43名（長官含む）が参加
８　「政府関係機関の地方移転にかかる今後の取組について」
　　決定（H28.9.1）
　・徳島県に「消費者行政新未来創造オフィス（仮称）」を
　　平成29年度に開設
　・平成31年度までに目途に検証・見直しを行う。
９　徳島県庁10階に「とくしま消費者行政プラットホーム」開設
　　(H29.6.26)
10　徳島県庁１０階に「消費者庁・(独)国民生活センターの
　　「消費者行政新未来創造オフィス」開設(H29.7.24)
11　「消費者行政新未来創造オフィス」と連携し、全国展開を
　　見据えた９つのモデルプロジェクト等を実施
12　企業「本社機能」の徳島移転促進を図るため，首都圏の
　「消費者志向経営」を目指す企業等を対象とした
　「『新次元の消費者行政』体感！ツアー」を実施（H29：２回）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
　消費者庁等の本県への全面移転を実現するためには、「消費者
行政新未来創造オフィス」において、消費者行政の発展・創造に資
する十分な成果を上げていくことが不可欠である。
　また、全省庁共通のテレビ会議システムの導入や地方空港間の
交通ネットワークの整備などの環境整備も着実に進める必要があ
る。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●東京一極集中を是正し、徳島への「ひと」の流れを加速するた
め、平成29年7月24日に設置された「消費者行政新未来創造オフィ
ス」の運営を支援するとともに、関係機関とネットワークを構築し、
「新次元の消費者行政・消費者教育」を展開、その成果を全国へ発
信することにより、消費者庁、消費者委員会、国民生活センターの
徳島への移転に向けた「挙県一致での取組み」を推進します。

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

6



　③サテライトオフィスのさらなる展開

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

3事例 13事例 16事例 19事例 22事例 10事例 18事例 24事例 ◎

半数 半数 6市町 9市町 11市町村 －

推進 → → →

20
団体

30
団体

40
団体

40
団体

44
団体

55
団体

◎

・とくしま集落再生アドバイザー会議
の開催のほか、アドバイザーを過疎
対策に関する会議への出席や市町
村・地域づくり団体へ派遣するなど
により活用促進を図る。

・「とくしま創生アワード」に応募の
あった優秀アイデアの具現化に向け
た、財政支援制度の実施及び有識
者（サポーター）によるフォローアッ
プに取り組む。

・「とくしま回帰」交付金で支援した民
間団体に対して、交付金事業実施
後のフォローアップに取り組む。

・サテライトオフィスの全県展開はも
とより、地域の強みを活かした圏域
別のサテライトオフィスモデルを確
立し、更なるサテライトオフィス誘致
に繫げるとともに、進出企業と地域
の協働・共創関係を強化する。

・引き続き地域資源や民間活力を活
かした取組みを支援するため集落
再生関係事業の周知及び活用促進
を図る。

政策

実績値
（H29）

Ａ

Ａ

委員意見

■サテライトオフィス
　進出地域の拡大：市町村の半数（４市町）

○とくしま新未来「創造」オフィスとの連携団体数
　　㉕－→㉚40団体

実績値
（H27）

○サテライトオフィス進出地域の拡大（累計）
　　　㉕４市町村→㉚市町村の半数

経営

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
1 とくしま集落再生推進会議（H27：2回）
2 とくしま集落再生アドバイザー会議
　【推進会議を改組】（H28：1回、H29：1回）
3 とくしま集落再生フォーラム（H27,H28,H29実施）
4 事業プランコンテスト「とくしま創生アワード」
　（H28、H29実施）
5 とくしま集落再生事例集を作成し公表
　（H27から実施、毎年度時点修正）
6 H27年度地域活力創出「とくしまモデル」交付金
　　（10民間団体、10事例）
7 H28年度「とくしま回帰」推進支援交付金
　　（8民間団体、8事例）
8 H29年度「とくしま回帰」加速化支援交付金
　　（6民間団体、6事例）
9 サテライトオフィスコンシェルジュの３圏域への配置（視察件数
H27･459件、H28･473件、H29･678件）、PR動画制作・発信やお試し
ツアーをはじめとするサテライトオフィス誘致に向けた広報活動の
強化、地元企業とのマッチングや人材確保支援等により、H27に牟
岐町、阿南市、H28に海陽町、鳴門市、美馬市、H29に那賀町、佐
那河内村に進出し、11市町村に拡大。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
・事業プランコンテスト「とくしま創生アワード」に応募のあったアイ
デアの具現化支援
・「とくしま回帰」交付金事例の継続支援
・働き方改革や地方創生を先導する「サテライトオフィスプロジェク
ト」の新次元展開

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
　○集落再生につながる取組みの創出事例数（累計）
　　 ㉕－→㉛３０事例

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
 多様で多才な人財が集まる「地方創生のモデル地域」を活用し，
「県民目線・現場主義」に立った「人財育成」や「政策創造」に取り
組むため，東部・南部・西部の３地域に開設された「とくしま新未来
創造オフィス」において，若手職員向けの研修を実施した。
1.政策創造部内の若手職員を対象とした「政策立案研修」
2.県・市町村若手職員を対象とした「新未来創造実践型フィールド
ワーク研修」（神山オフィス，南部オフィス，西部オフィス）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)＞順調

＜課題＞
　今後も研修内容について，若手職員のニーズに対応したものと
する必要がある。

地方創生の最前線をフィールドとし
て、現地の多様で多彩な人財と交
流連携する「課題解決型」の研修を
引き続き実施し、さらに民間企業と
合同研修とすることで官民連携によ
る地方創生の加速を図る。

番号

12

11

●地域の資源や個性を活かした「魅力ある地域づくり」を推進す
るため、地域づくりを支える人材育成や古民家・遊休施設を活用
したサテライトオフィスの取組みを支援します。＜政策＞

工程（年度別事業計画）

■集落再生につながる取組みの
　創出事例数（５か年の累計）：22事例（－）

○集落再生につながる取組みの創出事例数（累計）
　　　㉕－→㉛２２事例

主要事業の概要・数値目標

■とくしま新未来「創造」オフィスとの
　連携団体数：40団体（－）

●職員の県民目線・現場主義を徹底し、「創造力・実行力・発信
力」に優れた人財を育成するため、地方創生の最前線の現場に
「とくしま新未来『創造』オフィス」を設置し、現場の多様で多
才な人材と交流・連携しながら実践型の職員研修を実施します。
＜経営＞

実績値
（H28）

数値目標
の達成度

7



（ウ）若者の「とくしま回帰」を生み出す大学等の活性化

　①大学と地域の連携による「知のフィールド」の拡大

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

7箇所 9箇所 13箇所 14箇所 15箇所 10箇所 13箇所 17箇所 ◎

推進 → → → →

400人 430人 500人 500人 500人 525人 530人 514人 ◎

　②若者の地元定着促進

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

45.0% 45.5% 46.5% 47.5% 50.0% 43.1% 43.2% 40.2% △

100人 100人 100人 100人 － 158人 151人 ◎

13

実績値
（H29）

実績値
（H29）

○「地域連携フィールドワーク講座」
　延べ参加人数（年間）
　　㉕－→㉙５００人

●大学との連携による地域の課題解決や活性化を図るため、「大
学等サテライトオフィス開設支援制度」を創設し、県内外の大学
のサテライトオフィスを誘致し、地域に密着した教育・研究活動
や地域貢献活動を支援します。
＜政策＞

工程（年度別事業計画）

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局

数値目標
の達成度

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　大学等サテライトオフィス開設支援制度を創設
　　（H27.3.10）
２　大学サテライトオフィスの開設を支援
　高等教育機関との連携強化の取組及び支援制度の創設により、
大学サテライトオフィス開設箇所が17箇所(H30.3末)となった。
（新規開設数 H27:4箇所 H28:3箇所 H29:4箇所）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
既存サテライトオフィスの更なる活用を推進

県外大学への働きかけを行うととも
に、地域に密着した活動が実施され
るよう大学等や関係団体との連携
強化に努める。

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　県内高等教育機関の長と知事の懇談会を開催
　　（H27:1回、H28:1回、H29：1回）
２　徳島県・高等教育機関連携協議会を開催
　　（H27:1回、H28:1回、H29:1回）
３　「地域連携フィールドワーク講座」の実施
　　H27：講座数13講座　参加人数延べ525名
　　H28：講座数11講座　参加人数延べ530名
　　H29：講座数13講座　参加人数延べ514名

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
フィールドワークの受入機関等拡大

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

Ａ

委員意見

政策

○大学サテライトオフィス設置箇所数
　　　㉕３箇所→㉛１５箇所

●大学などの高等教育機関との連携強化を進め、高等教育機関の
有する知的・人的資源及び社会貢献機能を地域づくりに活かすと
ともに、包括協定締結大学と連携した「地域連携フィールドワー
ク講座」を拡充し、大学生による地域の課題解決や活性化に向け
た取組みを推進することで、地域の未来を創造する人材を育成し
ます。＜政策＞

主要事業の概要・数値目標
実績値
（H28）

実績値
（H27）

Ａ

今後の取組方針

引き続き、地域の課題解決につな
がるフィールドワーク講座の実施に
向け、関係機関との連携強化を図
る。

政策

部局

委員意見

Ｂ

・　大学サテライトオ
フィスについては，現
状，人員の常駐がな
いものもあり，常時稼
働中という訳ではない
ようなので，機能だけ
ではなく，せっかく物
理的な場所を持ってで
きたものは，更に有効
活用してもらいたい。

政策

■県内大学生等の県内就職率：50.0%以上（44.5%）

●若者の地元定着を促進するとともに、産業人材の確保による雇
用創出を図るため、経済団体や企業等と連携して、大学生等を対
象とした「徳島県奨学金返還支援制度」を創設し、県内企業に一
定期間就業した学生の奨学金の返還を支援します。＜政策＞

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）
数値目標
の達成度

○県内大学生等の県内就職率
　　　㉕４４．５％→㉛５０．０%

実績値
（H28）

○奨学金返還支援制度（全国枠）の助成候補者認定数
　　㉕－→㉘～㉛100人

■奨学金返還支援制度（全国枠）の
　助成候補者認定数：100人（ー）

番号

15

・多くの方に応募いただけるよう「徳
島県奨学金返還支援制度」の定着
を図るとともに、県内高校・大学や
就職支援協定締結大学等を通じた
制度の周知・広報を積極的に実施
する。

・「とくしま元気印イノベーション人材
育成プログラム」の着実な推進を支
援する。

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　H27は、次の取り組みを行った。
１　徳島県奨学金返還支援制度を創設
２　大学等卒業後、県内事業所で一定期間就業した場合に奨学金
の返還を支援する「助成候補者」として５０名を認定
３　「県内高等教育機関の県内就職率を５年間で１０％以上向上さ
せる」目標を掲げ、徳島大学が中心となって推進する「とくしま元気
印イノベーション人材育成プログラム」に参画し、本県の成長産業
を支える人材の育成と県内定着に挙県一致で取り組む体制の構
築を支援した。
４　県内高等教育機関（鳴門教育大学を除く）と雇用創出と若者定
着についての連携・協力に関する協定を締結した。

　H28は、より多くの方に応募いただけるよう、学部学科・業種の限
定を撤廃するとともに、制度説明会や学生相談会を実施し、２２１
名（全国枠１５８名、県内枠６３名）を認定した。

　H29は、引き続き制度説明会や学生相談会を実施し、２１６名（全
国枠１５１名、県内枠６５名）を認定した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞達成可能

＜課題＞
「徳島県奨学金返還支援制度」の定着を図ることが必要

14

実績値
（H27）

■大学サテライトオフィス
　設置箇所数：15箇所（３箇所）

■「地域連携フィールドワーク講座」
　延べ参加者数：500人（－）

番号

8



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

調整 促進 →
全大
学で
実施

→

全大
学で
実施

全大学
で実施

－

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）
実績値
（H27）

Ａ商工

部局

委員意見

16

■就職支援協定締結大学と連携した
　インターンシップの促進：H30全大学で実施

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・就職支援協定締結大学にインターンシップ受入れ可能企業リスト
を提供（H27 9大学へ22社、H28 10大学へ28社、H29 11大学へ56
社）
・県内企業見学バスツアーを実施（H27 1回 参加者18名、H28 4回
参加者計71名、H29 4回 参加者計35名）
・県HP「ジョブナビとくしま」に相談窓口を開設（相談員5名）
・既存会議の活用（働き方改革推進統括本部会議：働き方改革ﾀｽ
ｸﾌｫｰｽ会議）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
・インターン受け入れ企業は、H28→H29で倍増したが、まだまだ数
が少なく拡大が必要。また、中小企業では、就職につなげるために
どのようなインターンシップをすればよいかのノウハウが乏しく、支
援が必要である。
・バスツアーは、県内大学・就職支援協定締結大学以外にも募集
案内し、参加者増につなげる。

・ インターンシップ受入企業の拡
大。
 ・ 県内企業見学バスツアーを開催
し、県内企業を知る機会を作り、イン
ターンシップに繋げる。
 ・ 大学の就職相談会等のイベント
に参加し、県内企業のPR。
 ・ 中小企業を対象としたｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ
普及ｾﾐﾅｰの開催。

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針

●就職支援協定を締結している関西圏の大学の学生や、東京圏在
住の大学生と、県内企業等のインターンシップを促進し、学生の
職業観の育成を図り、就職のミスマッチを防ぐとともに、県内企
業の魅力を認識してもらうことで、県内へのＵＩＪターン就職を
促進します。＜商工＞

○就職支援協定締結大学と連携した
　インターンシップの促進
　　㉚全大学で実施

番号
実績値
（H28）

実績値
（H29）

9



（ア）地域産業の未来に向けた競争力の強化

　①「２つの光＋α」がリードする地域イノベーションの加速

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

220社 230社 240社 250社 260社 220社 230社 241社 ◎

推進 → → → →

18社 20社 22社 24社 26社 19社 20社 24社 ◎

推進 → → → →

24事
業所

28事
業所

32事
業所

36事
業所

40事
業所

23事業所 34事業所 38事業所 ◎

【基本目標２】　地域における仕事づくり

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

18

■｢成長分野｣関連企業の
　奨励指定における立地数：26社（13社）

●「まち・ひと・しごと創生法」成立に伴う、地方創生の動きを
更に加速させるため、補助制度のさらなる拡充を図ることによ
り、大都市圏等からの本社機能誘致を推進し、本県経済の活性化
及び雇用機会の確保を図るとともに、「グリーン・イノベーショ
ン（環境・エネルギー）」、「ライフ・イノベーション（健康・
医療・介護）」など成長分野関連企業の誘致を推進し、県内の雇
用を確保します。＜商工＞

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H29）

今後の取組方針 部局

委員意見

17

■クリエイティブ関連企業数：
　260社（者）（161社（者））

●産学官が連携した人材育成を図るとともに、県内企業のデジタ
ルコンテンツ分野への進出支援やクリエイティブな力の利用促
進、県外企業の誘致や創業等を積極的に推進することにより、ク
リエイティブ企業やクリエイターの集積を図ります。＜商工＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・「とくしまデザインフォーラム」を開催し、本県のブランド力向上に向
けた取り組みを進めた。
・県内で活躍するクリエイターのデータベースサイト「AWA Creators
Database」を開設運営した。
・県内企業や小中高生を対象として、クリエイティブ人材の育成につ
ながるセミナー等を開催した。
・ＬＥＤ・デジタルアート「文化の森に憑依する滝」の屋外常設展示や
「クリスタルユニバース」等のイベント展示を行い、本県のクリエイ
ティブな魅力を発信した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞ 順調

＜課題＞
　セミナー等の継続的開催とレベルアップ

 引き続き、人材育成やデジタルアー
トの制作等に努め、クリエイティブ企
業やクリエイターのさらなる集積を
図る。

商工 Ａ

○クリエイティブ関連企業数
　　㉕１６１社（者）→㉛２６０社（者）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１．本社機能移転に関する補助制度の拡充
　（補助率アップ20→25％，雇用人数の上限緩和5→3人以上）
２．地域経済を牽引する事業への補助制度の拡充
　（雇用人数の上限緩和10→3名以上）
３．成長分野をターゲットとした誘致活動の展開
４．積極的な企業訪問，現地案内
５．東京・大阪で開催したビジネスフォーラム・
　ＨＰ等の優遇制度の情報発信
などの取組により，企業の本社機能誘致数はH29末において数値目
標の累計4社を達成した。
　また、「成長分野」関連企業の奨励指定件数は，数値目標の累計
24社を達成した。
　
＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　大都市圏等からの本社機能誘致の推進及び成長分野関連企業
の誘致

「成長分野」にターゲットを絞ったＰＲ
活動を展開することや，企業ニーズ
に応じた補助制度の拡充を図り，
「成長分野」関連企業を中心に企業
の立地や本社機能移転をさらに促
進する。

商工 Ａ

○「成長分野」関連企業の奨励指定における立地数
　　㉕１３社→㉛２６社

19

■情報通信関連企業（ｺｰﾙｾﾝﾀｰ、ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ等）の
　集積数：40事業所（18事業所）

●全国屈指の光ブロードバンド環境をはじめとする、本県の強み
を最大限に活かし、地域経済の活性化を図るため、コールセン
ター等の情報通信関連企業の誘致を推進します。＜商工＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・東京・大阪で開催したビジネスフォーラム等を通じた誘致活動や本
県へ立地意向のある企業への積極的な企業訪問
・ＵＩＪターンを希望するＩＴ人材と県内企業とのマッチングを行う徳島
県専用サイト「Turn Up 徳島」の運用開始
・入居候補事務所の紹介や現地案内の実施等，立地企業に対する
受入支援
・立地促進補助金による支援などの取組により，H29末において，累
計38事業所を集積した。
　
＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　県内企業や立地検討企業の雇用確保への支援や，人材育成や入
居地の確保に係る受入支援体制の充実

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
　○情報通信関連企業（コールセンター、データセンター
　　 等）の集積数
　　　 ㉕１８事業所→㉛４５事業所

・引き続き情報通信関連企業の積
極的な誘致活動を展開するととも
に，関係機関と連携し，人材育成や
入居地の確保等へのきめ細かな支
援を行い，本県への集積を促進す
る。

商工 Ａ

○情報通信関連企業（コールセンター、データ
　センター等）の集積数
　　㉕１８事業所→㉛４０事業所

 10



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

市場
投入

市場
投入

試作開発 試作開発 試作開発 －

2人 5人 6人 2人 ◎

4個 8個 10個 11個 ◎

55機関 60機関 65機関 66機関 ◎

推進 → → → →

75件 85件 145件 155件 155件 90件 138件 168件 ◎

2か国 4か国 6か国 10か国 12か国 5か国 6か国 10か国 ◎

○ＬＥＤ新製品開発支援件数（累計）
　　㉕５２件→㉚１５５件

○ＬＥＤ応用製品の海外市場開拓数（累計）
　　㉕－→㉛１２か国

番号

20

21

■ＬＥＤ新製品開発支援件数（累計）：
　155件（52件）
■ＬＥＤ応用製品の海外市場開拓数（累計）：
　12か国（－）

●「ワールドステージ行動計画」に基づきＬＥＤ関連企業の開
発・生産、ブランド化、販路開拓などを支援し、ＬＥＤ産業クラ
スターの形成を推進します。＜商工・警察＞

○生活支援ロボットの市場投入
　　㉚投入

○高機能素材活用コンソーシアム参画企業の
　新規雇用者数
　　㉕－→㉛６人

委員意見

■生活支援ロボットの市場投入：H30投入

●本県ものづくり企業の競争力を高めるため、徳島県の強みを活
かし、産学官連携により、介護分野を中心にロボットテクノロ
ジーの実用化を推進するとともに、ＣＦＲＰなど高機能素材を活
用した付加価値の高い製品開発を推進します。＜商工＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
○ロボット技術開発の取組み
　平成28年1月に「とくしまロボット関連産業創出コンソーシアム」を設
置し、「移乗介助分野」及び「見守り分野」におけるロボットの技術開
発に取り組んだ。
(1)移乗介助分野
　H27:小型・高トルクモータ及び軽量ギアを
　　　組み合わせたアクチュエータの試作
  H28:試作品の駆動技術及び部品の改良
　H29:試作品の改良及び評価手法の確立
(2)見守り分野
　H27:画像認識機能や温度センサー、癒やし
　　　機能などを搭載したロボットの試作
　H28:試作品の機能追加及び改良
  H29:試作品の改良及び現場実証の実施

〇新素材活用の取組み
(H27)
　新分野進出支援事業（国→ＳＴＥＰ→機構）として，ＣＦＲＰに係る研
究会（２テーマ）開催。
①家具建具分野研究会
②ＬＥＤ分野研究会
(H28)
　高機能素材関連企業雇用拡大推進事業として，セミナーを３回及
び研究会（２テーマ）を開催
①家具分野研究会（ＣＦＲＴＰの椅子への活用）
②建具分野研究会（ＣＦＲＰを用いた反り防止ドアの開発）
(H29)
ＣＦＲＰは高機能素材関連企業雇用拡大推進事業として，研究会（２
テーマ）を開催
①機械部品分野研究会（低価格なＣＦＲＰ制作方法の開発）
②建具分野研究会（ＣＦＲＰを用いた反り防止ドアの開発）
ＣＮＦはフォーラムと研究会、共同研究２件を実施。
①ＣＮＦ研究会（ＣＮＦの製造）
②共同研究（性能評価、バクテリアセルロース）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　達成可能

＜課題＞
○現場ニーズを踏まえた介護ロボット等の研究開発
○新素材活用　テーマ数の拡充

○「移乗介助分野」及び「見守り分
野」に「移動支援分野」を加え、現場
実証や製品改良等に取り組み、ロ
ボットの技術開発を推進する。

○引き続き、ＣＦＲＰは実用化及び
製品化への取り組みへの研究推
進、ＣＮＦは応用技術の検討及び企
業との共同研究の推進を図る。

商工 Ａ

■「とくしま高機能素材活用コンソーシアム」の
　参画機関数：65機関（H28：50機関）

■高機能素材活用コンソーシアム参画企業の
　新規雇用者数：6人（－）

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局
実績値
（H29）

○「とくしま高機能素材活用コンソーシアム」
　　の参画機関数
　　㉘50機関→㉛6５機関

○高機能素材活用製品の試作品数
　　㉕－→㉛１０個

■高機能素材活用製品の試作品数：10個（－）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・平成27年7月に「ＬＥＤバレイ構想・ワールドステージ行動計画」を策
定した。
・ＬＥＤの新用途開発や本県ＬＥＤ関連企業の製品の付加価値向上
を図るとともに、ＬＥＤ市場における販路開拓を促進するため、海外
市場調査や国内外の大規模展示会への出展支援などに取り組ん
だ。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
世界で通用する「徳島ならでは」の高品質な県産ＬＥＤ応用製品の開
発の加速化及び海外市場での製品流通と普及促進

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
　○ＬＥＤ新製品開発支援件数（累計）
　　   ㉕５２件→㉚１７５件

・「ＬＥＤバレイ構想・ワールドステー
ジ行動計画」に基づき、①ワールド
ステージ戦略(重点戦略)②開発・生
産戦略③ブランド戦略④販売戦略
の各分野での取組を戦略的かつス
ピード感を持って強力に推進するこ
とにより、県内企業の国際競争力強
化と海外市場における販路拡大に
努める。

商工
警察

Ａ
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

改修
11.5
万人

11.5
万人

改修 ◎

改修
6,300
万円

6,300
万円

改修 ◎

　②企業の成長ステージに応じた切れ目のない支援

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

3.1億
円

3.5億
円

3.9億
円

4.4億
円

4.8億
円

3.2億円 3.4億円 3.9億円 ◎

部局

委員意見

今後の取組方針

【商工】
＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・「とくしま物産振興戦略会議」を開催し、関係者で情報共有を図ると
ともに、コンビニエンスストアと連携して県産品の販売体制の充実、
県産品を使ったメニューや商品開発を展開
・ローソン，ファミリーマートに続き、セブンーイレブン・ジャパンと包
括業務提携を締結するとともに、首都圏をはじめとするアンテナ
ショップを通じて県産品の販路拡大を促進
・とくしまブランドを世界に誇れるトップブランドに育て上げるため、加
工品の「特選阿波の逸品」と一次産品の「とくしま特選ブランド」に伝
統工芸品を加え，新たな「とくしま特選ブランド」として統合

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・アンテナショップなど、県外での販売体制やＰＲの強化
・「とくしま特選ブランド」の認定商品の増加とＰＲ強化、事業者の指
導

【西部】
＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
1.商品デザインや商品販売力などの事業者向けセミナーの開催
2.首都圏等での販路拡大機会の創出
3.地域において地域外事業者との販路拡大に向けた商談会の開催
　※新規マッチング商談件数：36件(H27)
                           　　　　　 26件(H28)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37件(H29)
＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　生産者の事業規模に合わせた対応が必要。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●国内外に向けて本県の物産・観光等の情報発信や物産の販路拡
大を図るため、「体制づくり」、「市場調査」、「商品開発」、「ブランド化
推進」、「販路拡大・販売促進」を５つの柱とした「とくしま県産品振興
戦略（第２期）」に基づき、マーケティング調査や各種フェアの開催、
見本市への出展など戦略的に施策を推進し、県産品の売り上げ向
上に取り組みます。

【商工】
・札幌市内のアンテナショップを7月
から開設するとともに、観光と物産
を合わせたＰＲを実施するなど、県
産品の県外での販売体制やＰＲを
強化する。

・「とくしま特選ブランド」制度のＰＲを
行い認定商品を増やすとともに、事
業者に対して、商品力の向上に向
けた指導を行う。

・「ふるさと納税」の返礼品や「おどる
宝島！パスポート」の景品として採
用するとともに、首都圏や海外の展
示会、商談会に優先出展するなど、
認定商品のＰＲ強化に努める。

【西部】
・商工団体等と連携し、各事業者の
生産規模に応じた関係事業者との
マッチングを支援し販路拡大に取り
組む。

商工
西部 Ａ

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

実績値
（H29）

数値目標
の達成度

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞

・H27.10.24･25の２日間、阿波市のアエルワホールにおいて、４Ｋ映
像による最新映像をオーケストラの生演奏と融合させ、観客の動き
に合わせて映像が変化するインタラクティブ演出を組み合わせたプ
ロジェクションマッピング・コンサートを実施した。
・平成28年2月に神山町においてケーブルテレビによる４Ｋエリア試
験放送「徳島４Ｋチャンネル」の放送を実施した。また平成28年9月よ
り全国初となるＩＰを利用した４Ｋコミュニティチャンネル「テレビトクシ
マ４Ｋ」の本放送を開始した。
・日本初の４Ｋコンテンツの祭典「４Ｋ徳島映画祭in神山」と「とくしま４
Ｋフォーラム」を同時開催し、また、継続拡大開催することにより、全
国から業界関係者をはじめ多くの来場者を集め、本県の取組みのＰ
Ｒを行った。
・４Ｋコンテンツ制作を通じてクリエイターの育成を行った。
・H29年度には、大鳴門橋架橋記念館のリニューアルを実施し、360
度スクリーンの「４Kシアター」を設置した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　国内外への情報発信の強化

・実証実験的に実施した映像と音楽
の融合を今後の新技術演出を加え
た事業実施に活かせていく。

・さらなる国内外への情報発信に努
め、関連産業の集積に努める。

県民
商工

Ａ

委員意見

番号

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

○大鳴門橋架橋記念館の入場者数
　　㉗8.8万人→㉙改修・㉚11.5万人

○大鳴門橋架橋記念館等の利用料収入
　　㉗4,200万円→㉙改修・㉚6,300万円

実績値
（H28）

実績値
（H29）

23

■県がサポートする県外・海外商談会及びフェア
　における成約・売上額：4.8億円（2.2億円）

●国内外に向けて本県の物産・観光等の情報発信や物産の販路拡
大を図るため、「体制づくり」、「市場調査」、「商品開発」、
「ブランド化推進」、「販路拡大・販売促進」を５つの柱とした
「とくしま県産品振興戦略（第２期）」に基づき、戦略的に施策
を推進し、県産品の売り上げ向上を図ります。＜商工＞

○県がサポートする県外・海外商談会及びフェア
　における成約・売上額
　　㉕２．２億円→㉛４．８億円

番号 主要事業の概要・数値目標

22

■大鳴門橋架橋記念館の
　入場者数：11.5万人（H27：8.8万人）
■大鳴門橋架橋記念館等の
　利用料収入：6,300万円（H27:4,200万円）

●スーパーハイビジョン（４Ｋ８Ｋ）の先進地徳島を国内外へ発
信するとともに、優れた映像クリエイターを徳島へ集積させるた
め、「４Ｋエリア試験放送」や「４Ｋ映像コンテスト」を行いま
す。
また、大鳴門橋架橋記念館を改修し、４Ｋ映像を上映できる「３
６０度４Ｋシアター」等を整備します。
＜県民・商工＞

主要事業の概要・数値目標
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

実施 → → → →

158億
円

162億
円

166億
円

170億
円

175億
円

174億円 175億円
30年度
末頃
判明

◎

106社 112社 119社 126社 133社 92社 116社
30年度
末頃
判明

◎

　③もうかる農林水産業の推進

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

3件 5件 7件 10件 10件 8件 9件 12件 ◎

・　様々な分野での産
出品の輸出に関して
は，為替レートの影響
が非常に大きいとこ
ろ，それを県の施策に
よってコントロールす
ることができない以
上，県の努力にかか
わらず成果や実績に
波があるのはやむを
得ない。

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

部局

委員意見

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　ICTによる農業用ハウス内の環境制御技術の開発，徳島すぎの高
耐久・高強度「乾燥材」の開発，阿波とん豚の生産性改良技術の開
発，ドローン空撮画像解析による藻場等の分布把握技術開発など
に取り組んだ。（ H27：8件，H28：9件，H29：12件）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
１．共同研究課題や研究員のマッチング
２．関係研究機関等との連携による効果的運用
３．サイエンスゾーンにおける取組の周知

　地方創生推進交付金や外部資金
等を活用し、県内外の大学、民間企
業等と連携した共同研究・技術開発
を推進する。

　各種研究機関等との研究テーマ
や成果の共有を行うとともに、相互
の関係強化を行う。

　サイエンスゾーンにおける取組や
成果について積極的な情報発信を
行う。

農林 Ａ

数値目標
の達成度

委員意見

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・海外におけるフェアの開催や見本市への出展支援、県内における
バイヤー招へい商談会を開催
・企業のニーズや実績に応じた支援の実施や県産品に精通した「地
域商社」による販路開拓
・海外ビジネスに興味はあるが、これまでに取組がない企業を対象
に、海外ビジネスの基礎を学ぶ研修会を開催

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・輸出に取り組む企業の裾野拡大
・大学等高等教育機関や経済団体、県内企業との連携による留学
支援の拡大と留学生の増加

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●貿易・投資関連情報の収集・提供や国際ビジネスの即戦力となる
人材育成、商談会開催や海外見本市への支援等を通じたビジネス
チャンスの創出により、県内企業のグローバル展開を支援します。

・県内企業の輸出額・輸出企業の増
加を図るため、国内外でのフェアや
商談会の開催、地域商社による販
路開拓など、企業のニーズに応じ、
海外展開の支援を行う。
・経済団体、企業との連携により、
県内高等教育機関の海外留学を支
援し、国際的な視点で地域を支える
「グローカル人材」の育成を図る。

商工 Ａ

番号

25

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H29）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針
実績値
（H27）

実績値
（H28）

■新技術開発に向けた
　県内大学等との共同研究数：10件（２件）

●徳島大学「生物資源産業学部」をはじめとする高等教育研究機
関や産業界との連携強化により、「アグリサイエンスゾーン」等
を拠点とし、新技術の開発や人材の育成に一体的に取り組み、本
県農林水産業の成長産業化を推進します。
＜農林＞

○新技術の開発に向けた
　県内大学等との共同研究数
　　㉕２件→㉚１０件

実績値
（H28）

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H29）

○徳島県の輸出企業数
　（徳島県貿易・国際事業実態調査、中小企業分）
　　㉕９５社→㉛１３３社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   〈暦年〉

24

■輸出額・輸出企業数：
　175億円・133社（150億円・95社）

●貿易・投資関連情報の収集・提供や国際ビジネスの即戦力とな
る人材育成、海外との産業交流の機会の創出等により、県内企業
のグローバル展開を支援します。＜商工＞

○徳島県の輸出額
　（徳島県貿易・国際事業実態調査、中小企業分）
　　㉕１５０億円→㉛１７５億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   〈暦年〉

今後の取組方針 部局

 13



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

20億
円

50億
円

70億
円

100億
円

110億
円

34億円 55億円
12月頃
判明

◎

推進 → → → →

500ha
(50
ha)

1,000
ha

(100
ha)

1,500
ha
(150
ha)

2,000
ha
(200
ha)

2,500
ha

(250
ha)

242ha
（64ha）

433ha
（114ha）

776ha
(137ha)

△

推進 → → → →

22件 30件 40件 35件 ◎

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局

委員意見

26

■構造改革を実施した
　園芸産地における生産額：110億円（10億円）

●「２０２０年」を農業ビジネスの「大きな節目」ととらえ、次
代を担う若き“農業の匠”を育成するため、生産拡大から販路開
拓まで、一体的な園芸産地の活性化に取り組む「園芸チャレンジ
２０２０」を推進します。＜農林＞

28

■農水省ＧＡＰガイドライン準拠以上の認定件数
（累計）：40件（14件）

●安全で安心な農産物の供給のため、農産物の安全、環境保全、
労働安全について適正管理を行い、農林水産省のＧＡＰガイドラ
インに完全準拠した「とくしま安²ＧＡＰ認証制度（優秀認定）」
等の取得を推進します。＜農林＞

番号 主要事業の概要・数値目標
実績値
（H27）

実績値
（H28）

実績値
（H29）

○構造改革を実施した園芸産地における生産額
　　㉕１０億円→㉛１１０億円

27

■「農地中間管理機構」等を活用した
　農地集積面積（累計）：2,500㏊（－）

●「農地中間管理機構」を活用した「徳島版・農地集積モデル」
を構築し、担い手への農地の集積を図ります。
＜農林＞

○農水省ＧＡＰガイドライン準拠以上の認定件数
（累計）
　　㉕１４件→㉛4０件

工程（年度別事業計画）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１．農地集積の進捗状況を共有し、推進方策を協議する農地集積推
進会議（関係機関・団体を構成員）を開催した（1回／年）。また、各
地域段階の農地集積重点推進地区プロジェクトチームの取組みを
サポートする担当者連絡会議を開催した（3回／年）。

２．市町村や、農業委員会、土地改良区などに対し、農地中間管理
事業を活用した農地集積の必要性について随時説明を行った。

３．機構等を活用した農地集積面積及び新規就農者における農地
集積面積は、累計776ha（H27：242ha、H28：191ｈａ、H29：343ｈａ）と
なった。
このうち新規就農者における農地集積面積は137ｈａ（H27：64ha、
H28：50ｈａ、H29：23ｈａ）となった。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　努力を要する

＜課題＞
１．機構への農地所有者の貸付希望の不足
２．農地の貸し手と借り手のマッチングが不十分
３．制度の周知、及び農業者の煩雑な手続きに対する支援

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●「農地中間管理機構」を活用した「徳島版・農地集積モデル」を構
築するとともに、農業委員会に設置された「農地利用最適化推進委
員」との連携強化や農業者の手続きを支援する機構の「現地推進
員」の増員支援などを行い、担い手への農地の集積を図ります。

機構※を活用した担い手への農地
集積を加速するため、
・市町村段階のニーズの掘り起こし
や農業者の手続きを支援する機構
の「現地推進員」の増員(数名)支援
・農業委員会に新たに設置される
「農地利用最適化推進委員」との連
携強化
・農業参入企業への農地集積支
援、基盤整備と併せた農地集積や、
ＣＡＴＶ・ラジオなどのメディアを活用
した制度の更なる周知
・幹部による市町村への推進活動
の実施
などを実施する。

※農地中間管理機構：「農地中間管
理事業の推進に関する法律」に基
づく農地中間管理事業（農用地の利
用の効率化・高度化の促進を目的と
する担い手への農地集積）を推進す
る機関として知事が指定。本県で
は、（公財）徳島県農業開発公社を
徳島県農地中間管理機構として指
定。

農林 Ｂ

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１.野菜増産プロジェクトチーム（県、市町村、JAで構成)等を中心に
　 野菜作付面積911ha拡大

２.国の交付金を活用し、新技術（環境制御機能)を導入した水耕
   ハウス施設や集出荷施設の整備により、園芸産地の再編に取
   り組んだ。  （H27年2施設，H28年3施設，H29年5施設)

３.加工業務用野菜の生産安定技術（土壌改良等） の導入支援。
   (H27年1団体，H28年1団体)

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調
　
＜課題＞
　各品目が抱える栽培上の課題を、解決するための検討が必要
　市場や実需者のニーズを基にした産地づくりの検討が必要

・「チャレンジ産地構造改革事業
　 （交付金･県費)」等のソフト事業を
　活用し、各品目が抱える栽培上
　の課題を解決し、足腰の強い産
　地づくりを行う。

・「とくしまブランド推進機構※１」
  の機能を十分に活用し「マーケット
　イン型の産地づくり※２」
  の推進に努める。
　
　※１本県の農業者の「所得向上」
　　 や「農業生産の拡大」を目的
     に、生産から流通、販売まで
　　 総合的な支援を行う地域商社。
　　 県、全農とくしま、県開発公社、
　　 JA徳島中央会で構成。
 
　※２市場や実需者のニーズを的
　　　確に捉え、それらの情報をを
      基に産地づくりを進めること。

農林 Ａ

Ａ

○「農地中間管理機構」等を活用した
　農地集積面積（累計）
　　㉕－→㉛２，５００ha（うち新規就農者250ha）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　生産者向けGAP（農業生産工程管理）導入研修会や農業大学校
でのGAP講義等を行い、生産者のGAP取組意識を高めた。（H27:13
回、H28：15回、H29：8回）

２　指導者育成のため普及指導員やJA営農指導員等の指導者に対
してJGAP指導員基礎研修等を開催し、GAP指導スキルの向上を
図った。（H27:4回、H28:7回、H29：7回）

３　認証制度の消費者向けＰＲとして，徳島ヴォルティスホームゲー
ムやオーガニックエコフェスタ等で消費者に対してGAP制度や生産
物のPRを行った。（H27:5回、H28:5回、H29：8回）

　上記の取組により、農林水産省のＧＡＰガイドラインに完全準拠し
た「とくしま安²ＧＡＰ認証制度（優秀認定）」等の取得件数の増加につ
ながった。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　指導者数の拡大、消費者への制度の周知が必要。

・東京オリンピック・パラリンピックで
の食材調達基準が組織委員会から
示され、とくしま安２ＧＡＰのうち優秀
認定は、要件に適合しており、本大
会で県産品が採用される道が拓か
れていることから、オリンピックイ
ヤーの２０２０年までを重点期間と
し、ＧＡＰ認証者数を増やす。

・指導者育成のための研修会を県
内で実施する。

・消費者に対して制度の周知のため
のキャンペーンを実施し、認証農産
物の購入意欲を高める。

農林
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

42ﾄﾝ 50ﾄﾝ 59ﾄﾝ 68ﾄﾝ 75ﾄﾝ 60トン 74トン 79トン ◎

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
○県産米輸出数量
１.量販店等での試食販売や商談会の実施
　　（H27:3回、H28:4回、H29:3回）
2.関係機関と連携し、全農徳島県本部を通じて東南アジア等への輸
出を拡大した（H27:60t,H28:74t,H29:79t）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
○県産米輸出数量
　他県との競争激化により、一部の国で減少傾向が続いており、需
要の拡大に向けた新たな取引先の開拓が必要

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●本県農林水産業の持続的な発展や農山漁村の活性化に資する
ため、「徳島県食料・農林水産業・農山漁村基本条例」を肉付けする
基本計画に基づき、「高いブランド力」などの「強み」を活かした「攻
め」の対策と小規模経営体・産地の維持に向けた「守り」の対策に重
点的に取り組み、農林水産業の成長産業化を目指します。
また、飼料用米についてより一層の面積拡大に取り組むとともに、酒
米をはじめ地域の実情に応じた米づくりや輸出の拡大に向けた取組
みなど、新たなコメ戦略により持続可能な水田農業を推進します。
　○県産米輸出数量
　　　  ㉕３４トン→㉛7８トン

Ａ

部局

委員意見

実績値
（H27）

実績値
（H28）

実績値
（H29）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

29

■県産米輸出数量：75トン（34トン）

●本県農林水産業の持続的な発展や農山漁村の活性化に資するた
め、「徳島県食料・農林水産業・農山漁村基本条例」を肉付けす
る基本計画に基づき、「高いブランド力」などの「強み」を活か
した「攻め」の対策と小規模経営体・産地の維持に向けた「守
り」の対策に重点的に取り組み、農林水産業の成長産業化を目指
します。
また、持続可能な水田農業を推進するために、地域の実情に応じ
た米づくりや海外を視野に向けた取組みなど、新たなコメ戦略を
進めます。＜農林＞

○県産米輸出数量
　　㉕３４トン→㉛７５トン

・　様々な分野での産
出品の輸出に関して
は，為替レートの影響
が非常に大きいとこ
ろ，それを県の施策に
よってコントロールす
ることができない以
上，県の努力にかか
わらず成果や実績に
波があるのはやむを
得ない。

○県産米輸出数量
　 既存ルートの取引先では消費拡
大に向けた販売支援を行うととも
に、「平成３０年度新規マーケット開
拓事業」により日系量販店や外食な
ど新たな取引先の開拓に取り組む。

農林
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

230万
羽

250万
羽

280万
羽

300万
羽

300万
羽

209万
羽

208万
羽

207万
羽

△

300頭 600頭 900頭
1,200
頭

1,500
頭

236頭 384頭 510頭 △

実績値
（H28）

実績値
（H29）

○｢阿波尾鶏」出荷羽数
・レンタル式スマート鶏舎整備の推
進。
・東京オリ･パラを契機とした国内外
販路網の再構築に向けて、首都圏
のケータリング業者や外資系商社
等へのプロモーション、情報発信､香
港その他海外輸出先における業務
用需要の拡大等の推進。
・一歩先のプレミアム化､特に「地鶏
肉ＪＡＳ」「ＪＧＡＰ」「農場ＨＡＣＣＰ」及
び「ＧＩ」等の比類無き認証取得によ
る優位性の再構築に向けた取組み
の推進。
・鶏糞のバイオマスエネルギー利用
施設（ライブストックエナジー）による
鶏糞問題の解消。

○「阿波とん豚」出荷頭数
・生産面では，平成29年度に引き続
き，体外受精卵の作出と受精卵移
植技術の確立，DNAマーカーによる
高繁殖雌豚の選出など，育種・改良
に力を注ぐとともに，飼養マニュアル
の改訂版を用いて，生産農場での
育成率向上を目指す。
・販売面では，トレサ情報をオンライ
ン流通販売システムへ掲載すること
による安全性の強化と，阿波とん豚
専用格付の開始により肉質の高品
質・均質化により，ブランド力を向上
させる。

○「阿波牛」出荷頭数
・経営転換（繁殖肥育一貫経営
等）、規模拡大、省力化及び生産方
式改善（肥育期間や飼料等）の推
進。
・輸出やインバウンド等，県産牛販
路拡大の推進。

○水産物出荷・流通体制施設等の
整備（累計）
　漁協等が実施する「水産物出荷・
流通体制施設等の整備」の支援を
行い，漁業経営の安定を図る。

農林 B

・　阿波とん豚につい
ては，出荷頭数の確
保も大事ではあるが，
せっかく品種改良する
以上は，品質の向上，
つまり，多少高額でも
消費者に買ってもらえ
るような，全国から「徳
島県の阿波とん豚を
食べたよ。」と言っても
らえるような「ブランド
化」を目指してもらい
たい。

・　阿波とん豚につい
ては，現状でも味は非
常に良く，一方で，流
通量はまだまだ県内
でも十分とはいえない
ので，引き続き出産数
の優れた母豚頭数を
増やす等の努力を続
けてもらいたい。

30

●畜水産物の生産の効率化や規模拡大を図るとともに、グローバ
ル化に向けた「攻めの畜産」を展開するため、一歩先行くプレミ
アム化や経営転換の推進、「阿波尾鶏」をはじめとする畜産ブラ
ンドの加工品開発など、競争力強化を推進します。
また、すだち・なると金時など本県を代表する品目について、個
別課題解決戦略によるレベルアップ等を図り、「日本のトップブ
ランド」実現に向けた取組みを推進します。
＜農林＞

番号

○「阿波尾鶏」出荷羽数
　　㉕１９５万羽→㉚３００万羽

○「阿波とん豚」出荷頭数
　　㉕６１頭→㉛１，５００頭

■水産物出荷・流通体制施設等の整備：11施設（５施設）

主要事業の概要・数値目標

委員意見工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

今後の取組方針 部局

■「阿波尾鶏」出荷羽数：300万羽（195万羽）

■「阿波とん豚」出荷頭数：1,500頭（61頭）

■「阿波牛」出荷頭数：2,900頭（2,100頭）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
○「阿波尾鶏」出荷羽数
・増産に向けた施設等モデル整備：
飼料米給与システムの導入（県南及び県西部各1箇所ずつ）、レンタ
ル鶏舎（計7棟）及び鶏糞処理関連機器の整備を支援。
・マスメディア等を活用したブランド協議会販促活動：
浜内千波さん及び徳島新聞社女性クラブとの連携による料理講習
会の開催、オリジナルTV＆ラジオＣＭの作成及び放映、ﾕｰﾌｫｰﾃｰﾌﾞ
ﾙとコラボした販促ｸﾞｯｽﾞの開発、消費者協会とのリスクコミュニケー
ション会議及び日本栄養改善学会でのワークショップ開催。
・東京オリ･パラへの食材提供に向けてＧＡＰ･ＨＡＣＣＰダブル認証取
得への取組み開始、大手ケータリング業者へのプレゼン、ホストタウ
ンサミット交流会への参加。
・香港輸出拡大：H26（10ｔ）→H27(14t)→H28（15.5t）→H29（16.3t）。
・20年連続で地鶏肉生産量日本一を維持。

○「阿波とん豚」出荷頭数
・増産に向けた施設等整備：
生産性向上のための飼料米脱皮粉砕機、飼育環境保全のためのﾎ
ｲﾙﾛｰﾀﾞｰ及び堆肥散布車導入を支援。
・繁殖基盤の強化
　①増産に向けた母豚の効率的増殖技術の開発
体外受精卵移植により，代理母豚からの将来阿波とん豚の種豚とな
る子豚２頭を初出産。
　②総産子数で最大約２頭の効果があるDNAマーカーを検出。
・流通拡大に向けた取組：
　①オンライン流通販売システムの構築・運用開始。
　②阿波とん豚専用格付けの運用準備として，と畜データの収集
・販売力強化：
指定店舗数はＨ26(10店)→Ｈ29(31店)。県内外の各種イベント参加

○「阿波牛」出荷頭数
・繁殖牛の増頭に向けた畜舎整備，F1肥育経営体へ阿波牛繁殖肥
育一貫経営への転換に必要な機械導入等を支援。
・繁殖基盤の強化：畜産研究課への高能力雌牛導入による受精卵
供給や繁殖雌牛増頭を支援。
・海外輸出：ミラノ万博でのＰＲ、H27年度からのﾏｶｵ輸出に加え,H29
年度にはﾀｲ,ﾏﾚｰｼｱ,台湾,ｲﾝﾄﾞﾈｼｱへ輸出を開始。

○水産物出荷・流通体制施設等の整備（累計）
　平成27年度は，「とくしま明日の農林水産業づくり事業」を活用し
て，漁協が実施する施設整備を支援した。
　平成28年度および29年度は，「農山漁村未来創造事業」を活用し
て，漁協が実施する施設整備を支援した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　努力を要する

【次ページへ続く】

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

2,150
頭

2,400
頭

2,800
頭

2,850
頭

2,900
頭

2,702頭 2,653頭 2,855頭 ◎

7施設 8施設 9施設
10
施設

11
施設

8施設 9施設 11施設 ◎

推進 → → → →

10台 15台 20台 － 2台 9台 ○

部局

(

前
ペ
ー

ジ
か
ら
続
く

)

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

○「阿波牛」出荷頭数
　　㉕２，１００頭→㉛２，９００頭

○農業用アシストスーツの現場への導入数（累計）
　　㉕－→㉛２０台

委員意見

数値目標
の達成度

○水産物出荷・流通体制施設等の整備（累計）
　　㉕５施設→㉛１１施設

Ｂ
31

■農業用アシストスーツの
　現場への導入数（５か年の累計）：20台（－）

●大学や民間企業との連携を強化し、本県農林水産業を支える新
技術の開発を推進するとともに、現場への速やかな普及を図りま
す。＜農林＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
○農業用アシストスーツの現場への導入数（累計）
　研修会の開催などによる導入推進に取り組んだ。
　　H28　２台、H29　７台（米運搬アシスト機具）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　達成可能

＜課題＞
　農業者への情報提供と機具の低コスト化

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●大学や民間企業との連携を強化し、研究施設の機能強化を図る
ことにより、本県農林水産業を支える新技術の開発を推進するととも
に、新技術導入促進に向けた情報収集、実演会をはじめ情報提供
により、現場への速やかな普及を図ります。
　
　○「徳島発・次世代技術」創造数（累計）
　　　　㉕４２件→㉛７１件

　導入促進に向けた情報収集、及び
農業者に対して実演会を開催する
など情報提供を行い、利用を促進す
る。

農林

実績値
（H29）

【前ページから続く】

＜課題＞
○「阿波尾鶏」出荷羽数
　生産者の高齢化や施設の老朽化が進んでおり、鶏舎稼働率も減
少傾向。今後は、これら生産基盤の強化に加えて、東京オリ･パラ開
催の前後で拡がる県産畜産物の販路拡大を捉えるための商品開発
力と販路開拓力の向上が必要であり、適切な行動計画を設定する
必要がある。また、鶏糞処理も増産のあい路となっている。

○「阿波とん豚」出荷頭数
　平成28年度までは，生産農場での雌豚保留等により母豚増頭対
策を行ってきた。その結果，平成28年度から平成29年度にかけ，阿
波とん豚の出荷頭数は増えたものの，繁殖性及び保育能力に問題
のある母豚が多く，一般豚と比較し、産子数が少ない上に，離乳ま
での死亡頭数が多く，予想していた出荷頭数を下回った。

○水産物出荷・流通体制施設等の整備（累計）
　漁業者ニーズを把握し，沿岸漁業の経営安定に寄与する，きめ細
かな支援の実施。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●畜水産物について、スマート鶏舎（レンタル式）等への再整備によ
る生産の効率化や新規生産農場の指定等規模拡大を図るととも
に、グローバル化に向け、ＧＡＰ・ＨＡＣＣＰの認証取得など「攻めの
畜産」を展開するため、一歩先行くプレミアム化や経営転換の推進、
「阿波尾鶏」をはじめとする畜産ブランドの加工品開発など、競争力
強化を推進します。
　○県有和牛雄牛を用いた人工授精頭数
　　　㉕－→㉛３０頭

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針番号
実績値
（H28）
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

33万
㎥

36万
㎥

39万
㎥

42万
㎥

45万
㎥

32.4万㎥ 35.3万㎥ 37.5万㎥ ○

推進 → →

82億
円

89億
円

93億
円

71億円 ○

推進 → →

10億
円

20億
円

25億
円

(6.5億円) 9月判明 －

34

■とくしまブランド推進機構の
　関与した販売金額：25億円（ー）

●農林水産業のもうかる成長産業化に向け、「とくしまブランド
推進機構」による、生産、流通、販売の総合的な支援を一体的に
行い、「農産物の生産拡大」と「農業者の所得向上」を図りま
す。＜農林＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　マーケットイン型の産地育成の推進
　　　ほうれんそうのハウス整備3１ａ、スダチ改植49a
　　　夏まきにんじん171a、ブロッコリー展示ほ1カ所
２　テストマーケティング6商品
３  フライト輸送の実証（レンコン、椎茸）
４　すだち（盛岡市、女川町でのＰＲ拠点開拓）
５　食材供給システムの普及　70戸･･･SEND※の利用者数
６　ハード事業の整備推進（えだまめ共同選別機械整備他）
　※SEND（センド）
　・プラネット・テーブル（株）が運営する生産者と飲食店・シェフ等をつなぐ
生産支援・出荷プラットフォーム

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞達成可能

＜課題＞
　・高齢化や就労者の減少で、生産力の低下が懸念されると
    ころであるが、生産及び流通の効率化をはかることによ
　　り、 生産量を確保し、消費者ニーズを捉えて、品質の
　　高い農産物を供給していくことが必要。

・徳島ブランド推進機構の活動によ
る産地の活性化
　１）マーケットイン型産地を育成
　２）農作業の効率化による、生産
量の確保
　３）新技術・新品目の導入による産
地のブランド化
　４）農産物の新たな販路開拓と商
品化推進

農林

■新たなイノベーション創出による
　農林水産物の産出額：93億円（ー）

●農林水産業の成長産業化を推進するためアグリ、マリン、フォ
レスト各サイエンスゾーンを核として、産学官によるオープンイ
ノベーションを加速し、収益性の高い新たな技術開発や実践力の
高い人材育成等により「もうかる農林水産業」を実現します。
＜農林＞

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

実績値
（H29）

各サイエンスゾーンにおいて、産学
官が連携を図り、オープンイノベー
ションを加速させ、ＩｏＴをはじめとす
る先端技術を活用した技術開発や
新たな価値創出につながる研究開
発を推進することにより、各産業の
主要品目の産出額の増加につなげ
る。

農林 Ｂ

A

委員意見

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞

　徳島大学・生物資源産業学部をはじめとする高等教育機関や産業
界とのオープンイノベーションを加速し，新たな価値創出につながる
研究開発や実践力の高い人材育成を推進するため，地方創生拠点
整備交付金の活用による，各サイエンスゾーンの拠点施設の整備を
実施。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞達成可能

＜課題＞
　各サイエンスゾーンの拠点施設を核とし、産学官連携の強化によ
る研究開発の推進

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局番号 主要事業の概要・数値目標

32

■県産材の生産量：45万㎥（29万㎥）

●年々充実を続ける森林資源の積極的な活用を図る「新次元林業
プロジェクト」を推進します。＜農林＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　H27年度は，「森林環境保全整備事業」や「森林整備加速化・林業
飛躍事業」を活用し，県産材の生産及び路網整備，高性能林業機械
の導入を進めるとともに，県産材の利用促進に取り組んだ。
 
　H28年度は，「森林環境保全整備事業」に加え国のＴＰＰ関連補正
予算を活用し，間伐材等の生産や高性能林業機械の導入，路網整
備を推進するとともに，架線集材の設置など県単独で主伐推進に繋
がる支援を実施した。

　H29年度は，大型高性能林業機械（ハイランダー，大型フォワー
ダ）による皆伐の効率化実証を行うほか，油圧集材機の実装による
素材生産の拡大策を実施した。

　また，県産材に対する親しみや利用への理解、県産材生産の意識
醸成を目的とした木育広場を整備した（4,117名利用）。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　達成可能

＜課題＞
　素材生産を行う担い手と事業地の確保

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●年々充実を続ける森林資源の積極的な活用を図る「新次元林業
プロジェクト」において、主伐に対応する「新林業生産システム」の更
なる導入を進め、主伐から再造林、保育までの「森林サイクル」の確
立による県産材の更なる増産を推進します。

　平成28年度から稼働している木質
バイオマス発電所を始めとする木材
需要の増加に対応するため、間伐
だけでなく主伐を促進するとともに、
伐採から植栽・保育に至る一貫施業
の推進や増産を支える人材の育成・
確保対策を強力に進める。

農林 Ｂ

○県産材の生産量
　　㉕２９万㎥→㉛４５万㎥

○とくしまブランド推進機構の関与した販売金額
　　㉕－→㉛25億円

33

○新たなイノベーション創出による農林水産物の産出額
　　㉕－→㉛９３億円

・　引き続き生産者と
飲食店等をつなぐ食
材供給システムの普
及に努め，このシステ
ムが関係者全てに利
益を生み，それがしっ
かりと好循環していく
ように見守ってもらい
たい。
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → →

0.3億
円

1.9億
円

2.0億
円

0.1億円 △

　④６次産業化・とくしまブランド海外展開の推進

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

180件 220件 260件 300件 350件 209件 237件 273件 ◎

3.7
億円

4.7
億円

5.8
億円

31年3月
に判明

－

準備 → 設置 推進 →

設置 準備 準備 設置 ◎

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

番号 主要事業の概要・数値目標

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針
実績値
（H29）

35

Ａ

委員意見

部局

委員意見

部局今後の取組方針

■農工商連携等による６次産業化商品開発事業数
　（５か年の累計）：350件（135件）

●農工商連携等による新商品の開発、販路開拓などの取組みによ
り、食の宝庫徳島の地域資源を活用した６次産業化を推進しま
す。＜商工・農林＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
1　6次産業化サポートセンターにおいてワンストップでの相談対応を
行った。
2　県、市町村、生産団体、大学、金融機関等が連携し、販路開拓等
の農林水産業の6次化を推進と新商品開発の支援を行った。
3　農商工連携ファンド等の活用により事業化の支援を行った。
4　首都圏等における展示商談会で「徳島県ブース」を設置し、販路
開拓・拡大を支援した。
5　1次、2次、3次事業者の交流会や、セミナーを開催した。
6　6次産業化に取り組む生産者等を対象に専門家（6次産業化プラ
ンナー）を派遣し、商品開発や計画作りを支援した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞ 順調

＜課題＞
・「総合化事業計画」の策定に向けたさらなる推進
・マーケットインによる売れる商品づくり
・展示会等での商談・営業力の強化
・農工商連携による商品開発や販路拡大

・県、市町村、生産団体、大学、金
融機関等と連携し、販路開拓等の
農林水産業の6次化を推進する。

・首都圏のバイヤーを本県に招聘
し、バイヤー等のアドバイスによる
消費者ニーズにマッチした売れる商
品づくりを進める。

・6次産業化プランナーによる販路獲
得支援

・各種会合で総合化事業計画の説
明を行うと共に、関係機関と連携し
たフォローアップを実施し、総合化
事業計画の見直し、更新を支援す
る。

・新たに商品を開発しようとする事業
者に対し総合化事業計画の策定を
促す。

商工
農林

■６次産業化法による「総合化事業計画」の
　売上増加額（累計）：5.8億円（0.7億円）

○農工商連携等による
　６次産業化商品開発事業数（累計）
　　㉕１３５件→㉛３５０件

実績値
（H27）

実績値
（H28）

工程（年度別事業計画）

実績値
（H29）

○６次産業化法における「総合化事業計画」に基づく
　事業者の売上増加額（累計）
　　㉕0.7億円→㉛5.8億円

Ａ
37

■県立高校「６次産業化専門学科」の設置：H29設置

●農工商連携による生産・加工・販売が一体化した６次産業化に
対応した教育を行うとともに、高等教育機関等との接続も視野に
入れた専門学科を設置し、地域活性化を担う即戦力を育成しま
す。＜教育＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　６次産業化専門学科である「アグリビジネス科」を，平成
29年４月に，徳島県立城西高等学校へ新設した。
２　平成29年度にはＬＥＤ植物工場を備えた生産・加工・販売
の一連の流れを実践的に取り組むためのアグリビジネス実習棟
を整備した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
　生産，加工，商品開発，販売における実践的な取組の推進が
必要

　アグリビジネス実習棟等の活用
による６次産業化に対応した教育
における実践的取組を推進するこ
とで，地域を担う人材の育成へつ
なげる。

教育

○県立高校「６次産業化専門学科」の設置
　　㉙設置

36

・　「阿波ふうど」という
本当に素晴らしい商標
を，「食」だけではなく
観光，文化，スポーツ
等，徳島のあらゆる魅
力発信のために活用
し，「Turn Table」から
全国に届けてもらいた
い。

・　「Turn　Table」に
は，「売上額」だけでは
把握や評価ができな
い「徳島県（産物）のＰ
Ｒ・知名度の向上」と
いう役割があるので，
特定の産業・企業にコ
ミットし過ぎないように
留意しながら，「徳島
県産ブランド」の発展
のため努力を続けても
らいたい。

○「Turn Table(ｖｓ東京「とくしまﾌﾞﾗﾝﾄﾞｷﾞｬﾗﾘｰ」)」
　　での販売総売上額
　　　㉕－→㉛２．０億円

■「Turn Table(ｖｓ東京「とくしまﾌﾞﾗﾝﾄﾞｷﾞｬﾗﾘｰ」)」
での販売総売上額：2.0億円（ー）

●「とくしま特選ブランド」など本県の優れた農畜水産物や６次
化商品について、日本のトップブランドとしてアピール力を高め
るため、情報発信力が高い首都圏において、メディア、飲食、食
品企業関係者へのプロモーションと発信の拠点として、「Turn
Table(ｖｓ東京「とくしまブランドギャラリー」)」を創設し、売
上額増加に向けた取組みを推進します。＜農林＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　27年度，専門家による事前調査と庁内の検討委員会などの意
見を踏まえ施設開設の基本構想を策定。
　28年度は物件探索と設計デザインを県内企業に委託して実
施。この結果，最適物件（渋谷）を確保するとともに，渋谷エ
リアの都市開発を進める東急電鉄(株)及び渋谷区との連携体制
を構築した。
　29年度は，各種許認可申請手続後，7月に施設改修工事に着
手し，30年1月30日竣工，2月4日にグランドオープンした。
　開業以降,食事や宿泊，イベント参加など多くの利用があり,
施設の狙い「徳島発信」にも一定の効果が発揮されている。
　施設を利用した「インフルエンサー」による情報拡散や各種
メディアによる取材・報道が増えており,注目度は着実に高
まっている。
　県産品の販売拡大機能では，都内飲食店オーナーなどから商
談の芽が生まれており,今後「地域商社阿波ふうど」などの機
能も活用しながら，県内の生産者の皆さんとつなぐフォロー
アップを進める。
　飲食部門の売上げについては，利用の多い宿泊客をレストラ
ンへ誘導するなどし，改善に取り組んでいるところ。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞努力を要する

＜課題＞
　徳島の食「阿波ふうど」をはじめ,文化や観光など,徳島の魅
力を発信し,徳島の認知度向上及び「とくしま回帰」につなげ
ていく取組が必要

　県産食材や文化など，徳島の魅
力を発信するとともに，県産食材の
販路開拓などにつながる事業を展
開する。

・県産食材の販売，及び県産食材を
使用した料理の提供（レストラン・バ
ル・マルシェ）
・徳島の食や文化，音楽など，徳島
の魅力発信及びイベント開催
・移住交流イベントの開催
・首都圏飲食店オーナー等と生産者
とのマッチング商談会

農林 Ｃ
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

5.4億
円

7.2億
円

9.5億
円

11億
円

14億
円

6.1億円 8.9億円 11.3億円 ◎

13か
国

15か
国

18か
国

20か
国

22か
国

13か国 15か国 18か国 ◎

推進 → → → →

12店
舗

14店
舗

27店
舗

29店
舗

31店舗 23店舗 27店舗 32店舗 ◎

番号 主要事業の概要・数値目標 部局

・　様々な分野での産
出品の輸出に関して
は，為替レートの影響
が非常に大きいとこ
ろ，それを県の施策に
よってコントロールす
ることができない以
上，県の努力にかか
わらず成果や実績に
波があるのはやむを
得ない。

○農林水産物等輸出金額
　　㉕２．４億円→㉛１４億円

○「とくしまブランド」輸出相手先国・地域数
　　㉕９か国→㉛２２か国

委員意見

実績値
（H28）

実績値
（H29）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針

38

■農林水産物等輸出金額：14.0億円（2.4億円）

■「とくしまブランド」
　輸出相手先国・地域数：22か国（9か国）

●世界にはばたく「とくしまブランド」の確立を目指し、ＴＰＰ
参加国を含めた「輸出国・地域」と「輸出品目」の新規追加、
マーケティングサポート体制の整備、輸出型産地形成、産地間連
携の推進・強化などにより、県産農林水産物の輸出拡大を図りま
す。＜農林＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　ワンストップの総合窓口である「農畜水産物等輸出サポートセン
ター」を通じて、輸出に取り組む生産者や事業者に対して、実践的な
サポートを行った。
　また、「とくしま農林水産物等海外輸出戦略」（平成28年２月改訂）
で設定した新たな戦略目標の達成に向けて、検疫条件やハラール
への対応など、輸出に係る課題の解決に努めるとともに、東南アジ
アと欧米を基軸に、消費者へのプロモションやバイヤー招へい・商談
会を開催する等、販路の開拓や輸出の定着化を進めた。
　その結果、ハラール認証商品の増加につながったほか、マレーシ
ア及びインドネシア向け「牛肉」やベトナム向け「梨」、ＥＵ向け「すだ
ち」の初輸出が実現した。
　
　農畜水産物等輸出サポートセンター
　 相談件数　約  200件（H27）
　　　　　　　   約  500件（H28）
　　　　　　　   約1,000件（H29）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　効果的な輸出拡大の取組みの推進

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●世界にはばたく「とくしまブランド」の確立を目指し、「販売ルートの
強化」、「新たなマーケットの開拓」、「物流上の課題への対応」、「輸
出に取り組む新たな人材の発掘・育成」に取り組むことにより、県産
農林水産物の輸出拡大を図ります。
　○農林水産物等輸出金額
　　　　㉚１１億円→㉚１２億円

　「輸出戦略」に基づき、検疫条件や
ハラールへの対応など輸出に係る
初期課題の解決に努め、輸出促進
を図るため、重点輸出国・地域等で
の消費者へのフェアーやバイヤー
等との商談会の開催、新規輸出開
拓国等での市場調査など、「サポー
トセンター」において、生産者等に対
し輸出拡大に向けた取組みを支援
する。
　経済のグローバル化の進展、輸出
に係る規制緩和等に迅速に対応し
つつ、ターゲット市場での需要を積
極的に獲得するため、①重点市場
での輸出拡大、②新規マーケット開
拓による販路獲得、③物流上の技
術的課題への対応、④輸出に取り
組む新たな人材の発掘・育成の視
点から、戦略的に施策を展開し、目
標の実現を図る。

農林

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

Ａ

39

■「阿波地美栄」取扱店舗数（累計）：
　31店舗（５店舗）

●野生鳥獣の処理加工施設を拠点に、地元で「阿波地美栄（ジビ
エ）」を取り扱う店舗を増やすとともに、海外展開も視野に入れ
たＰＲ活動等を通じて消費拡大を図ります。
＜農林＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
1 「うまいよ！ジビエ料理店」の認定
　（H27：12店舗，H28：4店舗，H29：5店舗）
2 イベントへの出展によるPR
　（H27　県外：3回，県内：2回）
　（H28　県外：2回，県内：2回）
　（H29　県外：2回，県外：4回）
3 多言語化したHPの開設
4 木沢シカ肉加工施設がハラール認証取得
5 講習会の開催（H27：1回，H28：2回，H29：2回）
上記の取組により，認定店舗数の大幅な拡大を達成した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
1 処理施設への搬入や人的な要因により安定供給が難しい。
2 ジビエ料理の認知度と普及が十分でない。
3 ハラールシカ肉の供給体制が脆弱

・安定的な供給量を確保するために
阿波地美栄処理施設の整備及び強
化を支援する。
・国内外での消費・販路の拡大を目
指すため，専用HPの強化やイベント
でのPR等積極的な情報発信を実施
する。

農林 Ａ

○「阿波地美栄」取扱店舗数（累計）
　　㉕５店舗→㉛３１店舗
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

4,750
㎥

6,500
㎥

8,250
㎥

10,000
㎥

11,000
㎥

5,979
㎥

5,260
㎥

2,825
㎥

△

30戸 50戸 60戸 9戸 △

推進 → → → →

1件 4件 7件 10件 13件 3件 5件 7件 ◎

委員意見

・　様々な分野での産
出品の輸出に関して
は，為替レートの影響
が非常に大きいとこ
ろ，それを県の施策に
よってコントロールす
ることができない以
上，県の努力にかか
わらず成果や実績に
波があるのはやむを
得ない。

・　木造建築に優れた
技術，経験を持つ大
工や建築士が高齢化
し，昔ながらの技の継
承にも課題が出てきて
いるので，後継者の育
成にも力を入れてもら
いたい。

○県産材の海外輸出量
　　㉕１，７６０㎥→㉛１１，０００㎥

○県産木造住宅の輸出戸数（累計）
　　㉕－→㉛６０戸

部局
数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針
実績値
（H29）

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

41

■６次産業化商品
　プロデュース数（５か年の累計）：13件（－）

●農工商教育の活性化を図るため、平成２７年３月に策定した
「徳島県農工商教育活性化方針」に基づき、高校における農工商
教育の活性化に取り組むとともに、農工商が連携し、徳島ならで
はの地域資源を十分に生かした６次産業化に対応した教育を推進
します。＜教育＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　学校間連携(協働)による生産・加工・商品開発・販売への実
践的な取組を実施
・【県央】テーマ「阿波藍」
城西高校（農業）,徳島科学技術高校（工業）,徳島商業高校
（商業）
・【県南】テーマ「ゆこう」
小松島西高校勝浦校・新野高校（農業）,阿南工業高校（工
業）,富岡東高校（商業）
・【県西】テーマ「アロマオイル」
池田高校三好校（農業）・辻校（商業）,つるぎ高校（工業・
商業）

１　あわ（OUR）教育研究発表会（H27，H28）
２　成果報告会（H27，H28，H29）
３　プロデュース商品（７件）
　　・食べる「藍」和菓子，餃子
　　・藍染（阿波和紙）行灯
　　・ゆこうケーキ，ゆこうマーマレード
　　・アロマキャンドル
　　・アロマクラフト
　　　　（香るカレンダー：未利用木材活用）
４　生産における改善成果物等
　　・藍刈り取り機，すくも温度管理システム
　　・ゆこう収穫ばさみ，搾り器
　　・収穫ばさみ，アロマオイル抽出機
５　販売・市場調査
    ・東京オリ・パラ1000日前イベントでの販売
　　・東京交通会館での販売

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調
　
＜課題＞
　市場が求めるプロデュース商品への改良，販売路開拓が必要

　３地域での学校間連携（協働）の
取組を継続することにより，プロ
デュース商品の新たな魅力化，生産
方法・工程での改善，販路開拓等に
よる事業の継続・発展を図る。

教育 Ａ

○６次産業化商品のプロデュース数（累計）
　　㉕－→㉛１３件

40

■県産材の海外輸出量：11,000㎥（1,760㎥）

■県産木造住宅の輸出戸数（５か年の累計）：
　60戸（ー）

●県産材のさらなる販路拡大を目指し、成長著しい東アジアなど
への原木・製品輸出を進めるとともに、構造材だけでなく床板等
の内装材や建具まで、県産木造住宅をセットで輸出する県産木造
住宅の輸出システムを構築し、県産木造住宅の輸出を促進しま
す。＜農林＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　平成27年度は，9月に開催されたミラノ国際博覧会徳島WEEK展示
コーナーにおいて，県産材を活用した木製品（行灯，藍染木製品，つ
き板など）の展示や４Kで作成したＰＲビデオを活用して県産材の魅
力発信を行った。

　平成28年度は，県産木造住宅をパッケージ化して輸出する拠点と
して台湾とシンガポールに「県産材ショールーム」を開設した。

　平成29年度は，6月に韓国に向けてプレカット材による県産木造住
宅１棟を「県産木造住宅まるごと輸出」として，大工技術と合わせて
輸出を行った。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　努力を要する

＜課題＞
　　輸出相手国の気候や生活様式を考慮した上で、現地での設計・
加工・建て方までの技術の確保

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●県産材のさらなる販路拡大を目指し、成長著しい東アジアなどへ
の原木や付加価値の高い製品輸出を進めるとともに、構造材だけで
なく壁、床板等の内装材や建具まで、集合住宅など輸出相手国の
住環境に応じた県産木造住宅と大工等の技術者をセットで輸出する
システムを構築し、県産材の輸出を促進します。

　これまでの取組みにより、丸太輸
出は定着しつつあるが、さらなる販
路開拓を行う。
　また、海外（韓国・台湾・シンガ
ポール）の県産材ショールームを情
報発信、交流の拠点と位置づけ、大
工やプレカット技術等人材・技術交
流を進め、輸出相手国のニーズに
応じた高付加価値の製品､住宅の丸
ごと輸出を展開する。
　「とくしま農林水産物等海外輸出
戦略」に基づき、高付加価値の製品
や木造住宅の輸出体制確立を支援
する。

農林 Ｃ
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（イ）戦略的な観光誘客の推進

　①「訪日外国人４０００万人時代」に向けた取組み

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

260万
人

270万
人

285万
人

300万
人

310万
人

231万人 238万人 230万人 △

委員意見

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局
実績値
（H29）

42

■年間の延べ宿泊者数：310万人（226万人）

●「おどる宝島！パスポート」をはじめとする誘客コンテンツの
整備、効果的な魅力発信や旅行商品の造成促進等による「観光目
的客の取り込み」、コンベンション誘致促進による「ビジネス目
的客の取り込み」、「東京オリンピック・パラリンピック」等を
見据えた「『訪日外国人４０００万人時代』に向けた取組み」を
核とする「徳島県観光振興基本計画（第２期）」に基づく戦略的
な取組みを推進することにより、観光関連事業者との連携など、
官民を挙げた観光誘客を促進します。＜商工＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・「おどる宝島！パスポート」について、淡路島、和歌山（高野山）と
連携し、おもてなし施設と発行所を拡大し利便性の向上を図った。
・「秋の阿波おどり～阿波おどり大絵巻」を開催。夏の前夜祭を彷彿
させる有名連による「阿波おどり大絵巻」や「全国阿波おどりコンテス
ト」を実施した。
・県外で開催される観光商談会などに参加し、旅行会社に対して、
県内宿泊施設や観光施設と一体となって、徳島の観光素材をＰＲし
た。
・県外から旅行会社等を招いたファムツアーを実施した。
・団体旅行の需要喚起を図るためのバス助成を実施した。
・平成29年4月から6月まで、ＪＲ６社と関係団体などが協働で行う大
型観光キャンペーン「四国ＤＣ（デスティネーションキャンペーン）」
に、四国４県が連携して観光誘客に取り組んだ。
・平成29年度からテーマを絞った観光キャンペーンを実施。上期は
文化、下期は歴史をテーマに、キャンペーンブックやＨＰなどで、観
光素材を強力にＰＲした。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞努力を要する

＜課題＞
・誘客コンテンツの充実
・二次交通の整備
・情報発信の強化

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●「おどる宝島！パスポート」をはじめとする誘客コンテンツの整備、
効果的な魅力発信や旅行商品の造成促進等による「観光目的客の
取り込み」、コンベンション誘致促進による「ビジネス目的客の取り込
み」、「東京オリンピック・パラリンピック」等を見据えた「『訪日外国人
4０００万人時代』に向けた取組み」を核とする「徳島県観光振興基本
計画（第２期）」に基づく戦略的な取組みの推進、「阿波とくしま観光
の日」の普及啓発を図るとともに、日本版ＤＭＯ法人等の観光関連
事業者との連携を強化し、地域が一体となって観光誘客を促進しま
す。

・オンライン旅行会社を中心とし
たＷＥＢサイトやフェイスブッ
ク・インスタグラムといったＳＮ
Ｓサイトを活用して誘客に取り組
む「＃徳島あるでないで」キャン
ペーンを宿泊業界、旅行会社、交
通機関等と連携して取り組む。
・トップセールスにより、本県単
独による観光商談会を開催。
・コンベンション助成制度を拡充
するとともに、学会本部、旅行会
社等への訪問を強化することによ
り、更なるコンベンション誘致を
促進する。
・県の観光情報サイト「阿波ナ
ビ」の改修、観光施設等の情報発
信に優れた「専用アプリ」の創設
等により、情報発信の強化を図
る。
・平成３０年度は、徳島ならでは
の「アクティビティ」、「グル
メ」をテーマとした観光キャン
ペーンを実施する。
・「おもてなしタクシー」の拡大
を図り、旅行者の満足度を高め
る。

商工 Ｃ

○年間の延べ宿泊者数
　　㉕２２６万人→㉛３１０万人
 

                                         〈暦年〉
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

→ 記載 推進 → →

記載
提案書
の提出

△

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

実績値
（H29）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局

委員意見

■「四国八十八箇所霊場と遍路道」の
　国の世界遺産暫定一覧表への記載：H28記載

●「四国八十八箇所霊場と遍路道」は「世界に誇る四国の財産」
であり、この「かけがえのない文化資産」を全国に、さらには世
界へ向けて発信し、人類共有の財産として将来の世代へ保存・継
承していくため、四国他県や関係団体と連携して、世界遺産登録
を目指した取組みを加速します。＜政策＞

【政策】
＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
○世界遺産登録推進協議会及び各部会において、
　文化庁から示された課題（普遍的価値の証明、
　資産の保護措置等）を解決するため、
　四国４県で取り組みを進めた。
○H27.09.01　四国４県とｽﾍﾟｲﾝ・ｶﾞﾘｼｱ州が「四国
　遍路」の世界遺産登録に向け協力協定を締結。
○H28.08.08　文化庁に対し世界遺産暫定一覧表追加
　記載に向けた「提案書」を提出
○H29.02.09　国史跡に｢鶴林寺､太龍寺」を指定。
 （札所寺院の国史跡指定は四国初）
○H30.02.13　｢焼山寺道」約2.4㎞を国史跡「阿波
　遍路道」に追加指定し、H27～H29の整備距離は、
　8.6km。総延長は約15.9㎞。
　(遍路道の国史跡指定距離は四国１位)

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　努力を要する

＜課題＞
○四国全体で1,400㎞に及ぶ遍路道と札所について、四国３県及び
県内関係市町と連携し、着実に資産の保護措置を行っていく必要が
ある。

【県土】
・路線バス事業者が行うバスターミナルや停留所等の案内表示の多
言語化、視認性向上等の環境改善に対して補助を行った。
・公共交通機関による遍路旅をＰＲする多言語版パンフレットを作成
するとともに、啓発イベントを実施した。
　上記の取組により、県内２コース（エリア）において、外国人観光客
等の利便性が向上した。
・多言語に対応した「バスロケーションシステム」の導入を実施した。

＜H29→H30計画の改善見直し箇所＞
●「四国八十八箇所霊場と遍路道」は「世界に誇る四国の財産」であ
り、この「かけがえのない文化資産」を全国に、さらには世界へ向け
て発信し、人類共有の財産として将来の世代へ保存・継承していくた
め、四国他県や関係団体と連携して、世界遺産登録を目指した取組
みを加速し、遍路道や札所寺院を国の史跡として指定する「資
産の保護措置」を進め、遍路道の国史跡指定距離の延伸と、札
所寺院については、平成28年度の２カ寺に加えて、新たな追加
指定に向けた取組みを進めます。
　○札所寺院の国史跡追加指定に向けた意見具申
　　  ㉚２カ寺

【政策】
世界遺産暫定一覧表追加記載に向
け、県民の幅広い参画と共感を呼び
込む機運づくりに努めるとともに、県
内における「資産の保護措置」の取
組みを加速する。

政策
県土

Ｃ

○国の世界遺産暫定一覧表への記載
　　㉘記載

43
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

5万人 6万人 7万人 8万人 9万人 58,340人 69,450人 102,810人 ◎

推進 → → → →

4,500
人

4,900
人

11,700
人

15,000
人

17,000
人

4,695人 8,884人 10,657人 ○

委員意見

実績値
（H29）

商工
西部 Ａ

○県内への外国人延べ宿泊者数
　　㉕３２，３１０人→㉛９０，０００人

                                         〈暦年〉

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針

44

■県内への外国人延べ宿泊者数：
　９万人（32,310人）

■関西での外国人延べ宿泊者数：3,700万人（793万人）

■瀬戸内への来訪意向を持つ人の割合：50.0%（27.9%）

■瀬戸内７県の外国人延べ宿泊者数：600万人（120万人）

■四国４県の外国人延べ宿泊者数：125万人（22万人）

●重点エリアである東アジア・東南アジアに加えて、欧米も誘客
の対象とし、海外と徳島阿波おどり空港間のチャーター便の誘致
をはじめ、関西広域連合・せとうち観光推進機構・四国ツーリズ
ム創造機構等と連携した広域観光の推進、徳島の魅力を活かした
団体旅行及び個人旅行、教育旅行、医療観光など多様な外国人観
光誘客を推進します。＜商工＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・ミラノ万博に出展し、本県の食や文化、産業、観光の魅力を世界に向けて
発信（関西広域連合の構成団体で、合わせて20日間、うち本県が4日間出
展）
・香港、台湾など海外で開催される旅行博に出展し、現地旅行業者等に対
する現地プロモーションを実施
・瀬戸内・関西・四国の各県と広域連携し、東アジア、東南アジア、欧州な
ど海外のメディアや旅行業者を本県に招へいして観光ＰＲを実施
・関西広域連合と連携し、同連合および本県のホームページ内にムスリム
旅行者向けのコンテンツを構築
・SNSを活用した多言語での情報発信
・日本秋祭in香港において観光交流セミナーや観光商談会を開催
・阿波踊りの海外派遣により、本県の知名度向上や文化交流に貢献
・東アジアの学校との交流を通じた教育旅行の実施
・医療観光のPR実施
・受入環境整備の充実・強化

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・さらなる外国人観光誘客に向けた対象エリアの拡大
・広域周遊ルート構築などで広域での取組促進に係る関係機関との連携
強化
・徳島ならではのニューツーリズムの創造

【西部】
＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１.ターゲット市場訪問及びＰＲ活動
【平成27，28年度】
・アジア（香港営業，香港秋祭り及び旅行会社等営業，香港雑誌記事広告
掲載等，シンガポール営業、現地PRイベント，マレーシア旅行博出展及び
営業）
・欧米　（在ロサンゼルス総領事公邸での トップセールス，ニューヨーク営
業，ミラノ万博出展，アヌーガ世界食品見本市（ドイツ）でのPR，米国西海
岸営業，豪州営業，米国西海岸営業及び商談会、旅行博，パリ旅行博で
のPR，ドイツ・ハノーバー見本市でのPR）
【平成29年度】
・アジア（香港営業，台湾メディアプロモーション，シンガポール旅行博出
展，マレーシア、シンガポール営業）
・欧米豪（豪州営業，米国西海岸旅行博出展、商談会参加及び営業，フラ
ンス旅行博での観光ＰＲ及び営業）

　上記の取組みにより、外国の旅行会社、メディア等へ観光情報のＰＲを実
施し、計画目標を達成した。
　※「にし阿波」における外国人延べ宿泊客数：
　　15,025人（H27），23,681人（H28），28,824人（H29）

＜課題＞
・旅行先として選ばれるための情報発信が必要。
・外国人観光客に対応するための受入環境の整備が必要。

【商工】
　重点市場である東アジア地域をは
じめとする各国への現地プロモー
ションを継続実施するとともに、関西
広域連合、せとうち観光推進機構、
四国ツーリズム創造機構等との連
携により、広域周遊ルートを活用し
た海外メディア・旅行業者の招へい
などを行い、訪日外国人観光誘客
につなげる。

【西部】
　国や地域ごとの嗜好に併せたプロ
モーション活動や戦略的なメディア
活動による情報発信を展開する。
　案内標識や案内看板の多言語化
や観光案内所の連携強化によるワ
ンストップ窓口化を図り、受入環境
整備を推進する。

部局

○「クルーズ来県者数」
　　㉕約２，８００人→㉛１７，０００人

45

■「クルーズ来県者数」：17,000人（2,800人）

●観光消費の拡大や地域振興に大きな効果が見込まれる「大型外
国クルーズ客船」の徳島小松島港への初寄港を実現させるととも
に、徳島小松島港への国内外クルーズ客船の寄港を継続・拡大さ
せるため、広域連携等による積極的な誘致活動や受入態勢の充実
強化に取り組み、クルーズ来県者数の拡大を図ります。＜県土＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・外国船社のキーパーソンとの商談会(H27:1回、H28:2回、H29:4回)
・クルーズ関連会議への参加(H27:5回、H28:5回、H29:8回)
・国内の旅行代理店やクルーズ船社等への訪問によるポートセール
ス(H27:6回、H28:3回、H29:21回)
・台湾の旅行代理店やクルーズ船社の上海支店等への訪問による
ポートセールス(H28:7回、H29:13回)
・外国客船の受け入れ(H27:1回、H28:3回、H29:4回)
・日本客船の受け入れ(H27:4回、H28:6回、H29:7回）
　これらの取り組みにより、H29年度は客船の寄港回数が過去最多
の11回、クルーズ来県者数も初めて1万人を突破した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞  努力を要する

＜課題＞
来県者数を伸ばすため、一年間を通した寄港の誘致を図る必要が
ある。

　市町村と連携し、新たな観光ツ
アーの提案やイベント情報をＰＲし、
継続寄港及び年間を通じて複数回
の寄港を実現させ、「港の賑わい創
出」や「本県経済の活性化」に繋げ
る。
　H30は，徳島小松島港で過去最大
となる「マジェスティック・プリンセス」
が寄港し、約3,800人が台湾から来
県した。H31には、「ＭＳＣスプレン
ディダ」が６回寄港するなど、外国船
の８回寄港が決定している。
　引き続き、積極的なポートセール
スにより、寄港拡大に取り組む。

県土 Ｂ
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　②「ひと」が集う大規模イベントの拡大

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

1.6万
人

1.8万
人

2万人 2万人 14,236人 14,919人 14,737人 △

開催 → → → →

13万
人

14万
人

15万
人

16万
人

17万
人

15.4万人 15.7万人 16.5万人 ◎

推進 → → →

7,000
人

12,000
人

12,000
人

12,000
人

14,551人 18,332人 ◎

部局

委員意見

46

■「とくしまマラソン」エントリー数：
　２万人（１万人）

●「とくしまマラソン」の開催により、県民のスポーツ振興や青
少年の健全育成を図るとともに、本県の魅力や県民挙げての「お
もてなしの心」を全国に情報発信できる本大会の規模を拡大し、
更なるにぎわいづくりを実現します。
＜商工＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
 １．とくしまマラソン2016 (平成28年4月24日)
   ・エントリー数14,236人(うち海外から135人）
   ・県庁北側にスタート地点を変更

２．とくしまマラソン2017（平成29年3月26日）
   ・エントリー数14,294人(うち海外から162人）
   ・ファンラン参加者数625人
   ・県庁西側(国道55号線)にスタート地点を変更
   ・ウェーブスタート導入
　
３．とくしまマラソン2018（平成30年3月25日)
   ・エントリー数14,200人(うち海外から181人）
   ・ファンラン参加者数537人
   ・スタートブロックにアスリート枠の創設
   ・年代別表彰を全年代5歳刻みに拡大
   ・国道55号線スタートエリアを全面通行止とし、荷物預け所をス
　　タートブロックに沿った場所に変更

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　努力を要する

＜課題＞
　 ・コース及びコース周辺の渋滞緩和対策

　安定的な集客及び大会運営を図
ることにより、ランナーにとって満足
度の高い大会とするため、スタート
地点の変更、ウェーブスタートの導
入、アスリート枠の創設、年代別表
彰の拡大など、競技性及び快適性
の向上を図った。
　
　今後についても、さらなるランナー
目線に立った大会運営を目指し、交
通規制や警備体制、医療救護体制
等について、ランナーや大会関係者
等からの意見等を受けとめ、しっか
りと検証を行い、計画を策定する。
　

商工 Ｃ

○エントリー数
　　㉕１万人→㉚２万人以上

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針
実績値
（H29）

47

■「マチ★アソビ」年間参加者数：
  17万人（11.3万人）

●全国はもとより海外からも集客力があるアニメイベント「マチ
★アソビ」の開催により、徳島の魅力を全世界へ発信し、交流を
促進します。＜商工＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　アニメイベントの開催により、年間参加者数の増加を図るとともに、
徳島の魅力を国内外に発信した。
　1 マチ★アソビ開催状況
　(1)vol.14（平成27年5月3日～5日）
　(2)vol.15（平成27年9月26日～10月12日）
　(3)vol.16（平成28年5月3日～5日）
　(4)vol.17（平成28年9月24日～10月10日）
  (5)vol.18（平成29年5月5日～7日）
　(6)vol.19（平成29年9月23日～10月9日）
  2　主な海外ＰＲイベント
　上海でのアニメイベント「CCGEXPO」でのPR
　　平成29年7月6日～10日
　
＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
訪日外国人受入体制を整備し，外国人観光誘客の増加を図る。

更なる参加者数の増加を図るため、
「マチ★アソビ」のイベント内容を充
実させるとともに、国内外でのＰＲ
や、参加者が言語に関係なく楽しめ
る体験型イベントの充実、訪日外国
人への言語対応等受入れ体制の整
備を図る。

商工 Ａ

○「マチ★アソビ」年間参加者数
　　㉕１１.３万人→㉛１７万人

48

■「スマート回廊」年間体験者数：
  延べ12,000人（－）

●地域の資源を活用し、先端技術・科学による賑わいを生み出す
ため、川口ダム自然エネルギーミュージアムとその周辺施設によ
る「スマート回廊」を創設し、自然エネルギーの利用、デジタル
アート、コミュニケーションロボット、日本科学未来館監修の科
学展、ドローンの活用等の体験を、地域と共に展開します。＜企
業＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　自然エネルギーの大切さを学び、先端技術に触れる川口ダム自
然エネルギーミュージアムを核として、その周辺施設による「スマート
回廊」を創設した。（H28)
２　平成28年度は、14,551人に来館・体験いただいた。
３　平成29年度は、18,332人に来館・体験いただいた。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
来館者に何度も訪れていただくため、飽きさせない工夫が必要

・継続した集客を確保するため、各
種イベントの随時開催や展示物の
更新を実施するとともに、ミュージア
ムの知名度を向上させるための継
続的なPRに取り組む。

企業 Ａ

○「スマート回廊」年間延べ体験者数
　　㉕－→㉙１２，０００人
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

67万
人

68万
人

80万
人

80万
人

80万
人

79万人 94万人 81万人 ◎

110,000
千円

110,000
千円

110,000
千円

77,000
千円

△

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

実績値
（H29）

部局

委員意見

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針

49

■文化の森総合公園文化施設入館者数：
　80万人（67万人）

●文化の森総合公園文化施設において、民間との連携を図るなど
魅力ある企画展やイベントの開催を通じ、広く県内外に向けて文
化・芸術の感動や体験の場を提供します。＜教育＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１  開館25周年という節目であるH27年度は、民間との連携による
「美の饗宴展西洋絵画の３００年」や「フィギュア展」を開催し、H28年
度は「トクシマ恐竜展」や「ベルギー近代美術の精華展」などを行っ
た。
　　H29年度は「県立図書館１００周年記念事業」の他、「ザ・モンス
ター～海と陸のへんてこ生物たち～」、「日本赤十字社徳島県支部１
３０周年記念展」の開催、さらに「クリスタルユニバース」等のＬＥＤデ
ジタルアート展を実施し、多様な文化を発信した。
２　「野外劇場」について、膜構造屋根を設置し、舞台周辺設備の機
能強化を図り、「すだちくん森のシアター」へと名称変更を行った。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　努力を要する

＜課題＞
　多様な文化を発信するため、より魅力ある手法の開発が必要。

全天候型の円形劇場としてリニュー
アルオープンした「すだちくん森のシ
アター」の更なる利用促進を図るとと
もに、文化の森総合公園開園３０周
年に向けて、「ジャングルいきもの図
鑑」や「ユニバーサル美術館展」など
魅力ある企画展・イベントを開催す
る他、長寿命化計画の策定など文
化施設としてさらなる利便性向上を
図り、県民の芸術文化活動の促進
に努める。

教育 Ｃ

○文化の森総合公園文化施設等の売上総額
　　㉕41,000千円 →㉙110,000千円

■文化の森総合公園文化施設等の
　売上総額：110,000千円（41,000千円）

○文化の森総合公園文化施設入館者数
　　㉕６６９，２８２人→㉙８０万人
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（ウ）地域産業の飛躍を支える人づくり

　①次代を支え未来を拓く産業人材の育成

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

創設 創設 ◎

実施 → → → →

12人 25人 50人 75人 100人 12人 30人 50人 ◎

推進 → → → →

76％ 77％ 78％ 79％ 80％ 85% 90% 84% ◎

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針
実績値
（H29）

部局

委員意見

50

■「科学技術アカデミー」の創設：H28創設（－）

●科学技術の未来を切り拓く人材を育成するため、県内外の高等
教育機関や研究機関と連携し、県内外の大学生等が、県内の高校
生と一緒に学び、科学の素養を磨く「科学技術アカデミー」を創
設するとともに、県内の小中学生へ体験型の科学の出前講座など
を実施する「体験型講座（科学技術ジュニア・アカデミー）」を
開講し、県内の小・中・高校生に対して実践的な学習の機会を提
供します。
また、科学技術に関し、ひろく県民の関心と理解を深めることに
より、本県の科学技術の振興を図るため、「とくしま科学技術月
間」期間を中心に科学技術関連行事を実施します。＜政策＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　県内各施設と協力し、科学技術関連イベント数増加を図った。
H27
１　「科学技術アカデミー」講座の開講に向け、教育委員会をはじめ
とする関係部局・高等教育機関等との協議を実施した。
２　「科学技術アカデミー」プレ講座として、小中学生向けの体験型
講座を実施した。（小学生１回、中学生１回）
３　徳島大学「生物資源産業学部」着任予定教員による出前講座を
県立高校５校において実施した。
H28
１　「科学技術アカデミー」開講記念イベントとして、子供向けのサイ
エンスショーを実施した。
２　「科学技術アカデミー」講座として、中高生向け講座を実施した。
（全７講座）
３　「科学技術Jr.アカデミー」講座として、小中学生向け講座を実施し
た。（全１０講座）
４　「科学技術Jr.アカデミー」講座として、退職理科教員による出前
授業を小中学校で実施した。（小学校１３校、中学校１３校）
H29
１　「科学技術アカデミー」講座として「エキスパート養成講座」を４
回、「リケジョ養成講座」を２回、「中高生向け実践講座」を８回、実施
した。
２　「科学技術Jr.アカデミー」講座として、小中学生向け体験講座を１
２回実施した。
３　「科学技術Jr.アカデミー」講座として、退職理科教員による出前
授業を小中学校で実施した。（小学校１３校、中学校１３校）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　　順調

＜課題＞
「科学技術アカデミー」講座の内容の充実

 引き続き、科学の面白さに触れる
体験講座を通して科学技術人材の
裾野の拡大を図るとともに、科学技
術に関する素質と意欲を持つ生徒
の才能や可能性をさらに伸ばす。

政策 Ａ

○「とくしま科学技術アカデミー」の創設
　　㉘創設

51

■県内大学生への留学支援人数
　（５か年の累計）：100人（－）

●貿易・投資関連情報の収集・提供や国際ビジネスの即戦力とな
る人材育成、海外との産業交流の機会の創出等により、県内企業
のグローバル展開を支援します。
＜商工＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・産学官連携による県内高等教育機関在学生の海外留学を支援

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・大学等高等教育機関や経済団体、県内企業との連携による留学
支援の拡大と留学生の増加

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●貿易・投資関連情報の収集・提供や国際ビジネスの即戦力となる
人材育成、商談会開催や海外見本市への支援等を通じたビジネス
チャンスの創出により、県内企業のグローバル展開を支援します。

・経済団体、企業との連携により、
県内高等教育機関の海外留学を支
援し、国際的な視点で地域を支える
「グローカル人材」の育成を図る。

商工 Ａ

○県内大学生への留学支援人数（累計）
　　㉕－→㉛１００人

52

■民間を活用した訓練受講者の就職率：
　80%（H21～H25の平均率74%）

●産業界との連携等により、テクノスクールの訓練内容を充実強
化し、実践的な産業人材の育成を推進します。
また、全国トップクラスの光ブロードバンド環境を活かし、地域
活性化コーディネーターや、コールセンターオペレーター等を育
成する職業訓練を実施します。
＜商工＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　IT技能科、ﾃﾚｵﾍﾟﾚｰﾀｰ科棟の訓練を民間の教育訓練機関に委託
し離職者等に対し実施
　H29：37コース572名受講、H28：41コース549名受講
　H27：38コース571名受講

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
   民間教育訓練機関を活用した委託訓練では、訓練生の応募が少
ないコースがある。

　IT訓練科、テレオペレーター科等
の訓練を民間の教育訓練機関に委
託
　H30年度４５ｺｰｽ（定員　７８８名）を
予定。

商工 Ａ

○民間を活用した訓練受講者の就職率
　　㉕７４％（㉑～㉕の平均率）→㉛８０％
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②地域を支える産業人材の育成

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

導入 導入 ◎

4,500
人

5,900
人

7,300
人

8,700
人

10,000
人

4,613人 5,849人 6,944人 ○

推進 → → → →

5件 15件 45件 65件 75件 17件 32件 45件 ◎

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針
実績値
（H29）

政策

部局

委員意見

53

■ﾃｸﾉｽｸｰﾙ３校体制における訓練生の資格取得者数
　（５か年の累計）：10,000人（1,760人）

■「徳島版マイスター制度」の創設：H30創設（－）

●産業界との連携等により、テクノスクールの訓練内容を充実強
化し、実践的な産業人材の育成を推進します。
また、全国トップクラスの光ブロードバンド環境を活かし、地域
活性化コーディネーターや、コールセンターオペレーター等を育
成する職業訓練を実施します。
＜商工＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１．テクノスクール３校体制における訓練生の資格取得者数
　　H29累計　6,944人
金属技術科、機械技術科等普通職業訓練の実施
　入校者数　H29：170人、H28：185人、H27：185人

２．「徳島県版マイスター制度」導入に向けた取組み
＜H27年度＞
・H27年12月16日、ﾘｭｰﾈﾌﾞﾙｸ職業訓練ｾﾝﾀｰと中央ﾃｸﾉｽｸｰﾙとの間
で「産業人材育成交流協定」を締結。
・H28年2月29日～3月4日、産業界と中央ﾃｸﾉｽｸｰﾙ職員がﾘｭｰﾈﾌﾞﾙ
ｸ職業訓練ｾﾝﾀｰ等を訪問し、双方の産業人材育成の取組について
情報交換。
＜H28年度＞
・H28年11月29日、県内産業界合意のもと、「徳島県産業人材育成
交流ｺﾝｿｰｼｱﾑ」を設立。
・H28年12月5日～12月10日、ﾘｭｰﾈﾌﾞﾙｸ職業訓練ｾﾝﾀｰ教師及び訓
練生（計7名）が来県し、ﾃｸﾉｽｸｰﾙ及び民間企業において訓練及び
現場見学。
・H29年1月15日～1月20日、ﾃｸﾉｽｸｰﾙ訓練生及び構成会員団体運
営学校の生徒等（計7名）が訪独し、職業訓練ｾﾝﾀｰでの訓練及び企
業見学。
・ﾏｲｽﾀｰ制度の創設に向け、H28には「阿波のﾔﾝｸﾞﾏｲｽﾀｰ認定制
度」の創設や若年者技能競技大会を開催し、若年技能者の育成を
強化。
＜H29年度＞
・H29年5月27日、県と州の友好交流提携10周年記念イベントにあわ
せ、「徳島県産業人材育成交流ｺﾝｿｰｼｱﾑ」と「ﾌﾞﾗｳﾝｼｭｳﾞｧｲｸ･ﾘｭｰﾈ
ﾌﾞﾙｸ･ｼｭﾀｰﾃﾞ手工業会議所」間で「産業人材育成交流協定」を締
結。
・新たな協定に基づき、H29年6月11日～17日、ﾃｸﾉｽｸｰﾙ訓練生、構
成会員団体運営学校の生徒等（計7名）が訪独し、訓練実施。
・H29年10月16日～20日、訓練ﾝｾﾝﾀｰ校長、手工業会議所本部員及
び訓練生等からなる「ﾄﾞｲﾂ･ﾌﾞﾗｳﾝｼｭｳﾞｧｲｸ･ﾘｭｰﾈﾌﾞﾙｸ･ｼｭﾀｰﾃﾞ手工
業会議所訪問団」（計7名）が来県し、ﾃｸﾉｽｸｰﾙ及び民間企業におい
て訓練実施。
・ドイツとの交流を活かし、「徳島版ﾏｲｽﾀｰ制度」を創設。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞ 順調

＜課題＞
　創設した制度を推進するため、民間企業等と連携した実践の場
（機会）の確保

商工
Ｂ

○「徳島県版マイスター制度」の導入
　　㉚導入

○テクノスクール３校体制における
　訓練生の資格取得者数（累計）
　　㉕１，７６０人→㉛１０，０００人

54

■ＩＣＴ（愛して）とくしま大賞応募作品の
　利活用件数（５か年の累計）：75件（－）

●実践的なＩＣＴ人材の育成や地場ＩＣＴ産業の持続的な発展、
徳島を拠点としたワーキングスタイルの確立につなげるため、県
内最大のデジタルコンテンツ表彰を行う「ＩＣＴ（愛して）とく
しま大賞」や徳島の強みを活かした効果的なＩＣＴイベントを実
施します。＜政策＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・ＩＣＴを活用した地域活性化の推進を図る「ＩＣＴ（愛して）とくしま
フォーラム」において、「ＩＣＴ（愛して）とくしま大賞」を実施した。
・大規模ブース出展型イベント「とくしまＩＣＴバザール」（ブース出展、
体験コーナー、出展者によるセミナー等）を開催した。
・一般向けワークショップ（子ども向けプログラミング、ゲーム制作、
ホームページ制作等）を開催した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
より実践的なＩＣＴ人材の育成・発掘のために、更に取組みを進める
必要がある。

　引き続き、ICT人材育成のワーク
ショップを開催するとともに、「ICT
（愛して）とくしま大賞」を実施し、本
県のICT人材の育成と発掘を図る。

○テクノスクール３校体制における
訓練実施
　H30年度入校生１６８名

○「徳島版ﾏｲｽﾀｰ制度」の推進
・H30年度新たに現場技術力を強化
する事業実施予定

【実技訓練】
　①ものづくりｺﾝﾃｽﾄ参加者の技能
強化
　②溶接・旋盤の民間企業での実践
訓練
【実習】
　①中央ﾃｸﾉの渡り廊下製作
　②藍住さくら団地（ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）

Ａ

○ＩＣＴとくしま大賞応募作品の利活用件数（累計）
　　㉕－→㉛７５件
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

拡大 → → →

9,300
人

10,600
人

10,900
人

11,300
人

10,082人 10,214人 10,289人 △

実績値
（H29）

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局

55

■介護保険サービス事業所（居宅）従事者数：
　11,300人（8,797人）

●高齢化の進行に伴い、今後必要となる介護サービスの提供体制
を整えるため、介護職員等福祉分野における雇用の創出を行いま
す。＜保健＞

保健 B

・　介護人材について
は，労働力人口が減
少し，売手市場が続く
中でも従事者数を伸
ばす工夫がされている
ので，引き続き，元気
なシニアを含め，あら
ゆる年代，事情の方
が就職，転職をしやす
い環境の醸成に取り
組んでもらいたい。

・　待機児童数につい
ては平成３０年４月１
日現在で３３名にまで
減少，また，介護老人
保健施設については
整備率が全国第１位
と，徳島は「人」に，と
りわけ「子ども」と「高
齢者」に優しい環境が
あり，胸を張れる成果
を残しているので，声
を大にしてこれを全国
にＰＲしてもらいたい。

○介護保険サービス事業所（居宅）従事者数
　　㉕８，７９７人→㉚１１，３００人

介護職への参入促進と離職防止を
図るため、引き続き、処遇改善加算
の周知と取得促進を図る。

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
県では、介護職員の処遇改善を図るため、処遇改善加算を拡充す
るよう政策提言を行ってきた結果、介護職員1人当たり2万2千円相
当の加算の拡充が行われ、当該加算制度の周知と取得促進を図っ
てきた。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　努力を要する

＜課題＞
介護現場においては、人材の不足が深刻化しており、地域包括ケア
システムの構築に向けたサービス基盤を整備する上で大きな課題と
なっている。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●高齢化の進行に伴い、今後必要となる介護サービスの提供体制
を整えるため、キャリアアップの仕組みの構築や職場環境の改善へ
の取組みを評価した介護職員処遇改善加算の周知と取得促進を図
ることにより、介護職員等福祉分野における雇用の創出を行いま
す。

委員意見

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

数値目標
の達成度
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（ア）ライフステージに応じた切れ目ない支援の強化

　①若い世代の結婚の希望をかなえる

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

500人
1,000
人

1,500
人

2,000
人

－
605
人

1,705
人

◎

50組 100組 150組 200組 － 111組 268組 ◎

115社 145社 175社 200社 230社 109社 179社 260社 ◎

　②出産・子育てを応援する

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

創設 推進 → → →

創設 創設 ◎

実績値
（H29）

実績値
（H29）

　全市町村で無料化に取り組まれる
よう、未利用の自治体に対し、働き
かけを実施する。

今後の取組方針

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
第３子以降の保育所・幼稚園等保育料無料化制度を創設し、無料
化に取り組む市町村に補助をする。
　保育所　H27:23／24市町村で実施
　　　   　　H28:全市町村で実施
           　H29:全市町村で実施
　幼稚園　H27:16／19市町で実施
   　　　　　H28:17／19市町で実施
           　H29:17／19市町で実施
   ※認定こども園については、機能により保育所か幼稚園に振り
　　　分けしている。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞  順調

＜課題＞
施設のあるすべての市町村で取り組みを進める必要がある。

番号
数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H28）

実績値
（H27）

【基本目標３】　結婚・出産・子育ての環境づくり

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

56

■男女の出逢いの場等における
　カップル成立数：200組（－）

○男女の出逢いの場等におけるカップル成立数
　　㉕－→㉛２００組

○結婚支援拠点が管理する
　男女の出逢いの場等への参加者数
　　㉕－→㉛２，０００人

■結婚支援拠点が管理する男女の出逢いの場等への
  参加者数（年間）：2,000人（－）

■婚活支援応援企業・団体登録数：230社（－）

委員意見

委員意見

57

○第３子以降の
　保育所・幼稚園等「保育料無料化制度」の創設
　　㉗創設

■第３子以降の保育所・幼稚園
　「保育料無料化制度」の創設：H27創設

●結婚したい独身者の希望を叶えるため、結婚支援のための拠点
を設置し、 ＩＣＴや縁結びボランティアを活用した、よりきめ細
やかな結婚支援を実施します。＜県民＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
平成28年7月に開設した結婚支援拠点「マリッサとくしま」において
１対１のマッチング、イベント開催、阿波の縁結びサポーターによる
サポートなど、結婚を希望する独身者の結婚支援を行い、数値目
標は達成し、一部上方修正した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
「マリッサとくしま」の周知と登録会員増に向け、市町村、企業・団
体との連携や積極的な働きかけが必要である。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
  ○男女の出逢いの場等におけるカップル成立数
　  　　㉕－→㉛２８０組
　○婚活支援応援企業・団体登録数
　　  　㉕－→㉛３００社

若者からのアイデアも取り入れ、「マ
リッサとくしま」をより多くの人に知っ
てもらい、会員増につながるような
効果的な広報や、会員登録のしや
すさ、イベントへの参加しやすさを工
夫するとともに、阿波の縁結びサ
ポーターの養成・スキルアップを図
る。
　また、市町村、企業・団体とのネッ
トワーク会議の開催により、連携し
た結婚支援の取組を進める。

県民

実績値
（H28）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局

部局

県民

Ａ

○婚活支援応援企業・団体登録数
　　㉕－→㉛２３０社

Ａ

●多子世帯における経済的負担を軽減するため、第３子以降の保
育所・幼稚園等保育料無料化制度を創設します。
 ＜県民＞
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

創設 推進 → →

創設 創設 ◎

推進 → → → →

減少 3.7 3.4
3.5

（概数）
9月頃判明

－

推進 → → → →

50% 60% 70% 80% 80% 71% 78% 85% ◎

実績値
（H29）

Ａ

59

58

●地域において妊娠、出産から新生児に至る高度専門的な医療を
効果的に提供する、総合的な周産期医療体制を整備し、安心して
子どもを産み育てることができる環境づくりの推進を図ります。
＜保健＞

■第３子以降及びひとり親家庭等の児童を対象とした
　放課後児童クラブ｢利用料無料化制度｣の創設：H28創設

●保育所から小学校への「切れ目のない支援」により「小1の壁」
を打破するため、第3子以降及びひとり親家庭等の児童を対象とし
た放課後児童クラブ利用料無料化制度を創設します。＜県民＞

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　子どもの急な病気やけがで心配なとき、看護師や小児科医が電
話でアドバイスする「徳島こども救急電話相談（＃８０００）」の周知
用パンフレットを作成し、市町村等へ配布するとともに、「おぎゃっと
２１」会場で、直接、保護者に配布した。
　また、平成２７年度に実施したモデル事業の検証を行い、より県
民ニーズを捉えた取組として、相談件数の多い時間帯の電話回線
を２回線に増設し、環境の充実を図った。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画（H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　数値目標は達成しているが、引き続き周知・啓発に努める必要
がある。

　子育て支援関係機関と連携し、周
知方法を検討するなど「＃８０００」
の認知度向上・利用促進に努めると
ともに、より利便性の高いサービス
を提供できるよう引き続き検討を行
う。

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　周産期医療協議会・専門部会
 (H27:5回,H28:6回,H29:12回)
　※H28災害対策部会,H29妊産婦メンタルケア部会を
　　立ち上げ
２　周産期医療に関する情報提供・相談
　　（総合周産期母子医療ｾﾝﾀｰに委託）
３　地域周産期母子医療ｾﾝﾀｰ運営費補助
４　胎児超音波精密ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ体制の整備･拡充
５　周産期母子医療ｾﾝﾀｰ機器整備に対する補助
　等の取組により、総合的な周産期医療体制を整備
　し、安心して子どもを産み育てることができる環境
  づくりの推進が図られた。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画（H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　引き続き、総合的な周産期医療体制の整備が必要

総合周産期母子医療センターを中
核とした、総合的な周産期医療体制
の整備を推進する。

■「小児救急電話相談事業（＃８０００）」の
　認知度：80%以上（－）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
平成28年度に制度を創設し、市町村に制度活用を働きかけた。
　H28：  6市町／18市町村
　H29：10市町／18市町村
　＊５町には放課後児童クラブなし
　　１町は放課後児童クラブ休止中

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
制度未利用市町村の参加。
放課後児童クラブが設置されていない地域や待機児童が発生して
いるクラブがあるため、受け皿の拡大を図る必要がある。

保健

○周産期死亡率
　　㉕４．４（出産千対）→㉛減少
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈暦年〉

■周産期死亡率：
　４．４（出産千対）より減少（対H25年度比）

　放課後児童クラブ未設置の自治
体について、ニーズを把握し必要が
認められれば開設を促す。
　また、制度未利用の自治体には、
制度活用を働きかける。

県民

○＃８０００の認知度
　　㉕－→㉚８０％

部局

Ａ

保健 Ａ

委員意見

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

○第３子以降及びひとり親家庭等の児童を対象とした
　放課後児童クラブ「利用料無料化制度」の創設
　　㉘創設

60

●小児救急電話相談事業（＃８０００）の利用促進のための周知
を図るとともに、＃８０００を活用し、すぐに病院にかかる必要
がある小児患者の情報を医療機関等に提供するモデル事業を実施
し、安心して子育てができる環境整備を図ります。＜保健＞
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　③世代を超え地域で支える子育て社会の実現

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

30人 15人 0人 0人 0人 57人 60人 94人 △

30
箇所

36
箇所

40
箇所

42
箇所

43
箇所

30箇所 39箇所 46箇所 ◎

200人 400人 600人 800人
1,000
人

255人 456人 638人 ◎

推進 → → → →

20市
町村

22市
町村

23市
町村

24市
町村

24市
町村

20市町村 21市町村 22市町村 ○

推進 → → → →

154
ｸﾗﾌﾞ

161
ｸﾗﾌﾞ

172
ｸﾗﾌﾞ

176
ｸﾗﾌﾞ

192
ｸﾗﾌﾞ

152
ｸﾗﾌﾞ

161
ｸﾗﾌﾞ

169
ｸﾗﾌﾞ

○

実績値
（H29）

・　認定こども園の設
置数が増えるに従い，
潜在需要が呼び起こさ
れ待機児童数も増え
てしまうというのは致し
方ない部分があるが，
いずれにせよ保育環
境に困っている人はい
るということになるの
で，そのケアの問題は
残っていくのではない
か。

・　待機児童対策を進
める一方で，移住施策
を掲げた結果，小さな
子どもを同伴する可能
性の高い２０代，３０代
の若者の移住が多い
となれば，どうしても保
育需給がイタチごっこ
になるのは否めないの
で，ひとまずは，待機
児童を限りなくゼロに
近づけるという気概で
取り組めているところ
を評価したい。

・　待機児童数につい
ては平成３０年４月１日
現在で３３名にまで減
少，また，介護老人保
健施設については整
備率が全国第１位と，
徳島は「人」に，とりわ
け「子ども」と「高齢者」
に優しい環境があり，
胸を張れる成果を残し
ているので，声を大に
してこれを全国にＰＲし
てもらいたい。

県民

委員意見

数値目標
の達成度

■待機児童の解消：H29・0人（41人）

　保育の実施主体である市町村と
連携し、引き続き、徳島県子ども・子
育て支援事業支援計画に沿った、
保育施設の更なる整備充実を支援
するとともに、子育て支援員の就職
支援などによる保育の担い手となる
保育人材の確保・育成に取り組む。

Ｂ

■放課後児童クラブの設置数：
　192クラブ（150クラブ）

○放課後児童クラブの設置数
　　㉕１５０クラブ→㉛１９２クラブ

B

●昼間に保護者が家庭にいない児童に適切な遊びと生活の場を確
保する放課後児童クラブの拡充を図ります。
＜県民＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
放課後児童クラブのニーズを踏まえ、施設整備に係る助成等を行
い、開設を支援した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　達成可能

＜課題＞
放課後児童クラブのニーズをきめ細かく把握し、開設の支援に努
める必要がある。

　機会をとらえて、放課後児童ク
ラブのニーズをきめ細かく把握
し、ニーズに合わせた施設整備の
助言を行い、助成の活用を促すな
ど、施設の開設支援に取り組む。

●病児・病後児保育事業の推進とあわせ、看護協会及びファミ
リー・サポート体制等との連携による、病児・病後児サポート事
業の実施により全県的な病児病後児の受入環境を整備します。＜
県民＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
市町村及び医療機関と連携を図り、病気の児童の一時預かりや保
育中に体調不良となった児童への緊急対応等を行う病児・病後児
保育事業の実施を支援した。
　H27：20市町村／24市町村
　H28：21市町村／24市町村
　H29：22市町村／24市町村
 　　　 *広域連携実施を含む

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　達成可能

＜課題＞
　医療機関等の関係機関の協力を得ながら事業を進める必要が
ある。

　未実施市町村におけるニーズの
把握に努めるとともに、市町村と
協力して医療機関等に働きかける
など、市町村の取組みを支援し、
全市町村での実施を目指す。

県民 Ｂ

県民

○子育て支援員の認定数（累計）
　　㉕－→㉛１，０００人

■認定こども園設置数：43箇所（6箇所）

○病児・病後児保育実施市町村数
　　㉕1６市町村→㉚全市町村

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

●すべての子どもに適切な保育を保障し、質の高い幼児教育を提
供できる環境を整えます。＜県民＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　保護者の就労等により、昼間保育を必要とする児童が受け入れ
られるよう、保育所や認定こども園の施設整備を推進するととも
に、保育の担い手となる保育人材の育成を図るため、子育て支援
員の認定等の取組みを行った。
（施設整備）
　平成27年度　認定こども園整備 　4施設補助
　　　　　　　　　保育所整備　　　　　2施設補助
　平成28年度　認定こども園整備 　5施設補助
 　　　             保育所整備　　　　　2施設補助
  平成29年度　認定こども園整備　 6施設補助
            　　　  保育所整備　　　　　2施設補助
　　　　　　＊前年度繰越分を含む数字
              ＊防犯対策強化整備事業を含む
（子育て支援員認定研修）
　平成27年度303人受講、255人認定
　平成28年度208人受講、201人認定
　平成29年度185人受講、182人認定

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　努力を要する

＜課題＞
　未就学児童数が漸減する中、保育所等の利用定員を計画的に
増やしているところであるが、ニーズの伸びに受け皿確保が追い
ついていない。
　特に０～１歳児の保育には多くの保育士が必要となっており、更
なる保育士確保が求められる。
　子育て支援員等の活用により、保育士等の負担軽減を図る機運
を醸成する必要がある。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
　○認定こども園設置数
　　　　㉕６箇所→㉛６１箇所

実績値
（H28）

実績値
（H27）

今後の取組方針 部局

■子育て支援員の認定数（５か年の累計）：
　1,000人（－）

61

62

■病児・病後児保育実施市町村数：
　全市町村（16市町村）

63

○待機児童の解消
　　㉕４１人→㉙ゼロ

○認定こども園設置数
　　㉕６箇所→㉛４３箇所

32



（イ）若い世代の正規雇用のさらなる拡大

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

実施 → → → →

36.0% 37.0% 38.0% 39.0% 40.0% 19.6% 27.7% 56.3% ◎

実施 → → → →

23.0% 24.0% 25.0% 26.0% 27.0% 17.6% 14.7% 21.3% ○

実績値
（H29）

部局

【商工】
・早い時期に企業と学生が出会え
る機会を設けるとともに、企業説
明会や企業研究セミナー等のイベ
ントをあわせて開催することで、
若者に対して効果的に企業情報を
提供する。

・県内外大学、各関係機関等への
周知、広報に努めるとともに、
「就職支援に関する協定」を締結
した大学と連携し、大学主催のＵ
ターン就職相談会での県内企業情
報や各種イベント等の積極的な情
報提供、企業面接会等のマッチン
グ機会を創出するなど、県内企業
への就職促進を図る。

【西部】
・西部圏域内の企業間の連携や圏
域内外の企業との連携を深め、
「人財」育成を強化し新たなビジ
ネス創出に繋げる。

商工
西部

今後の取組方針

【商工】
＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・就職マッチングフェアの開催
　（H27：２回　H28:３回　H29:２回）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞ 　達成可能

＜課題＞
　雇用環境の改善が続くなかで、売り手市場の傾向が続いており、
就職支援機関の支援を受けて就職しようとする者が減少傾向にあ
る。求職者に対してさらなる周知・利用促進が必要。

【西部】
＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・H27に「にし阿波・地域連携ビジネス創出支援事業運営協議会」を
設立し、協議会構成員との連携により試作やフィールドワーク、セ
ミナー開催などを実施。
・商品試作や販路拡大への取り組みを推進。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞ 　達成可能

＜課題＞
　新たな事業を興す「人財」育成が重要である。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●企業の採用スケジュールに応じて企業面接会を開催し、早い時
期に企業と学生が出会える機会を設けるとともに、企業説明会や
企業研究セミナー等のイベントをあわせて開催することで、若者と
企業のマッチングを推進し、若者の県内企業への就職を促進しま
す。
また、「ジョブナビとくしま」のメルマガ会員を増やすことにより、県
内企業の情報を広く発信します。
さらに、若年無業者（ニート）等の就業を促進するため、「地域若者
サポートステーション」において、専門家による個別相談等を実施
するとともに、国の事業と連携した進路決定者向けのフォローアッ
プなどを行うほか、ひきこもり支援機関やハローワーク等の各関係
機関と連携し、ネットワークを活用した支援を行います。

Ａ

委員意見

Ｂ

実績値
（H27）

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

●雇用関連サービスをワンストップで提供する「とくしまジョブ
ステーション」等について、併設ハローワークとの連携を更に強
化し、取組内容を積極的にＰＲするとともに、セミナーや職業相
談によるきめ細やかな相談対応、企業情報や就職関連情報の発信
に努め、若年者、中高年齢者、ＵＩＪターン希望者等を中心とし
た大都市圏からの就業を促進します。
また、プロフェッショナル人材戦略拠点において、地域金融機関
や民間人材サービス事業者等との連携を図り、企業のニーズに応
じた優秀な人材の確保に努めます。＜商工＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・併設の「駅のハローワーク」や関係機関との連携を図りながら、精
力的にセミナーや職業相談を実施、求職者からの聞き取りを丁寧
に行う中、マッチすると思われる求人情報の提供などの就職支援
サービスを実施した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞  順調

＜課題＞
雇用環境の改善が続くなかで、売り手市場の傾向が続いており、
就職支援機関の支援を受けて就職しようとする者が減少傾向にあ
る。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
　○とくしまジョブステーションに相談のあった
　　求職者の就職率

・併設ハローワークとの連携を密に
しながら、きめ細やかな職業相談、
求人情報等の提供など、継続して
若年求職者等に対するフォローアッ
プを実施する。また、県内企業情報
や、様々な就職支援に関する情報
を提供している「ジョブナビとくしま」
の内容の充実を図るとともに、登録
者増に向けた取り組みを強化し、
ジョブステーション利用者数の増加
と就職率の向上を目指す。

商工

○とくしまジョブステーションを活用した就職率
　　㉕３５．１％→㉛４０．０％

工程（年度別事業計画）
実績値
（H28）

数値目標
の達成度

■若年者企業面接会等の参加者における
　就職内定率：27.0%（－）

番号

●企業の採用スケジュールに応じて企業面接会を開催し、早い時
期に企業と学生が出会える機会を設けるとともに、企業説明会や
企業研究セミナー等のイベントをあわせて開催することで、若者
と企業のマッチングを推進し、若者の県内企業への就職を促進し
ます。
また、徳島版ハローワークを新たに設置し、本県の強みである製
造業を中心として、技術者・技能者等の人材確保を図ります。
さらに、若年無業者（ニート）等の就業を促進するため、「地域
若者サポートステーション」において、専門家による個別相談等
を実施するとともに、国の事業と連携した進路決定者向けのフォ
ローアップなどを行うほか、ひきこもり支援機関やハローワーク
等の各関係機関と連携し、ネットワークを活用した支援を行いま
す。＜商工＞

■とくしまジョブステーション等を活用した
　就職率：40.0%（35.1%）

主要事業の概要・数値目標

65

○若年者企業面接会等の参加者における就職内定率
　　　㉕－→㉛２７．０％

64

33



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

実施 → → → →

15件 15件 15件 28件 ◎

推進 → → → →

92.0% 95.0% 97.0%
100.0
%

100.0
%

92.7% 95.1% 97.6% ◎

実績値
（H29）

Ａ

委員意見

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H28）

今後の取組方針 部局

○高校におけるインターンシップの実施率
　（全日制・定時制）
　　㉕８２．９％→㉚１００．０％

Ａ

○プロフェッショナル人材戦略拠点における成約件数
　　㉕－→㉙～㉛１５件

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　「キャリア教育パイロット校事業」(H27)や「『みんなが主役』！小中
高校生起業塾」(H28･29)等の事業により、各学校種に応じたキャリ
ア教育推進に向けた取組を実施。
　職場体験・インターンシップの受入先企業情報を一元化した「あ
わ教育サポーター企業等データベースシステム」を構築するととも
に、『「職場体験・インターンシップ」実施の手引』(H28.3)を作成し、
各学校のインターンシップ実施を支援。
　小中高校キャリア教育担当教員を対象とした「キャリア教育推進
フォーラム」を開催（企業関係者，文科省調査官による講演等，研
究校発表）。
　生徒の社会的・職業的自立に向けた基礎的な能力の向上や勤
労観・職業観の育成を図るキャリア教育の重要性に対する理解が
深まった。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　中央教育審議会答申(H28.12)，次期学習指導要領(H30.3)を踏ま
え，キャリア教育を組織的・体系的に推進する必要がある。

・各種事業の研究校における成果
について、校内外に対して広く普
及を図る。
・高校生インターンシップ促進の
一環として、「県立施設における
インターンシップ促進事業」の活
用を推進するとともに、いわゆる
「アカデミック・インターンシッ
プ」の充実を図る。

教育

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・徳島県プロフェッショナル人材戦略拠点を平成２７年１２月に開設
し、県内企業と都市部からのプロフェッショナル人材のマッチング
のための支援を行った。拠点の認知度も向上してきており、県内企
業への事業説明数（社）もH29年度は197社に及び、成約件数も目
標件数を上回る結果となった。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞ 順調

＜課題＞
・企業ニーズに合う都市部のプロフェッショナル人材の発掘及び確
保が難しい。
・サービス業を中心とした非製造業に対するプロ人材の雇用促進
を図る必要がある。

・都市圏にパイプを持つ民間人材
紹介事業者との連携を強化し、都
市圏での県内企業等の情報発信に
努めることで、人材の発掘及び獲
得を目指す。

・「プロフェッショナル人材確保
支援費補助金」をツールに、プロ
フェッショナル人材の活用を検討
する県内企業を支援する。

・全国横断的なネットワークを通
じた人材の発掘や、出向をはじめ
とした柔軟な働き方の促進、働き
やすい職場環境の整備に向けた企
業の取組みを推進する。

・新たに、事業引継ぎ支援セン
ター等との連携による、地域企業
の事業承継に係る人材ニーズの掘
り起こし、マッチング支援にも取
り組んでいく。

商工

■高校生におけるインターンシップの
　実施率（全日制･定時制）：100%（82.9%）

■プロフェッショナル人材戦略拠点における
　成約件数：15件（－）

●生徒の社会的・職業的自立に向けた基礎的な能力の向上や勤労
観・職業観の育成を図るため、インターンシップや資格取得を促
進するなど、県下全域におけるキャリア教育を推進します。＜教
育＞

66

67

●雇用関連サービスをワンストップで提供する「とくしまジョブ
ステーション」等について、併設ハローワークとの連携を更に強
化し、取組内容を積極的にＰＲするとともに、セミナーや職業相
談によるきめ細やかな相談対応、企業情報や就職関連情報の発信
に努め、若年者、中高年齢者、ＵＩＪターン希望者等を中心とし
た大都市圏からの就業を促進します。
また、プロフェッショナル人材戦略拠点において、地域金融機関
や民間人材サービス事業者等との連携を図り、企業のニーズに応
じた優秀な人材の確保に努めます。＜商工＞

34



（ウ）仕事と子育てが両立する働き方の実現

　①テレワーク導入による新たな働き方の「とくしまモデル」創出

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

20事
業所

40事
業所

60事
業所

80事
業所

100事
業所

13事業所 32事業所 52事業所 ○

推進 → → → →

実証
実験
開始

本格
導入

実証実験
開始

実証実験
展開

実証実験
展開

◎

推進 → → →

展開 展開 ◎

委員意見

Ｂ

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　平成27年10月、「テレワーク実証センター徳島」をモデル的に開
設し、個人や企業のテレワークのお試し実施の場として活用すると
ともに、パンフレットの作成・配布やイベントの実施、専用サイトの
作成等、認知度を上げる取組みを推進し、普及啓発に取り組ん
だ。
　平成28年度は、「テレワークセンター徳島」として本格稼働し、専
用サイトによる情報発信や普及啓発に向けたイベント等を行った。
　また、雇用型テレワークの一層の普及を図るべく、テレワークキャ
ラバンとして、県内の様々な地域でワークショップや個別相談会を
開催するとともに、導入希望企業等へアドバイザーを派遣する等、
テレワークにつながる一連の体制を整備した。
　平成29年度は、初めての「とくしま藍の日」と「テレワーク・デイ」と
なる7月24日に、「藍×テレワーク」と題した記念フォーラムを開催
し、テレワークのさらなる認知度向上に取り組んだ。
　また、自営型テレワーカーの裾野を拡大し、雇用の創出及び地
方創生の実現につなげるため、専門的な入力スキルを習得した
データ入力業務を行うテレワーカーの養成を行った。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞ 達成可能

＜課題＞
・テレワーク及び「テレワークセンター徳島」のさらなる認知度の向
上
・テレワークが可能な業務の新規開拓から受注までのスキームの
構築
・自営型テレワーカーの養成・スキルアップ

・「テレワークセンター徳島」に
より、専用サイトによる情報発信
や普及啓発に向けたイベント等を
行い、子育て及び介護中の女性や
一般企業に向けて、テレワークの
認知度の向上を図る。

・企業や従業員向けのセミナー等
の開催、導入希望企業等へのアド
バイザー派遣等、テレワーク導入
に関する体制を整備し、さらなる
テレワーク導入企業の増加を目指
す。

・国においては、7月24日の週を
「テレワーク・デイズ」と定め、
2020年東京オリ・パラに向けた国
民運動を展開する中、本県におい
ては、7月24日に「とくしま藍の
日」とコラボによるテレワークデ
イイベントを開催するなど、テレ
ワークのさらなる認知度向上に向
けた取組みを推進していく。

・「テレワークセンター徳島」の
アドバイザー、コーディネーター
によるテレワーク導入に向けた企
業への相談・研修支援を図るとと
もに、業務の切り出しを提案し、
企業によるテレワークの導入やア
ウトソーシング導入の支援に取り
組む。

商工

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局
数値目標
の達成度

実績値
（H29）

実績値
（H28）

政策
経営 Ａ

実績値
（H27）

主要事業の概要・数値目標

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・H27：対象者を育児中・介護中の職員として実証実験を開始。30
名が実施。
・H28：対象者を全職員へ拡大し実証実験を展開。48名が実施。
・H29：軽量のPC端末を追加導入し実証実験を展開。76名が実施。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
在宅勤務をはじめとするテレワークの更なる推進には、「情報セ
キュリティへの対応」はもとより、「ペーパーレス化の推進」、新しい
働き方に対する「職場・職員の意識改革」が必要。

在宅勤務については、実証実験の
結果や若手職員の意見を踏まえ、
平成30年4月から本格導入したと
ころである。今後も、テレワーク
の職員への浸透・定着を図るた
め、更なる利便性の向上に努める
とともに、会議のペーパーレス化
や「フリーアドレス制」の導入拡
大といった「県庁オフィス改革」
に取り組むことで、職場・職員の
意識改革を推進する。

番号

工程（年度別事業計画）

68

○子育てや介護を支援する
　「県庁・在宅勤務制度」の導入
　　㉗実証実験開始・㉚本格導入

●ワーク・ライフ・バランスの向上や勤務形態の多様化に適切に
対応するため、全国トップクラスの光ブロードバンド環境を活用
し、テレワーク実証の場として、在宅勤務等の補完や共同利用型
サテライトオフィスとしての機能を有する「テレワークセン
ター」を設置するとともに、企業へ向けての広報活動、研修や講
座、専門家による「コンサルティング」等、テレワーク導入に向
けた施策を積極的に展開し、県内企業へのテレワークの普及を図
ります。＜商工＞

70

■とくしま新未来「創造」オフィスの展開：推進（ー）

●職員の県民目線・現場主義を徹底し、「創造力・実行力・発信
力」に優れた人財を育成するため、地方創生の最前線の現場に
「とくしま新未来『創造』オフィス」を設置し、現場の多様で多
才な人材と交流・連携しながら実践型の職員研修を実施します。
＜経営＞

■県内でテレワークを実施する事業所数（ﾄﾗｲｱﾙ
　実施を含む）（５か年の累計）：100事業所（－）

■子育てや介護を支援する「県庁・在宅勤務制度」
　の導入：H27実証実験開始（H30本格導入）

69

●在宅勤務やサテライトオフィスなど、ＩＣＴを活用した「テレ
ワーク」に、県が率先して取り組み、「多様な働き方」の創造を
加速することにより、「ワーク・ライフ・バランス」や「災害時
の業務継続」の実現を図るとともに、市町村におけるテレワーク
導入を促進します。
＜経営・政策＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・「創造的実行力」向上のための研修（専門能力向上研修の実施，
自治研修センターにおける研修の充実，新規採用職員研修での文
化体験，防災士取得等の充実）
・広域的視野を持つ職員の育成研修（国等への職員派遣の推進，
広域職員研修の実施，四国各県との若手職員の相互派遣等）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)＞順調

＜課題＞
　職員の能力を最大限に引き出す資質向上を目指した研修の充実
を図る。

「地方創生の旗手」として，課題解決
の処方箋となる「とくしまモデル」を
構築することができる職員を育成す
る。

経営 Ａ

○とくしま新未来「創造」オフィスの展開
　　㉘展開

○県内でテレワークを実施する事業所数
　（トライアル実施を含む）（累計）
　　㉕－→㉛１００事業所
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　②子育てしやすい職場環境づくり

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

215
事業
所

230
事業
所

245
事業
所

260
事業
所

270
事業
所

194事業所 232事業所 250事業所 ◎

推進 → → → →

3回 3回 3回 3回 3回 ３回 ４回 ６回 ◎

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　企業や団体の現役管理職、管理職候補者、経営者、人事担当者
などを対象にした「イクボス研修」を実施した。
　H27　3圏域ごと１回ずつ実施
　H28　出前講座として４回実施
　H29　出前講座４回、集合研修２回実施
企業・団体の経営者や管理職の意識改革を促し、男性社員が家
事・育児に参加しやすい職場環境づくりに向けた動機付けができ
た。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　子育て支援をはじめ、働きやすい環境を整えるカギとなる「イクボ
ス」の重要性・必要性など認識の向上

　引き続き、関係機関と連携を図り
研修を実施する。

県民 Ａ

委員意見

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１．仕事と育児の両立を推進する企業等に対し、「推進アドバイ
ザー」を派遣
２．「はぐくみ支援企業」のうち優良な企業を表彰し、パネル展を開
催（３か所）
３．希望のあった企業（100社以上）への戸別訪問の実施
４．パンフレットによる周知
５．仕事と生活両立のための研修会の開催による周知啓発
６．認証企業に対して講演会や法改正等の行政情報を提供

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞  順調

＜課題＞
「はぐくみ支援企業」認証事業のさらなる周知啓発

１．仕事と育児の両立を推進する企
業等に対し、「推進アドバイザー」を
派遣し、子育てに優しい環境の整備
を支援する。
２．引き続き、「はぐくみ支援企業」の
うち優良な企業を表彰するとともに、
パネル展や研修会の場での事例発
表などを通じて、実例を紹介するこ
とにより、企業と県民への周知・浸
透を図る。
３．県労働者福祉協議会とととに、
未認証である企業や業界団体を直
接訪問し、制度の説明を行うことに
より、認証へとつなげる。

商工 Ａ

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局
実績値
（H28）

実績値
（H29）

○イクボス研修の実施回数
　　㉕－→㉗～㉛年間３回

○「はぐくみ支援企業」認証事業所数
　　㉕１７７事業所→㉛２７０事業所

●テレワークなどの多様な働き方の拡大を図り、働きやすい職場
環境づくりを推進するため、仕事と子育て等の両立支援や女性の
管理職登用に積極的な企業等を「はぐくみ支援企業」として認証
し、企業等におけるワーク・ライフ・バランスの推進や次世代育
成の取組みを促進するとともに、認証企業等の増加に向けて積極
的な制度の周知啓発に努めます。
また、「子育て女性等の新たな働き方」であるテレワークを推進
するため、テレワーカー及び業務のマッチングを行うことのでき
るコーディネーターの養成を行います。＜商工＞

工程（年度別事業計画）

●仕事と家庭の両立支援を積極的に進めるため、経営者や管理職
等を対象とした研修会を開催し、子育てしやすい職場づくりを推
進します。＜県民＞

■「はぐくみ支援企業」
　認証事業所数：270事業所（177事業所）

■イクボス研修会の実施回数：年間３回（－）

71

72

番号 主要事業の概要・数値目標
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（ア）課題解決先進地域づくりの加速

　①市町村の課題解決支援

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

10区 ２区 4区 7区 －

推進 → → → →

9事例
24

事例
41

事例
50

事例
59

事例
15事例 32事例 51事例 ◎

Ａ

実績値
（H28）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・H27.8月「徳島版地方創生特区」制度を創設。
・H27.10月　第一次指定。
　　那賀町（ドローンによる課題解決と魅力発信）
　　板野町（道の駅設置に向けた取組みとサテライト
　　　　　　オフィス等の誘致）
・H28.5月　第二次指定。
　　美波町（門前町活性化と人形浄瑠璃座の復活）
　　石井町（六次産業化の人材育成）
・H29.5月　第三次指定。
　　美馬市（アクティブシニアの移住・交流）
　　海陽町（地域住民が主役のまちづくり）
　　上勝町（ごみの出ないゼロ・ウェイストな
　　　　　　購買モデル構築）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・財政支援期間（3年間）終了後を見据えた
　持続性の高い地域づくりの推進

実績値
（H29）

委員意見

Ａ

今後の取組方針 部局

73

74

○地方創生につながる取組みの創出事例数（累計）
　　㉕－→㉛５９事例

　引き続き、市町村の創意工夫ある
事業の効果的な推進が図られるよ
うパッケージでの支援を行うととも
に、特区事業の成果を県内へと拡
大する取組みを推進する。

政策

政策

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　県及び市町村が策定した「地方版総合戦略」の推進を図るため，
「『とくしま回帰』加速化支援交付金」等により，県内市町村，民間及
び両者の連携・協働による，「課題解決の先進地域づくり」「新しい人
の流れづくり」「活力ある地域づくり」といった地方創生の加速化に向
けた取組みを強力に支援した。
 ・H27年度 15事例　43,672千円
 ・H28年度 17事例　352,744千円
 ・H29年度 19事例　86,341千円

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
　引き続き，市町村や民間事業者等が行う，「徳島ならではの地方創
生」を推進する取組みを支援していく必要がある。

＜H29→H30計画の改善見直し箇所＞
○地方創生につながる取組みの創出事例数（累計）
　　　㉕－→㉛６９事例

　県及び市町村が策定する「地方版
総合戦略」の効果的な展開を図るた
め，国の「地方創生推進支援交付
金」を活用した「「とくしま回帰」加速
強化交付金」により，県内市町村，
民間及び両者の連携・協働による
「『とくしま回帰』を推進する地方創
生の取組み」を更に加速させるべ
く，意欲的な取組みを強力に支援す
る。

実績値
（H27）

【基本目標４】　活力ある暮らしやすい地域づくり

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

●「vs東京『とくしま回帰』総合戦略」及び市町村が策定する
「総合戦略」の効果的展開を図るため、市町村や民間、あるいは
両者が連携・協働して実施する、地域の課題解決に向けた先導的
な取組みを支援し、「徳島ならではの地方創生モデル」として全
国へ発信します。＜政策＞

●地方創生の実現に向け､国が推進する「地方創生特区」の動き
を待つことなく、県が先導役を務め、産学民官連携による「徳島
版地方創生特区」を創設します。「徳島版地方創生特区」では、
県の規制等の緩和、県税等の減免措置、財政支援等を「パッケー
ジ」で支援するとともに、事業の企画段階から県が市町村等から
相談を受け付け､事業の実施・発展に向け、国等との調整機能を
県が発揮（県版特区コンシェルジュ機能）します。＜政策＞

■地方創生につながる取組みの
　創出事例数（５か年の累計）：59事例（－）

○「徳島版地方創生特区」の創設
　　㉕－→㉛１０区

■「徳島版地方創生特区」の創設・推進：
　H27特区制度創設・プロジェクト推進
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　②「知恵は地方にあり」の具現化

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

65% 70% 75% 80% 80% 69% 79% 77% ◎

（イ）多様な人材が輝く地域づくりの加速

　①女性の活躍を加速

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

40% 50% 50% 60% 70% 71% 81% 72% ◎

Ａ

ときわプラザ利用促進のため、過去
の課題を検証し、利用割合の低い
男性向けの講座を開催するなど男
性の利用促進を図るとともに、LGBT
や男女共同参画の視点からの防災
対策など時流に応じたテーマの講
座を開催する。
　また、本県の女性活躍の「質の向
上」と「裾野拡大」に重点的に取り組
むため、女性活躍・次世代人材育成
に向けた学びの場として「とくしま
フューチャーアカデミー」を創設し、
政策・方針決定過程への女性・若者
の参画拡大を図るとともに、男女共
同参画社会づくりに向けた意識啓発
のため「ともに輝くフェスティバル」を
開催する。

県民

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　県内民間団体、企業、女性団体等と協働しながら「女性支援」、「子
育て」、「男女共同参画」など多様なテーマによる人材育成・啓発事
業を実施した。
１　「フレアキャンパス講座」（H27は、「フレアとくしま100講座」）開催
実績
(1)　主催事業
　　 H27 110件 11,143人、H28 98件 9,969人、
　　 H29  98件 11,579人
(2)　共催事業
　　 H27 75件 7,607人、H28 88件 5,861人、
     H29 69件 5,445人
(3)　企業等とのコラボ事業
     H27 40件 2,896人、H28 23件　2,436人、
     H29 36件 3,135人
(4)　企画委託事業
     H27 11件 495人、H28 12件 956人、
     H29 14件 498人
２　「輝く女性応援フェスティバル」
　　 H27　11.6～11.9開催、H28　11.11～13開催、
     H29　11.10～11.12開催
３　「男女共同参画フォーラムinとくしま」
　　H27.7.25開催
　
　上記の取組みにより、ときわプラザ利用者数や参加者の企画内容
満足度等の目標値を達成した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
　ときわプラザ新規利用者の拡大

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●「男女共同参画交流センター」を核として、講演会やセミナーを開
催するなど、総合的かつ計画的に男女共同参画を進めます。
また、平成26年度「女性活躍元年」における「女性活躍推進フォーラ
ム」開催による機運の高まりを持続させ、さらに女性活躍推進加速化
を図るため、新たな企画を取り入れるなど「役立つ学び場」として「と
もに輝くフェスティバル」を開催するとともに、女性活躍や次世代を担
う人材の育成に取り組みます。
　○イベント・講座による実践的活動への
　　参加意欲向上度（アンケート調査結果）
　　　 ㉕－→㉛８０％

○イベント・講座による実践的活動への
　参加意欲向上度（アンケート調査結果）
　　㉕－→㉛７０％

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H27）

●徳島発の提言が「課題解決先進県・徳島」からの実効性のある
「処方箋」として、国の新たな制度や施策に反映され、「地方創
生」から「日本創成」へと繋がるよう、国への積極的な政策提言
を実施します。＜政策＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
   国の新たな制度や政策、予算に反映されるよう、国の予算編成等
の過程に応じ、H２７、２８、２９年度ともに、５月中旬に「徳島発の政
策提言」を実施した。
　本県からの提言により、「地方版総合戦略」の本格実施に向けた財
源の確保や、保育士や放課後児童支援員等の処遇改善、農林水産
物の輸出拡大や生産基盤の整備、治水･利水対策、社会資本の防
災・減災対策の推進などが実現した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　「地方創生」の成果が実感できる提言内容とするため、アンテナを
一層高くし、様々な国の動向に、スピード感を持って適宜適切に対応
する必要がある。

実績値
（H28）

実績値
（H29）

●「男女共同参画交流センター」を核として、講演会やセミナー
を開催するなど、総合的かつ計画的に男女共同参画を進めます。
また、平成26年度「女性活躍元年」における「女性活躍推進
フォーラム」開催による機運の高まりを持続させ、さらに女性活
躍推進加速化を図るため、新たな企画を取り入れるなど「役立つ
学び場」として「輝く女性応援フェスティバル」を開催するとと
もに、女性活躍のための「推進計画」を策定します。＜県民＞

■「女性活躍ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟ作戦」ｲﾍﾞﾝﾄ参加者・講座に
　よる実践的活動への参加意欲向上度：70％（－）

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H28）

実績値
（H29）

委員意見

委員意見

Ａ

数値目標
の達成度

実績値
（H27）

75

部局

部局

政策

今後の取組方針

　「地方創生の旗手・徳島」と
して、本県の先駆的な実証
フィールドをフル活用した「実
証実験・モデル事業」を積極果
敢に実行するとともに、「現場
主義・国民目線」のもと、徳島
ならではの創意工夫やチャレン
ジ精神を結集し、日本の新未来
を創造する課題解決の処方箋
「徳島モデル」を積極的に提言
していく。

今後の取組方針主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

○地方創生に関する「政策提言」の実現比率
　　㉕－→㉚８０％

番号

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

■地方創生に関する
　「政策提言」の実現比率：80％（－）

76
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

20% 21% 22% 23% 24% 42% 75% 44% ◎

創設 創設 推進 推進 ◎

実施 → → → →

5件 10件 10件 10件 10件 13件 18件 18件 ◎

Ａ

Ａ

委員意見

部局

商工

・徳島県ゆかりの起業家講師の招
聘を継続する。
・創業支援機関との連携をより強
め、施策の周知を図ることで創業を
促進する。
・女性他幅広いニーズに対応した創
業支援を図る。

■女性の再就職や就労を支援する講座等における
　就業率：24％（－）

今後の取組方針

○女性の創業に対する事業計画等の支援件数
　　㉕－→㉘～㉛年間１０件

○「ウーマンビジネススクール」の創設
　　㉗創設

商工

数値目標
の達成度

■女性の創業に対する
　事業計画等の支援件数（年間）：10件（－）

実績値
（H27）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１．就業率
　H27年度は、再就職支援講座を県内3箇所で実施した結果、受講生
33名中14名の就職が決定した。H28年度は、再就職支援講座受講生
4名中3名の就職が決定した。残る1名についても、平成29年度から
の就職が内定。H29年度は、再就職支援講座受講生18名中8名の就
職が決定。

２.ウーマンビジネススクール
・H27　H27.9.25～H28.2.26　　27名参加
・H28　H28.9.26～H29.3.23　　12名参加
・H29　H29.10.16～H30.2.28　　20名参加

　※講座内容：ﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙ独自講座（5回）と四国大学大学院連携
講座（選択科目を1科目以上受講）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
・受講者数増加に向けた講座内容の充実
・よりキャリアアップに繋がるよう講座内容の充実
・さらなる受講者数の増加に向けた講座内容の充実、及び子育て中
の女性が参加しやすい日程での開催

１．女性の再就職支援について、県
内小中学校の保護者向けに講座開
設の周知を行うなどして、受講者数
の増加を図るとともに、商工団体等
と連携し、就労のマッチング支援を
強化することで、就業率の増加を
図っていく。また，子育て中の女性
が参加しやすい日程を組むなど，内
容の充実を図る。

２．ウーマンビジネススクールについ
ては、多種多様な企業からの参加と
なるよう、募集方法等更なる工夫を
図る。また、年度を越えた参加者間
の交流を促すため、新たに交流の
機会を設ける。

○女性の再就職や就労を支援する
　講座等における就業率
　　㉕－→㉛２４%

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
学生やシニア起業家、女性、クリエイター志望者等を対象に起業、創
業等の講座を開催。（Ｈ29：延90回）
上記の取組みにより、女性の創業に対する事業計画等の支援件数
を達成した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　女性や若者の起業を促進するため、創業を身近に感じることが出
来る講座の実施や創業支援メニューを拡充する必要がある。

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H29）

実績値
（H28）

●大学生からシニアまで幅広い年齢層における創業や、女性なら
ではの感性やアイディアを活かした創業を支援するとともに、講
座の開催や創業経験者のもとで行う就業体験など、次代の本県産
業界を担う人財育成のための取組みを進めることにより、創業の
促進を図ります。＜商工＞

■「ウーマンビジネススクール」の創設：
　H27創設（－）
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78

番号

●出産・育児等により離職せざるを得なかった女性の再就職準備
や就労を支援するため、就職に関する情報の提供やスキルアップ
に向けた講座等を実施するとともに、管理職や起業を目指す女性
などを対象に、キャリアアップに向けたセミナー等を開催しま
す。
また、テクノスクールと県内大学等の連携により「ウーマンビジ
ネススクール」を創設し、女性のスキルアップや就業、起業を支
援します。＜商工＞
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

9% 10% 12.5% 11.4% ◎

推進 → → → →

13.6% 14.0%
9%

(H28.4)
9.6%

(H29.4)
10.2%

(H30.4)
－

委員意見

Ａ

Ｂ

　職域の拡大による多様な職務
経験の付与、研修機会の充実な
どの能力開発を通じ、やる気と
能力のある女性職員の役付職員
への登用、能力実証に基づく管
理職員への登用を推進する。

経営

　引き続き関係機関と連携し、女性
農業者のさらなる資質向上や活動
の充実を支援する。

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針

農林

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　関係機関が連携し、女性農業者を対象とした研修会やフォーラムの
開催により女性の活躍の場を広げる取組を促進し、それぞれの目標
に向かってリーダー候補を育てた。
（女性リーダー割合　H27：8.1%、H28：8.5%、H29：11.4%）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　女性農業者を確保するため、農業の魅力を発信する。

実績値
（H28）

部局
実績値
（H29）

実績値
（H27）

○女性管理職の割合
　　㉕６．８％→㉛１４．０％

○女性農業リーダー（指導・青年農業士、農業委員及びJA役
員）の割合
　　㉕－→㉛12.5%

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

■県職員の女性管理職の割合：14.0%（6.8%）

●農村地域を支える女性農業者の意欲を高め、活躍の場を広げる
施策を積極的に推進します。＜農林＞

■女性農業リーダーの割合：12.5%（－）

●県行政の効率的かつ効果的な推進をはじめ、ワーク・ライフ・
バランスの確立に資する「しなやかでバランスのとれた体制」を
目指す中、女性がより一層能力を発揮することで、人口減少をは
じめとする行政課題への処方箋を示し、実行していくため、やる
気と能力のある女性職員を役付職員に登用するとともに、能力実
証に基づく管理職への登用を推進します。＜経営＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・収税業務、用地交渉業務等の折衝業務や
　政策の企画立案業務等に女性職員を配置
・職員の意識啓発を図るための研修を実施
・女性活躍推進法に基づく「特定事業主行動計画」
　を策定（Ｈ２８．３）
・自己申告制度や庁内公募制の活用による
　積極的な配置の推進
・自治大学校への派遣者２名のうち、
　１名を女性に（Ｈ１５～）
・係長以上の女性役付職員数
　　H25.4:310人　H26.4:324人　H27.5:348人
　　H28.4:355人　H29.4:368人　H30.4:377人
・管理職員に占める女性職員の割合
　　H25.4:6.0％　H26.4:6.8％　H27.5:8.7％
　　H28.4:9.0％　H29.4:9.6％　H30.4:10.2％

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末）〕＞努力を要する

＜課題＞
・登用年齢層に女性職員が少ないこと（今後徐々に改善の見込み）
・女性のキャリア形成に資する研修等の能力開発や職域の一層の拡
大、さらなる仕事と家庭の両立が可能な職場環境づくり
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番号
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②元気な高齢者が活躍する「生涯現役社会」の実現

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

順次
拡大

→ → → →

7% 8% 9% 10% 11% 9.0% 10.5% 12.2% ◎

推進 → → → →

1,800
人

1,850
人

1,900
人

1,950
人

2,000
人

1,592人 2,122人 2,084人 ◎

推進 → → → →

4,000
人

4,200
人

4,400
人

4,600
人

4,800
人

3,725人 4,187人 4,184人 △

推進 → →

30人 60人 90人 38人 ◎

・　とくしまマラソンに
ボランティア等の形で
参加するのも，地元の
お祭りで世話役等とし
て走り回るのも，実は
退職後の高齢者の方
が非常に多いことから
分かるように，本県に
おける地域活動は既
に元気な高齢者を抜
きにしては語れない現
実があるので，県主催
の高齢者イベントだけ
で高齢者の賦活を考
える必要はない。

委員意見

Ａ

Ａ

B

Ａ

実績値
（H29）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　県健康福祉祭（スポーツ交流大会、文化交流大会、美術展）を開催
するとともに、全国健康福祉祭に選手等を派遣し、高齢者のスポーツ
及び文化活動の推進を図っている。
○県健康福祉祭等参加者数
　H27 3,579人
　H28 4,020人
　H29 4,029人
○全国健康福祉祭派遣人数
  H27 146人
  H28 167人
  H29 155人

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞達成可能

＜課題＞
　引き続き、参加者数の増加に向けた取組を行う必要がある。

今後の取組方針

　「生きがいづくり推進員」の活動が
より活性化されるよう、引き続き、関
係機関・団体との連携により活躍の
場の創出に努める。

部局

保健

　県健康福祉祭や全国健康福祉祭
の参加者拡大を図るとともに、地域
や世代を超えたふれあいと交流によ
り、高齢者の生きがいと健康づくり
の気運醸成を図る。

保健

　「徳島県版『介護助手』制度」の更
なる普及・定着に向け、モデル事業
を展開する。

■生きがいづくり推進員の活動延べ人数
　（５か年の累計）：9,500人（1,737人）

○県健康福祉祭等の
　スポーツ及び文化交流大会等の参加者数
　　㉕３，５７９人→㉛４，８００人

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　シルバー大学校大学院では、地域福祉を推進するリーダーの養成
を図っており、卒業生は、それぞれの専門分野に応じ、地域活動や
社会貢献活動を担う「生きがいづくり推進員」として活躍いただいて
いる。
　
〇「生きがいづくり推進員」登録者数
 　843人(H30年3月末現在)

○活動実績
　H27年度 延べ1,592人(4,137時間）
　H28年度 延べ2,122人(5,303時間）
　H29年度 延べ2,084人(5,203時間）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
　引き続き、生きがいづくり推進員の多様な活躍の場の創出を図る
必要がある。

主要事業の概要・数値目標

●高齢者のスポーツ及び文化活動の推進を図るため、県健康福祉
祭等を開催するとともに、積極的なＰＲや実施種目の追加等によ
り参加者の拡大を図ります。＜保健＞

保健

●働く意欲を持つ高齢者にその経験と能力を活かした就業の機会
の確保・提供を行い、高齢者の生きがいを高めるとともに、シル
バー人材センターを活用し、アクティブシニアの多様な働き方の
支援と周知・広報に努めることにより、地域社会の活性化を図り
ます。＜商工＞

○「シルバー人材センター」の派遣従事者の割合
　　㉕５．１％→㉛１１％

■「シルバー人材センター」の
　派遣従事者の割合：11％（5.1％）

数値目標
の達成度

　引き続き、職域・就業機会の拡大
及び会員の拡大に向けた取組に努
めるとともに、新たな分野での就業
時間の規制緩和実施に向けた検討
を進めるなど、高齢者の安定した雇
用の確保と生涯現役社会の実現に
向けて取り組む。

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H27）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　シルバー人材センターを活用した就労支援について、とくしまジョブ
ステーション内に相談窓口を設置し新規会員の開拓に努めるととも
に、委託事業により職域の拡大や就業機会の確保に努めた。
　また、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」の改正により、
シルバー人材センターの働き方の規制緩和が可能となったことを受
け、平成２９年８月１日から、シルバー人材センターの業務のうち「派
遣」「職業紹介」に限り、県内全域において「介護周辺業務」における
就業時間の規制緩和を実施した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞  順調

＜課題＞
法改正による６５歳までの継続雇用、NPO法人やボランティア団体な
ど、シルバー人材センター以外での自己実現の場の増加により、会
員の確保が相対的に難しくなってきている。

実績値
（H28）

商工

○モデル事業による「介護助手」の雇用者数（累計）
　　㉕－→㉛９０人

工程（年度別事業計画）

■県健康福祉祭等のスポーツ及び文化交流大会等の
　参加者数（5か年の累計）：22,000人（3,579人）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　平成29年度、「徳島県版『介護助手』制度」を創設。制度の普及・定
着に向け、介護施設において、３ヶ月間（H29.11～H30.1）、シニアを
試行的に雇用していただくモデル事業を展開。
　・採用に向けた事前説明会「参加者数」 153人
　・採用面接「申込者数」　　　　　　　         　62人
　・モデル事業による介護助手「雇用者数」38人

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
　「徳島県版『介護助手』制度」の更なる普及・定着が必要である。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
○モデル事業による「介護助手」の雇用者数（累計）
　　　㉕－→㉛1３0人

○生きがいづくり推進員の活動延べ人数
　　㉕１，７３７人→㉛２，０００人

81

82

83

番号

●高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造できるよう
にするため、生きがいづくり及び活動の場づくりを支援するとと
もに、地域福祉を推進するリーダーを養成します。＜保健＞

84

■「徳島県版『介護助手』制度」モデル事業による
　「介護助手」の雇用者数（累計）：90人（－）

●高齢者の生きがいづくりと介護現場の負担軽減を図るため、現
役職員と元気高齢者が業務をシェアする「徳島県版『介護助手』
制度」の普及・定着を図ります。＜保健＞
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　③若者の自己実現を応援

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

創設 推進 → → →

90人 100人 110人 120人 130人
創設
188人

161人 131人 ◎

推進 → → → →

190人 230人 270人 300人 320人 220人 178人 174人 △

90人 100人 110人 120人 130人 129人 128人 136人 ◎

220人 310人 400人 490人 580人 224人 313人 371人 ○

・　スポーツの世界に
は才能や時の運もあ
るので，数値目標の
達成よりも，未来ある
子どもたちの才能や
やる気の芽を埋もれさ
せず，適時に発見し，
光を当ててやることに
重きを置くとともに，必
要に応じて県外に出
て修練を積むことも勧
めながら，県出身者が
世界に羽ばたけるよ
う，まずは県内で，小
さな頃から多くの経験
をさせ，才能や努力を
開花させるきっかけを
作ってあげてもらいた
い。

Ａ

教育

留学フェアや講演会などの、従
来の留学促進事業の充実化をは
かりながら、新たに高等学校で
の出張講義を行い、留学の進め
方や留学に対する支援などの具
体的な情報をより多くの生徒に
届けるようにする。

委員意見

Ｃ

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１「ＡＬＴとともに徳島を学ぶデイキャンプ事業」
　・県央部、県南部、県西部の３コースで実施
　・小学生が参加（H27 95名,H28 89名,H29 58名）
　　※H29は台風の影響により県西部コースを中止
２「グローバルコミュニケーション向上事業」
　・県内３地域（上勝、美馬、牟岐）で実施
　・１泊２日の英語漬け体験プログラム
  ・中学生が参加（H27 70名、H28 67名、H29 66名）
３「県立中学校海外語学研修支援事業」
　・H27　県立３中学校で実施。中学生59名が参加
　・H28  県立１中学校で実施。中学生16名が参加
　・H29　県立３中学校で実施。中学生47名が参加
４「JENESYS2016｣（「対日理解促進交流ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」）で県立１中学校
の45名が参加（H28)
５「徳島サマースクール」
　・県内高校生30名が１週間の擬似留学を体験（H27、H28、H29)
６「徳島グローバルスタンダード人材育成事業」
　・海外の学校との生徒間交流を促進
７「高校生の留学促進事業」
　・長期留学2名、短期留学20名に経費を支援（H27)
　・短期留学20名に経費を支援（H28、H29)
８「トビタテ!留学JAPAN日本代表プログラム」
　・1人の高校生が第1期生に採用（H27)
　・5人の高校生が第2期生に採用（H28)
  ・3人の高校生が第3期生に採用（H29)

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞努力を要する

＜課題＞
高校生の留学についての情報が、英語や海外生活にそれほど興味
がない生徒に入っていかず、新たな層を取り込めていない。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●国際性豊かな児童生徒を育むため、日本人としてのアイデンティ
ティの確立や英語教育の充実を図るとともに、海外留学の支援や、
欧米諸国、アジア諸国等との学校間交流促進や教育旅行受入の拡
充により、異文化理解やコミュニケーション能力の育成などを推進し
ます。
また、平成30年度から小学校英語教育の早期化・教科化が段階的
に先行実施されることを踏まえ、授業で活用できる本県の特色を活
かした「ふるさと教材」デジタルコンテンツを活用し、児童の英語によ
るコミュニケーション能力の育成などを推進します。

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
H27年度
・フューチャーセッション　３回開催
・成果発表会の開催
H28年度
・ファシリテーター体験講座　１回
・フューチャーセッション　３回開催
・成果発表会の開催
H29年度
・ファシリテーター養成講座　３回
・フューチャーセッション　２回開催
・成果発表会の開催

H29年度のフューチャーセッションにおいて若者から生み出されたア
イデアをH30年度事業で実現させることができた。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・年度ごとに手法に変化を加え実施しているため，規模や内容によっ
て参加人数に増減が生じる。
・フューチャーセッションで生み出されたアイデアの施策への反映が
課題である。

今後の取組方針

県民

部局主要事業の概要・数値目標

●「若者に身近な課題」をテーマに、「カフェ」などリラックス
した場所で、若者が会社員やNPO職員など、「世代や立場の異な
る多様な参加者」と未来志向で対話することによって、課題解決
のための新しい視点やアイデアを創出するとともに、地方創生の
若手リーダーを育成する。
＜県民＞

工程（年度別事業計画）

　平成30年度はファシリテーター養
成に加え、ケースメソッドで学ぶ場と
してサマースクールを開催し、地域
の活性化につながるようなテーマに
よるフューチャーセッションを開催す
る。毎年、事業手法を工夫し変化を
加えており、平成30年度実施のサ
マースクールは宿泊型研修である
ため、参加人数が絞られてくるが、
フューチャーセッションや成果発表
会に多くの方に参加していただき、
若手リーダーの育成や生み出され
たアイデアの施策への反映につな
げていきたい。

○中学生の留学、英語体験宿泊活動の年間参加者数
　　㉕４２人→㉛１３０人

○「ＡＬＴと徳島を学ぶデイキャンプ」の
　小学生参加者数（累計）
　　㉕６９人→㉛５８０人

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

数値目標
の達成度

実績値
（H27）

■「ＡＬＴと徳島を学ぶデイキャンプ」の
　小学生参加者数（５か年の累計）：580人（69人）

■高校生の留学（擬似留学体験、海外語学研修を
　含む）者数：320人（106人）

実績値
（H28）

○高校生の留学（疑似留学体験、海外語学研修を
　含む）者数
　　㉕１０６人→㉛３２０人

実績値
（H29）

■中学生の留学、英語体験宿泊活動の
　年間参加者数：130人（42人）

85

86

番号

■「とくしま若者未来夢づくりセンター」への
　参加者数（５か年の累計）：550人（－）

○「とくしま若者未来夢づくりセンター」参加者数
　　㉕－→㉛130人

●国際性豊かな児童生徒を育むため、日本人としてのアイデン
ティティの確立や英語教育の充実を図るとともに、海外留学の支
援や、欧米諸国、アジア諸国等との交流促進により、異文化理解
やコミュニケーション能力の育成などを推進します。
また、小学校英語教育の早期化・教科化を踏まえ、授業で活用で
きるデジタルコンテンツを作成・配布し、児童の英語によるコ
ミュニケーション能力の育成などを推進します。＜教育＞
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

17団
体・
個人

18団
体・
個人

20団
体・
個人

22団
体・
個人

22団
体・
個人

20団体･
個人

5団体・個
人

12団体・
個人

△

④障がい者が支える社会へ

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

7人 10人 13人 16人 19人 7人 10人 14人 ◎

委員意見

Ａ

・　スポーツの世界に
は才能や時の運もあ
るので，数値目標の
達成よりも，未来ある
子どもたちの才能や
やる気の芽を埋もれさ
せず，適時に発見し，
光を当ててやることに
重きを置くとともに，必
要に応じて県外に出
て修練を積むことも勧
めながら，県出身者が
世界に羽ばたけるよ
う，まずは県内で，小
さな頃から多くの経験
をさせ，才能や努力を
開花させるきっかけを
作ってあげてもらいた
い。

委員意見

Ｃ

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

部局

教育

実績値
（H29）

実績値
（H29）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
高校は「トップスポーツ校育成事業」において２０校３６部を指定し，
指導者の配置や入試による有力選手の獲得枠の確保，強化費の支
援を行った。中学は「トップスポーツ競技」として平成２７年度は６競
技，平成２８年度は７競技，２９年度は６競技をそれぞれ指定し，強化
を進めた。
　中学･高校･競技団体で連携を密にし，有力選手の情報の共有を
図った。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　努力を要する

＜課題＞
中学校と高校が連携し，有力選手を継続的に育成する必要がある。
指導者の指導力向上のための，研修会や他県の有名指導者との交
流を更に図る必要がある。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●中学校、高校及び各競技団体等関係機関の三者間で連携を図り
ながら，高校での強化練習会や合同練習会等を活用して，中学生の
競技力の向上を図ります。
●有力な中学校選手を特定の高校へ集め，集中強化を図ります。
●早い段階での有力選手の発掘・育成を進めるため，幅広い競技を
経験させ，適正を考慮した上で中学校段階での指導体制強化を図り
ます。

部局

　広報活動の強化、マイスター認定
者への活動機会の創出に取り組
み、マイスターのブランド価値を高め
る。

・ジュニア層の中から優れた人
材を発掘し，大学や関係団体と
連携して継続的に育成し，全国
大会等で活躍できる競技者を輩
出する。
・中体連との連携を引き続き推
進するとともに，関係競技団体
等への働きかけにより，高校と
の合同練習会や強化練習会等を
行う事により，中学生の競技力
向上を図る。
・優秀な中学生が高校で集中・
強化できる環境づくりに努める
ことにより，高校生競技力のレ
ベルアップを図り，各種全国大
会で活躍できる選手が継続して
育つ体制づくりに努める。
・鳴門渦潮高校の設備・施設を
活用し，科学的側面から身体的
サポートやメンタル，栄養面か
らのサポートを行うユースアス
リート科学サポート事業を更に
活用し，競技力向上に繋げる。
・指導力スキルアップ事業の活
用を積極的に行い，指導者のレ
ベルアップを図る。

今後の取組方針

●有力選手を特定の高校へ集め、指導体制を整備するとともに、
中学校、高校及び各競技団体等関係機関の三者間での連携強化を
進めるなど、競技力向上のための基盤強化を図ります。また、早
い段階での有力選手の発掘・育成を進めるため、活躍が期待でき
る競技を選考した上で中学校段階での指導体制強化を図ります。
＜教育＞

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針
実績値
（H28）

番号

■全国高等学校総合体育大会の入賞（団体・個人）数：
  22団体・個人（11団体・個人）

数値目標
の達成度

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

実績値
（H28）

実績値
（H27）

工程（年度別事業計画）

○全国高等学校総合体育大会の入賞（団体・個人）数
　　㉕１１団体・個人→㉚２２団体・個人

○障がい者マイスター認定者数（累計）
　　㉕－→㉛１９人

■障がい者マイスター認定者数（累計）：
　19人（－）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　H27・H28とも各３人のマイスターを認定
　H29は、４人のマイスターを認定

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　マイスター制度の認知度の向上

保健
88

●優れた技術・技能を有する障がい者を「徳島県障がい者マイス
ター」として認定・表彰することで、さらなる意欲の向上と就
労・社会参加の一層の促進を図ります。
＜保健＞

番号 主要事業の概要・数値目標

87
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

1.92% 1.95% 2.10% 2.20% 2.20% 2.04% 2.09% 2.17% ◎

推進 → → → →

全国1
位

全国1
位

全国２位 全国２位
31年
2月頃

判明予定
－

推進 → → → →

3地域 4地域 5地域 6地域 6地域 ４地域 4地域 5地域 ◎

・　障がい者の雇用率
に関しては，現戦略上
は民間企業のそれの
みが数値目標として
掲げられているが，先
般発覚した県教育委
員会での不適正算入
は民間部門を指導す
べき立場においてあっ
てはならないことなの
で，仮に意図的な水
増しではなかったとし
ても，二度と起こらな
いようにしっかりと対
応してもらいたい。

Ａ

Ａ

今後の取組方針

保健

実績値
（H29）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　県教育委員会や労働局など関係機関と連携し,
以下の取組を実施。
1 とくしま障がい者雇用促進県民会議
 　(H27:1回，H28:2回，H29:1回)
2 障がい者雇用促進ネットワーク会議
  （H27:3回，H28:1回，H29:2回開催)
3 ゆめチャレンジフェスティバル
  （H27:2回，H28:2回，H29:2回開催）
4 はたらくサポートプロジェクト（学校見学会）
 　(H27:1回，H28:1回，H29:1回)
5 はたらくサポートプロジェクト（企業見学会）
 　(H27:1回，H28:1回，H29:1回)
6 就労支援活動に関する協定の締結（3団体）
7 精神・発達障害者しごとサポーター養成講座
　（H29：3回開催）
8 障がい者雇用優良企業表彰
　（H27:3社，H28:1社，H29：2社）
9 チャレンジドとくしま表彰
　（H27:6名，H28:4名，H29:5名）
　これらの取組による障がい者の雇用促進に取り組んだ結果、民間
企業の障がい者雇用率の目標数値を達成することができた。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞  達成可能

＜課題＞
 平成30年度から新たに法定雇用率対象企業となった従業員45.5人
以上50人未満の企業を重点的に障がい者雇用に対する意識啓発，
定着支援を図っていく必要がある。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●「徳島県障がい者の雇用の促進等に関する条例」や「とくしま障が
い者雇用促進行動計画(第4期）」に基づき、教育・福祉などの関係機
関はもとより、企業や業界団体との協働による「障がい者雇用」の推
進や、職場訓練や就業生活支援などの「職場定着」に向けた取組を
充実します。
具体的には、雇用に関して不安や課題を持つ企業に対し、関係機
関、企業及び業界団体との緊密な連携体制による、きめ細かな支援
を行うことにより、全国トップクラスの障がい者雇用の促進をめざしま
す。

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

○民間企業の障がい者雇用率
　　㉕１．７８％→→㉚２．２０％

実績値
（H28）

●障がい者が高齢者に対し、日用品等の移動販売や見守り活動を
行うことにより、働く意欲と特性に応じ活躍できる場を創出し、
地域に貢献する活動の推進を図ります。＜保健＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
  Ｈ27は、障がい者が繋ぐ地域の暮らし“ほっとかない”事業を通じた
見守り活動を着実に実施した。
  H28に２施設、H29は１施設に対して車両等の購入に対する補助を
行った。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞新たな実施事業者の確保

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
　○実施市町村数
　　　㉕－→㉛１２市町村

１．更なる実施市町村の拡大に向け
関係各所への働きかけを行う。
２．地域の実情に合わせて事業内
容の改善，進化に取り組む

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　H27は、授産製品ブランド化推進事業、障がい者サポート技術指導
強化事業、「あわのわ」共同販売拡大事業による取組を進めた。
　H28は、障がい者就労工賃トップラン事業、H29は、障がい者いきい
き活躍就労促進事業として、専門指導員による施設グループごとの
課題に応じた指導や、エシカル消費を切り口とした新たな付加価値
戦略の推進によるブランド力の強化を図るとともに、販路拡大に向け
て大都市圏での共同販売会を実施した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　達成可能

＜課題＞
１．きめ細かい技術支援による品質向上
２．広報の強化

■障がい者就労施設利用者の
　平均工賃全国順位：全国１位（全国２位）

保健

○施設利用者の平均工賃全国順位
　　㉕全国２位→㉚全国１位

●障がい者の働く意欲と能力に応じて働ける社会づくりを推進す
るため、就労支援事業所の生産品の販路拡大などによる事業所経
営の改善支援等により、施設利用者の工賃のアップを図ります。
＜保健＞

■障がい者が繋ぐ地域の暮らし
　“ほっとかない”事業：６地域（１地域）

■民間企業の障がい者雇用率：
　2.20％以上（1.78％）

引き続きブランド化の推進および販
路拡大等に取り組むとともに、「藍」
「竹糖」など県の伝統産業の拡大を
図る。また、全庁的、計画的に授産
製品の優先調達を推進する。

商工

委員意見

Ｂ

部局

　平成30年度から法定雇用率が引
き上げられ対象企業も増加したこと
から，障がい者雇用未実施の企業
で新たに対象となった企業に重点を
おいて企業相談コーディネーターに
よる障がい者理解や更なる障がい
者雇用の促進に取り組む。

89

90

●「徳島県障がい者の雇用の促進等に関する条例」や「とくしま
障がい者雇用促進行動計画(第4期）」に基づき、教育・福祉など
の関係機関はもとより、企業や業界団体との協働による「障がい
者雇用」の推進や、職場訓練や就業生活支援などの「職場定着」
に向けた取組を充実することにより、全国トップクラスの障がい
者雇用の促進をめざします。＜商工＞

○実施地域数
　　㉕１地域→㉚６地域

91

番号

44



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

促進 → → → →

10人 10人 10人 10人 10人 17人 15人 18人 ◎

　⑤外国人も住みやすい多文化共生のまちづくり

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

55件 60件 65件 70件 75件 55件 63件 66件 ◎

推進 → → → →

220人 240人 300人 330人 360人 251人 285人 303人 ◎

実績値
（H27）

実績値
（H28）

実績値
（H29）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針 部局

委員意見

Ａ

Ａ

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

実績値
（H28）

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

委員意見

引き続き、外国人の方が住みや
すい多文化共生のまちづくりを
推進するため，各種支援ボラン
ティアの募集強化及びスキル
アップの支援や，その活動場所
のマッチング、また、行政，生
活，観光，経済等多様な情報提
供の充実を図る。

西部

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
1.にし阿波農福連携推進連絡会議の開催（１回／年度）
2.チャレンジドファームの設置（２カ所）
3.ドクダミ、野菜等の栽培指導（H27:４回、H28:６回、H29:８回）
　上記の取り組みにより、H29年度の目標を達成した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　地域の障がい者施設での取り組みの拡大が必要

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●県西部圏域において、地元企業等と連携して障がい者が農作物
の作付けを行う「チャレンジドファーム」の実践・拡大を図り、農業分
野における障がい者の就労を促進します。
　○「チャレンジドファーム」における
　　　障がい者就労者数
　　　　 ㉕－→㉗～㉙年間１０人以上
　　　　          ㉚～㉛年間２０人以上

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・県民の異文化理解を促進するため，教育機関等に国際理解支援講
師を派遣
・国際理解を推進するため，国際理解支援フォーラムを開催し，国際
理解分野で活躍する方の講演や意見交換会を実施
・H28、H29に、外国人英語指導助手(ALT)を中心としたA-JETの「英
語ミュージカル」と共同で、国際理解支援事業を開催し、異文化への
理解を、より親しみやすいイベントにより、推進した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞ 順調

＜課題＞
・国際理解支援講師派遣先の拡充
・国際理解支援フォーラムの内容充実

　農福連携に取り組む障がい者
施設の掘り起こし等により、に
し阿波型チャレンジドファーム
の実践及び拡大を支援する。

実績値
（H29）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・在住外国人及び外国人観光客に対するサポートやボランティアを行
う「とくしま外国人支援ネットワーク会員」の登録促進、日本語指導、
災害時通訳等専門ボランティア養成講座等の実施
・とくしま国際戦略センターにおいて、窓口での多言語対応（英語・中
国語）、無料Wi-Fiｽﾎﾟｯﾄの提供やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで行政情報、生活情報
等を提供
・在住外国人の日常生活を支援するため、生活上の基礎知識の提
供や日本語指導等を行う生活支援講座を開催
・在住外国人支援のためのネットワーク形成を推進するため，相互の
情報交換や取組等について「相談支援ネットワーク会議」において協
議

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
・登録ボランティアのスキルアップ及び活動場所のマッチング
・各種情報提供の充実

　引き続き、県民の国際理解の
促進及び国際的視野を持つ人材
育成を推進するため，在住外国
人やＮＧＯ関係者，国際交流員
などによる国際理解支援講師派
遣や，国際理解推進イベントの
開催を実施する。

商工

商工

主要事業の概要・数値目標番号

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

●相談窓口の充実、生活支援講座の開設、市町村等と連携した多
言語による情報提供や、在県外国人に対する日本文化の紹介、災
害時の通訳、生活相談への対応等を行う専門ボランティアの養成
を行うとともに、ボランティア、支援団体、行政機関による外国
人支援のためのネットワークを形成します。＜商工＞

○「チャレンジドファーム」における
　障がい者就労者数
　　㉕－→㉗～㉛年間１０人以上

○とくしま外国人支援ネットワーク会員数
　　㉕１６２人→㉛３６０人

■とくしま外国人支援ネットワーク
　会員数：360人（162人）

○国際理解支援講師派遣の件数
　　㉕４８件→㉛７５件

今後の取組方針 部局

Ａ

■国際理解支援講師派遣の件数：75件（48件）

●日本人住民の異文化理解の一層の向上を図るとともに、多様な
主体による交流イベント等の開催を支援し、国際化による多文化
共生を推進します。＜商工＞

92

工程（年度別事業計画）

■「チャレンジドファーム」における
　障がい者就労者数：10人（－）

●県西部圏域において、地元企業等と連携して障がい者が農作物
の作付けを行う「チャレンジドファーム」を開設し、農業分野に
おける障がい者の就労を促進します。＜西部＞

93

94
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

→ → → → →

20% 21% 22% 23% 24% 19% 27% 44% ◎

実績値
（H27）

実績値
（H28）

実績値
（H29）

数値目標
の達成度

委員意見

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針

Ａ

・就労につながらなかった定住外国
人に対する継続的な支援
・外国人採用事例の検討
・就労や日常生活の支援のため、自
動車運転免許取得講座を実施

商工

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・関係機関による連絡協議会での検討
・日本語講座等、就労支援のための各種講座の開催
・総合的な相談の実施

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞  順調

＜課題＞
・就職に要求される日本語の水準に達するまでに時間を要する。
・企業が、最初の外国人を採用するまでのハードルが高い。

番号 部局主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

■定住外国人の就労を支援する
　講座等における就職率：24％（－）

95

●労働力人口の減少が一段と進むと予想される本県において、こ
れまで十分に活かされていなかった定住外国人人材の更なる活躍
の場を整備し、人材育成を行うため、定住外国人に対する職場で
通用する日本語やビジネスマナー講座、資格取得やスキルアップ
講座等を行います。＜商工＞

○定住外国人の就労を支援する講座等における就職率
　　㉕－→㉛２４%
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（ウ）時代に合ったふるさとづくりの加速

　①多世代交流・多機能型拠点の形成

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

2箇所 5箇所 7箇所 推進 5箇所 9箇所 ◎

推進 → → → →

2箇所 5箇所 7箇所
10

箇所
10

箇所
2箇所 4箇所 7箇所 ◎

　②持続可能なまちづくりの推進

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

策定 策定 ◎

7市
7町

6市6町 6市7町 7市7町 ◎

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
H27年度は、「ユニバーサルカフェの整備に向けた検討会」を開催し、
具体的なイメージや施設に求められる機能等をとりまとめ、H28年度
において「徳島県版ユニバーサルカフェ」認定制度を創設し、ユニ
バーサルカフェとしてH28年度は5箇所、H29年度は4箇所を認定し
た。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
県内４圏域の認定が必要
※６つの高齢者保健福祉圏のうち、東部１と南部１の２圏で認定済み

Ａ

部局

保健

委員意見

Ａ

「徳島県版ユニバーサルカフェ」を積
極的に展開し、県内各地域で、住民
が地域で支え合う環境を更に充実さ
せていくよう着実に取り組んでいく。

実績値
（H29）

実績値
（H29）

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H28）

実績値
（H28）

今後の取組方針

●都市計画区域において、徳島東部及び南部圏域の都市計画区域
マスタープランの見直し等により、防災・減災対策を土台に据
え、安全で快適に暮らせる効率的な都市形成を推進します。＜県
土＞

工程（年度別事業計画）

番号

●県内各圏域において、地域の絆を取り戻すため、高齢者から若
者や子供までの交流の推進や障がい者や外国人など全ての人々に
対する生活・福祉サービスを展開するとともに「ＣＣＲＣ」にも
つながるユニバーサルカフェ（多世代交流・多機能型）“ワンス
トップ型福祉拠点”を整備し、「一億総活躍社会の実現」を目指
す地方創生に向け持続可能な地域づくりを推進します。＜保健＞

○ユニバーサルカフェ（多世代交流・多機能型）
　「ワンストップ型福祉拠点」の整備箇所数（累計）
　　㉕－→㉚７箇所（全６圏域）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針

主要事業の概要・数値目標

■「ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ型福祉拠点」整備箇所数（累計）：
　県下全６圏域（H30完了）（－）

県土

数値目標
の達成度

部局

■機能強化した道の駅の箇所数：10箇所（－）

●観光地の魅力を向上させるため、主要幹線道路の整備によるア
クセス向上に加え、国内外からの観光客が安心して楽しく訪問で
きる案内標識の整備等、観光地の魅力を向上させる新たな施策を
推進します。＜県土＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
○H27取組内容
・「道の駅」2箇所で、温水洗浄便座への改修（和式⇒洋式）、トイレ内
照明のＬＥＤ化、ベビーキープ設置といった、ＷＣ環境の向上を図った
（温泉の里神山、もみじ川温泉）
○H28取組内容
・「道の駅」2箇所で、温水洗浄便座への改修（和式⇒洋式）、トイレ内
照明のＬＥＤ化、ベビーキープ設置といった、ＷＣ環境の向上を図った
（第九の里、にしいや）
○H29取組内容
・「道の駅」3箇所で、温水洗浄便座への改修（和式⇒洋式）、トイレ内
照明のＬＥＤ化、ベビーキープ設置といった、ＷＣ環境の向上を図った
（どなり、うだつ、みま）
　上記の取組により、県が管理する10駅のうち7駅で、トイレの快適化
が達成された。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞達成可能
・残る3駅の設計も完了しており、H30年度に着工予定。

＜課題＞
　「道の駅」の管理主体である市町の意見や利用者のニーズを踏
　まえた整備が必要

　「道の駅」管理主体である市町と
調整し、引き続き、サービス機能の
強化を推進

実績値
（H27）

○市町都市計画マスタープランの策定
　　　㉕６市６町→㉙７市７町

■都市計画区域マスタープランの
　見直し数：３区域（H29完了）

今後、遅滞なく次の見直しを進
めるため、H30より都市計画基礎
調査に着手する。

県土

委員意見

実績値
（H27）

Ａ

■市町都市計画マスタープランの
　策定数：７市７町（６市６町）

○既存の「道の駅」の
　サービス機能強化箇所数（累計）
　　㉕－→㉚１０箇所

主要事業の概要・数値目標

○徳島東部及び南部圏域の
　 都市計画区域マスタープランの策定
　　　㉕基礎調査着手→㉙策定

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・関係市町との戦略調整会議(H27:3回,H28:2回,H29:1回）
・国との事前調整の実施
・都市計画区域マスタープランは都市計画決定手続きを進め、Ｈ30
年3月に策定（見直しを完了）した。
・市町都市計画マスタープランは牟岐町、美馬市が策定し、累計７市
７町策定済みとなった。

　上記の取組により、目標を達成した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
都市計画区域における人口、土地利用等について、定期的な把握が
必要

97

工程（年度別事業計画）

98

番号

96
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　③ネットワーク強化による地域の連携

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

支援 → → → →

49
協定

52
協定

55
協定

58
協定

60
協定

52協定 56協定 63協定 ◎

推進 → → → →

5地域 5地域 6地域 6地域 6地域 5地域 5地域 6地域 ◎

1地域 2地域 3地域 3地域 3地域 １地域 2地域 2地域 △

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・ＨＰやマスコミを通じたＰＲを行った。
・事業説明リーフレットを作成した。
・企業訪問など協働パートナーの積極的な掘起しを行った。（H27：新
規協働パートナー５者，H28：新規協働パートナー４者，H29：新規協
働パートナー７者）
・協定組織の増加により、H29年度は県内20の地域において、計34
回584人が参加した協働活動が行われた。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
「協働」による農山漁村の保全・活性化に向けた、さらなる取組の拡
大

委員意見

Ｂ

実績値
（H29）

番号
数値目標
の達成度

実績値
（H27）

実績値
（H28）

工程（年度別事業計画）

Ａ

部局

●人口減少社会に対応した新しい教育として、小規模化する学校
を教育資源や地域の社会教育施設等を相互に活用することによ
り、多様な学びを保障する「新しい小中一貫教育（徳島モデ
ル）」として県内に普及するなど、地域の特性を活かした新たな
教育モデルの実践に取り組みます。
＜教育＞

●「農山漁村（ふるさと）は県民の宝物」との考えに立ち、“ま
ちとむら”の「協働」による農山漁村の保全・活性化を促進しま
す。＜農林＞

農林

○農山漁村（ふるさと）協働パートナーの
　協定数（累計）
　　㉕３９協定→㉛６０協定

■農山漁村（ふるさと）協働パートナーの
　協定数（５か年の累計）：60協定（39協定）

教育

■新たな小中一貫教育などに関する
　取組み実施地域数：９地域（２地域）

“まちとむら”の「協働」による農山漁
村の保全・活性化を促進するため，
引き続き新規協働パートナーとの協
定締結を推進する。

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
○徳島教育大綱の策定
・地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、平成２７年６
月３日に総合教育会議を設置した。
・平成２７年度には、計６回の総合教育会議を開催し、大所高所から
の活発な議論を経て、「徳島教育大綱」を策定した。
　(総合教育会議開催状況)
　第１回 H27.6.3　 第２回 H27.7.9
　第３回 H27.8.11  第４回 H27.9.24
  第５回 H27.11.10 第６回 H27.12.25
・平成２８・２９年度は、テーマを決めプレゼンテーションと意見交換を
行う形で実施した。
【平成２８年度】
　第１回 H28.8.3「消費者教育」について
　第２回 H28.10.7「キャリア教育」について
　第３回 H29.3.27「次期学習指導要領」について
【平成２９年度】
　第１回 H29.7.20「スポーツの振興」について
　第２回 H29.11.17「特別支援教育」について

○新しい小中一貫教育
１　指定地域の拡大(H27:6地域→H29:8地域)
２　小中一貫教育推進会議(H29:2回)
３　実践地区交流研修会(H29 7市町村で実施)
４　テレビ会議システムの導入（阿南市椿地区）による移動に係るデ
メリット（時間やコスト）の軽減
 
　上記の取組により、学校教育の活性化が進み、生徒指導・学力面
で一定の効果が見られた。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞達成可能

＜課題＞
・知事と教育委員会という対等な執行機関同士の協議・調整の場（総
合教育会議）として、課題及び目指す姿等を共有し、連携して効果的
に教育行政を推進していくため協議を行う必要がある。
・９年間を見据えた教育課程の作成と、教職員の負担軽減が必要

・９年間を見据えたカリキュラ
ムの作成を図り、小中学校の交
流授業の質と量の向上を図る。
・チェーンスクールやパッケー
ジスクールの取組の成果を発表
会や成果物等により県内外に発
信するとともに、徳島モデル指
定地域の拡大を図る。
・阿南市以外の地域において、
移動に係る課題解決に向け、簡
易通信ソフト等ICTを活用した学
校間交流を充実させる。

○学校一体型「パッケージスクール」実施地域数
　　㉕１地域→㉙３地域

○学校分散型「チェーンスクール」実施地域数
　　㉕１地域→㉙６地域

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針主要事業の概要・数値目標
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　④誇りと愛着を育むふるさとづくり

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

330件
1,050
件

1,200
件

1,200
件

1,200
件

1,167件 1,417件 1,463件 ◎

推進 → → →

３件 ４件 ５件 ４件 ４件 ◎

・「企業版ふるさと納税」の活
用を通じて，官民協働による地
方創生に向けた取組を引き続き
推進していくため，地域再生計
画の策定を行う。

・地域再生計画に基づいて行う
各事業については，関係機関と
連携を図りながら，目標達成に
向けた取組みを推進していく。

政策

政策 Ａ

実績値
（H29）

番号

102

今後の取組方針

　引き続き、県人会や各種イベ
ント等の様々な機会を通じたPR
を行うとともに、寄附者の利便
性の向上や返礼品の拡充、寄附
金を活用した魅力ある事業の展
開により、ふるさと納税額の増
を図る。

委員意見

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・さらなる「徳島ファン」の拡大を図るため、寄附メニューを
わかりやすく整理するとともに、好みの県産特産品を返礼品に
選択できる仕組みを導入した。
・コンビニ、ペイジーの２つの新たな支払方法を導入し、寄附
者の利便性向上を図った。
・「パンフレットの制作」や「ホームページリニューアル」に
よる広報を拡充するとともに、阿波おどりシーズン中のPRや県
人会、県立高校同窓会等を通じたPRを実施した。
・ふるさと納税を活用し、「ふるさと徳島」の魅力を高め、全
国に発信する「ふるさと“ＯＵＲとくしま”応援事業」を実施
した。
・税制改正により、H27.4.1以降の寄附金には「ふるさと納税
ワンストップ特例制度」が適用となった。これらの取組みによ
り、寄附件数については、過去最多となった。
・H29.1から返礼品の充実を行い全103品目となり、さらなる拡
充を図っている。
　またH30.4には、新たに10の寄附金活用メニューへとリ
ニューアルし、使い道をより幅広くより具体的なものへ全面的
に見直した。

・H27実績：金額49,457,667円、1,167件
・H28実績：金額46,188,838円、1,417件
・H29実績：金額58,969,000円、1,463件

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・「ふるさと徳島」のより効果的なＰＲや寄附者のさらなる利
便性の向上
・「企業版ふるさと納税」の活用
・寄附金を活用した魅力ある事業の展開

○ふるさと納税寄附件数
　　㉕２１２件→㉙１，２００件

実績値
（H28）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

工程（年度別事業計画）

部局
実績値
（H27）

●徳島ファンの輪を広げるため、「ふるさと納税制度」を通じ
て、県内外に「ふるさと徳島」の魅力をより積極的にアピールす
るとともに、県出身者など本県ゆかりの方々との連携をさらに強
化し、活力と魅力あふれる徳島づくりを進めます。＜政策＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・「人材の育成・確保」を目的とした２件，「観光業の振興」を目的とし
た２件，合計４件の地域再生計画について，国から認定を受けた。
・28年度は３件，29年度は４件の認定地域再生計画に基づき，「企業
版ふるさと納税」を活用して事業を実施。各事業ともほぼ目標を達成
した。

【「vs東京」とくしま観光・交流拡大プロジェクト】
○「vs東京」映像発信プラス事業
（数値目標）映像融合イベント来場者数
H28　目標：1,500人，実績1,700人　H29　目標：2,000人，実績2,000人
○自然公園魅力アップ事業
（数値目標）西部圏域における外国人延べ宿泊者数＜暦年＞
H28　目標：11,000人，実績23,681人　H29　目標：21,000人，実績
28,824人

【「とくしま回帰」人材育成プロジェクト】
○「ふるさと農山漁村応援事業」
（数値目標）農林水産業新規就業者
H28　目標：３人、実績３人　H29　目標：５人，実績５人
○とくしま・まち火消し応援事業
（数値目標）新規入団者数
H28　目標：500人，実績466人　H29　目標：500人，実績H31年3月頃
判明

【「とくしま回帰」加速・産業人材支援プロジェクト】
○徳島県奨学金返還支援事業
（数値目標）助成候補者認定数
H28　目標：100人，実績：158人　H29　目標：100人，実績：151人

【「阿波おどり」で繋げる・繋がる！とくしま魅力発信プロジェクト】
（数値目標）年間延べ宿泊者数＜暦年＞
H29　目標：285万人，実績230万人

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
企業からの積極的な寄附が見込める事業を盛り込んだ計画を策定
し，国から認定を受ける必要がある。

■ふるさと納税寄附件数：1,200件（212件）

■「企業版ふるさと納税」に係る
  地域再生計画認定件数（累計）：５件（－）

●徳島県にゆかりのある企業から「徳島の応援団」として積極的
に寄附を行っていただき、地方創生に資する事業を官民協働で取
り組むとともに、県外企業とのつながりを強化し、企業の地方移
転につなげるため、「企業版ふるさと納税」を推進します。＜危
機、政策、農林、西部＞

主要事業の概要・数値目標
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○「企業版ふるさと納税」に係る
　地域再生計画認定件数（累計）
　　㉕－→㉚５件

Ａ
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

2団体 3団体 6団体 7団体 8団体 3団体 5団体 6団体 ◎

委員意見

県民 Ａ

実績値
（H29）

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

■認定ＮＰＯ法人数：８団体（１団体）

●夢と活力でにぎわうまちづくりを進めるため、県民の寄附意識
の醸成を図るとともに、資金調達機能の強化や認定ＮＰＯ法人化
の促進などによりＮＰＯ等の自立的活動を支援します。＜県民＞

数値目標
の達成度

実績値
（H28）

NPO等の自立的活動を支援するた
め、次の施策を継続する。
1 資金調達機能の強化を目的とした
研修の実施
2 ゆめバンクとくしま助成事業の実
施とその周知及びホームページを活
用したNPO団体の情報発信
3 寄附を集めやすくなる認定NPO法
人の認定基準を満たした「県指定
NPO法人制度」の推進
4 NPOの財政と人材の強化を図る
「がんばるNPO応援事業」の実施
5 とくしま県民活動プラザで連携して
いるネットワーク事業の広報及び
「ネットワーク」強化の支援

今後の取組方針 部局

○認定ＮＰＯ法人数
　　㉕１団体→㉛８団体

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
1 資金調達機能の強化を目的とした研修の実施
2 ゆめバンクとくしま助成事業の実施とホームページを活用したNPO
団体の情報発信
3 寄附を集めやすくなる認定NPO法人の認定基準を満たした「県指
定NPO法人制度」の創設（H27）
4 「みんなが支えるまち「とくしま」シンポジウム」の開催（H27）
5 「がんばるNPO応援事業」の実施（H28、H29）
・指定NPO法人を目指す法人への支援
・県民の社会貢献活動への参加促進
・NPOの人材育成
6 とくしま県民活動プラザで連携しているネットワーク事業を広報する
ほか、ネットワークの強化を支援した。
こうした取組みにより、順調に目標を達成している。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
「ゆめバンクとくしま」の更なる周知が必要。

103

番号 主要事業の概要・数値目標
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（エ）安心して暮らせる地域づくりの加速

　①健康で心豊かな暮らしの充実

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

8地域 9地域 10地域 11地域 11地域 9地域 9地域 11地域 ◎

推進 → → → →

158.9 156.3 153.7 151.1 148.5 148.2 140.3
H31.1月
頃判明

◎

推進 → → → →

70.6 68.8 67.1 65.3 63.5
73.0

(11位)
73.3

(18位)
H31.1頃
確定予定

△

委員意見

Ａ

Ｃ

保健

部局

保健

保健

番号

■在宅医療連携拠点整備地域数：
　全県展開（11地域）（３地域）

■三大疾病による壮年期死亡率
　（壮年期人口10万対）：減少（164.1）

●高齢者が疾病を抱えた状態で、住み慣れた生活の場で療養し、
自分らしい生活を続けられるよう、地域における在宅医療・介護
関係機関が連携した、多職種協働によるサービス提供体制の整備
を行います。＜保健＞

●生活習慣の改善を通じて生活習慣病の発症や重症化の予防等を
推進することにより、三大疾病である「がん、心疾患、脳卒中」
の死亡率改善を図ります。＜保健＞

106

Ａ

今後の取組方針

・脳卒中等生活習慣病に対して、地
域医療福祉連携ネットワーク事業に
より、症例検討会や懇談会、地域住
民に対する普及啓発等を行う。
・がん、心疾患、脳卒中等、疾患の
早期発見・早期治療のためには検
診（健診）受診率アップを図る必要
がある。
・企業の健康経営を推進することで
働き盛り世代における生活習慣病
発症予防や重症化予防を図る。

　在宅医療連携拠点事業及び在宅
医療連携推進事業については、こ
れまでの成果を踏まえ、市区町村が
実施する地域支援事業の包括的支
援事業における在宅医療・介護連
携推進事業として位置付けられ、全
国的に取り組むこととされているた
め、引き続き、市町村の取り組みを
支援する。

●「がん診療連携拠点病院」等の空白医療圏をなくすため、国指
定がん診療連携拠点病院等がある2次医療圏域を増やすことによ
り、がん診療体制の整備の充実を図るとともに、地域連携クリ
ティカルパスの推進等により、身近な地域で本人の意向を尊重し
た「がん治療」が受けられる環境づくりを進めるとともに、がん
検診の受診率の向上による死亡者の減少と治療の初期段階からの
緩和ケアの実施によるがん患者及びその家族の療養生活の質の維
持向上を図ります。＜保健＞

○がんの７５歳未満年齢調整死亡率
　（人口１０万対）
　　㉕７６．６（全国８０．１　15位）
　　→㉛６３．５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈暦年〉

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１．徳島県立三好病院が「地域がん診療病院」に指定
　「地域がん診療連携拠点病院」の無かった西部医療圏において「地
域がん診療病院」に指定され、県内のがん医療の均てん化が図られ
ることとなった。
２．「治療の記録ノート」の増刷
　がん診療拠点病院等で治療を受けた後も、医療機関で引き続き治
療を受けられるよう医療連携の促進を行った。
３．がん検診の受診促進
・ピンクリボンイベント（10月乳がん啓発月間）
・小、中、高校への出前講座（H27：14校2,056人、H28：14校1,945人、
H29：9校1,887人）
・大学等の学園祭等でのメッセージカード作成（H27：6回、H28：5回、
H29：9回）
・早期発見・早期治療につながるがん検診の受診促進を行うことによ
り、がんによる死亡者を減少させる。
４．緩和ケア研修会の開催
　がん医療に携わる医師の受講（修了者数：延べ945名が受講）
５．がん患者就労支援モデル事業：この事業により新たに就労を開
始するがん患者・経験者数：3名(H27事業終了）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞達成可能

＜課題＞
　がん検診の受診促進を行うには、まず県民への理解が不可欠であ
る。がんに関する正しい知識やがん検診の必要性を知っていただく
ための啓発を推進する必要がある。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
●「がん診療連携拠点病院」等の空白医療圏をなくすため、国指定
がん診療連携拠点病院等がある2次医療圏域を増やすことにより、
がん診療体制の整備の充実を図るとともに、地域連携クリティカルパ
スの推進等により、身近な地域で本人の意向を尊重した「がん治療」
が受けられる環境づくりを進めるとともに、働き盛り世代を中心とした
がん検診の受診率の向上による死亡者の減少と治療の初期段階か
らの緩和ケアの実施によるがん患者及びその家族の療養生活の質
の維持向上を図ります。

  がん検診受診促進を行うため，市
町村や関係機関及び「徳島県がん
検診受診促進事業所」と連携して，
官民一体となってがん検診受診率
向上の啓発を行う。
　特に，職域におけるがん検診の受
診促進には事業所内の経営者の理
解と協力が不可欠なことから，協会
けんぽ等と連携し，がん検診の受診
促進を積極的に行う。

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・H27は、県内9地域に在宅医療連携拠点を整備。
・H28は、在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携について
支援するため、各医療圏ごとに市町村連携会議を開催した。
・H29は、全地域で在宅医療連携拠点整備が完了。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
　介護保険料を財源として市町村が実施する地域支援事業の包括
的支援事業における在宅医療・介護連携推進事業の円滑な運用。

■がんの75歳未満年齢調整死亡率
　（人口10万対）：減少（76.6）

数値目標
の達成度

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・地域医療福祉の連携推進等体制整備に向け継続した取組みを進
める。
・地域連携クリティカルパスへの理解を深め、切れ目のないサービス
が提供されるシステム作りを推進すると共に、患者や家族への情報
提供、普及啓発を行う。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
壮年期が多くを占める働き盛り世代において検診（健診）受診率が低
い。
働き盛り世代への効果的な対策を実施するには事業主の理解を得
ることが必要である。

○在宅医療連携拠点整備地域数
　　㉕３地域→㉚１１地域（県内全１１地域）

○三大疾病による壮年期死亡率（壮年期人口10万対）
　　㉕１６４．１→㉛１４８．５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈暦年〉

主要事業の概要・数値目標
実績値
（H29）

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H28）

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

104

105
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

差の
縮小

男9.16
女12.71
(県単独
で算出)

◎

委員意見

Ａ保健

部局

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・「健康寿命の延伸」においては，「健康徳島21（徳島県健康増進計
画）」の推進を図るため，中間評価を実施（H27)し，各取組みの進捗
を確認するとともに，平成28年度においては，最終評価（H29）に必要
な基礎資料となる県民健康栄養調査を実施し, 平成29年度において
は，「健康徳島21（第二次）」を改定した。

・「健康徳島21」に基づく具体的な取組について、
　○　食対策：関係機関と連携した正しい食情報の発信及びバランス
のとれた食事や野菜たっぷりレシピ集の作成
　特に野菜摂取量アップ対策においては，野菜摂取量アップ専門部
会や担当部局検討会において，各団体や各部局の連携による効果
的な取組みを検討・実践することにより，若い世代や働き盛り世代，
農産市への啓発等連携先を拡大し，県内全域で１日の摂取目標量３
５０ｇや簡単な摂り方の正しい食情報の発信に取り組んだ。
　○　運動対策：阿波踊り体操の普及やウォーキング協会との連携
により運動習慣定着に向けた取組
　○　環境整備：健康とくしま応援団の登録促進やチャレンジカード普
及等
　○　生活習慣病の発症予防や重症化予防：医師会､栄養士会等と
の連携による取組　等

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・　関係機関と連携した効果的な情報発信や取組みの充実・強化が
必要。

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

数値目標
の達成度

工程（年度別事業計画）

主要事業の概要・数値目標
実績値
（H27）

実績値
（H29）

●「すべての県民が共に支え合い、心身ともに健康で幸せに暮ら
せる徳島づくり」を実現するため、関係機関・団体と連携を図り
ながら「徳島県健康増進計画（健康徳島２１）」を推進します。
また、正しい「健・幸・食」情報を発信する「食のコンシェル
ジュ」を全県的に拡大展開し、「『食』から徳島を元気に！」を
合い言葉に、「食べること」から元気で活力ある「とくしまづく
り」を推進します。＜保健＞

今後の取組方針
実績値
（H28）

○健康寿命の延伸
　　㉒→㉛平均寿命と健康寿命の差の縮小
　　　　　男　９．５４（全国　９．１３）
　　　　　女１３．４８（全国１２．６８）

・　改定した「健康徳島21（第二次）」
に基づき，効果的な対策を推進す
る。

■平均寿命と健康寿命の差の縮小：
　男9.54、女13.48より縮小（対H22年比）

番号
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②くらし安心の実現

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
〇食品表示Ｇメン活動
　産地偽装の発生など食品表示をとりまく重要な課題に対応す
るため、「食品表示の適正化等に関する条例」に基づき、食品
表示Ｇメンによる立入調査を実施し、食品表示の監視指導を
行った。
　また、H29は食品表示適正化推進員制度を創設、食品表示
ウォッチャーを幅広い世代へ拡充するなど、効果的な食品表示
監視体制を構築した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　食品表示適正化推進員の連携を強化し、食品表示の啓発と監
視指導の強化を図る必要がある。
　

　食品表示適正化推進員等との
連携を強化し、栄養成分表示や
原料原産地表示の義務化等新た
な制度の啓発と食品表示の監視
体制の強化を図る。

3,200
件

3,200
件

3,200
件

3,190
件

○

推進 → → → →

230人
1,000
人

1,100
人

1,200
人

1,250
人

902人 1,448
人 1,952人 ◎

推進 → → → →

380人 410人 440人 470人 500人 390人 414人 450人 ◎

Ａ

・　とくしま食品表示Ｇ
メンの活動実績の評
価には，立入検査件
数もさることながら，立
入検査の結果，問題
のある事業者があっ
たのか，それが減って
きているのかが重要
であるので，検査結果
等の観点からの指標
も加えてはどうか。

委員意見

Ａ危機

A

部局主要事業の概要・数値目標 今後の取組方針

危機

危機

　事業所における食品表示リー
ダーを養成するため、食品表示
責任者等講習会の開催を推進す
る。

○食品表示責任者等講習会受講済数（累計）
　　㉕－→㉛１，２５０人

●食品関係事業者の食品表示責任者等に表示関連法令の啓発指導
を行い、事業所における食品表示リーダーの養成を推進します。
＜危機＞

●「食品表示の適正化等に関する条例」に基づき、県民の健康の
保護並びに消費者に信頼される県産食品の生産及び供給の振興を
図るため、産地偽装の抑止対策として科学的産地等判別分析を活
用するなど、食品表示の適正化等に関する施策を計画的かつ総合
的に推進します。
また、食品表示Ｇメンを増員するなど、監視体制の充実強化を図
るとともに、食品表示に関する啓発を推進します。
＜危機＞

■食品表示責任者等講習受講者数（累計）：
　1,250人（－）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　(H27：478人、H28：546人、H29：504人)
　特定食品製造事業者届出制度の届出事業者を対象に開催した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　事業所を対象とした講習会等を通じ、新たな食品表示制度の周知
と円滑な推進を図る必要がある。

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
　○食品表示責任者等講習会受講済数（累計）
　　　　㉕－→㉛２，０５０人

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H29）

工程（年度別事業計画）

■「くらしのサポーター」
　認定者数（累計）：500人（323人）

実績値
（H28）

■とくしま食品表示Ｇメン
　立入検査件数：年間3,200件（－）

○とくしま食品表示Gメンの立入検査件数
　　㉕－→㉙～㉛年間３，２００件

番号

109

108

　・制度への理解と周知の徹底を図
り、新規のサポーターを募る。
　・研修会、交流会を開催し、消費者
啓発の担い手と行政との連携を密
にし、消費者ネットワークの充実強
化を図る。

●消費者の安全や必要な情報を知る権利を確保し、その自立を支
援するため、消費者、ＮＰＯ、行政等のネットワーク構築による
消費者情報センターの機能充実を推進します。さらに、消費者と
行政を結ぶ担い手である「くらしのサポーター」を対象に、研修
会や交流大会の開催を行うなど、活動を強化します。＜危機＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１．サポーター研修（H27)
２．サポーター研修を兼ねたサポーターとコーディネーターとの交流
会（H28､H29）
３．コーディネーターとサポーターとの打ち合わせ会（H27､H28､H29)
　上記の取り組みにより、サポーター同士、サポーターとコーディネー
ター、サポーター・コーディネーターと行政との交流が促進され、ネット
ワーク構築に寄与した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
多様化・巧妙化している消費者トラブルに対応するため、新規のサ
ポーターを募り、更なるネットワークの強化を図る。

110

○「くらしのサポーター」認定者数（累計）
　　㉕３２３人→㉛５００人
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → →

24市
町村

24市町村 ◎

　③地域防災力の向上

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

環境
設備

推進 → → →

75
ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

1,050
ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

1,100
ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

1,150
ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

1,200
ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

1,034
グループ

1,157
グループ

1,227
グループ

◎

支援 → → → →

全国5
位

全国5
位

全国6位 全国5位 全国4位 －

50人 60人 70人 75人 75人 113人 139人 150人 ◎

Ａ

Ａ

委員意見

部局

■防災士新規取得者数：
　人口10万人当たり
　全国５位以内（H30達成）（全国10位）
　30歳未満の人口10万人当たり
　75人（H30達成）（－）

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H28）

今後の取組方針 部局

　引き続き、「地域防災推進員養成
研修」を行うとともに、徳島大学と連
携してＷＥＢ講義を行い、遠隔地で
の受講を可能にし、防災士資格取
得を支援する。

　登録者拡大のため、普及啓発活
動を実施する。

主要事業の概要・数値目標

○「防災士」新規取得者数
　（３０歳未満の人口１０万人当たり）
　　㉕２０．５人→㉚７５人

危機

○「消費生活センター」設置市町村数
　　㉕９市町→㉙２４市町村

今後の取組方針

工程（年度別事業計画）

■「地域ＳＮＳ」登録グループ数：
　1,200グループ（－）

●自助・共助の要となる地域防災リーダーとして「防災士」の資
格取得を支援します。＜危機＞ ＜H27～H29取組内容と進捗状況＞

　地域防災リーダーを養成する「地域防災推進員養成研修（防災士
資格試験の受験資格になる）」を徳島大学（日本防災士機構の認証
研修機関）と共催し、防災士の資格取得を支援した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　特になし

●関係機関間の災害情報を一元的に集約・活用するため、ＧＩＳ
（地理情報システム）を利用した「災害時情報共有システム」を
基に、「地域ＳＮＳ」等により被災状況や避難所における被災者
ニーズを把握・共有するなど、医療関係者や災害対応に携わる関
係者のための支援基盤構築に向けた「戦略的災害医療“Ｇ空間”
プロジェクト」を推進します。＜危機＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
すだちくんメールの地域SNS機能を整備した。
H29年度は、災害時情報共有システム等の再構築を行うとともに、す
だちくんメールの地域SNS機能の普及啓発活動に努めた。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　達成可能

＜課題＞
特になし

＜H29→H30戦略の改善見直し箇所＞
　○地域SNS登録数
　　　　㉕－→㉛１，２５０グループ

○地域ＳＮＳ登録数
　　㉕－→㉛１，２００グループ

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H29）

主要事業の概要・数値目標

○「防災士」新規取得者数（人口１０万人当たり）
　　㉕全国１０位→㉚全国５位以内

111

番号

113

番号
実績値
（H29）

数値目標
の達成度

112

■「消費生活センター」設置市町村数：
　２４市町村（９市町）

●消費者情報センターにおける相談体制の充実及び消費者教育の
拠点としての機能強化を図ります。さらに、消費者が身近な市町
村窓口において、気軽に相談できるようにするため、市町村の消
費生活相談体制の支援を推進します。
＜危機＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　相談業務に関する専門知識を持った弁護士や大学教授を招い
て研修を行い、相談員のレベルアップを図った。（６回）
　また、専門的な相談事案には弁護士相談で対応した。（月２
回)
　平成29年度中に、県内全市町村の相談に対応する市町村の消
費生活センターの設置が完了した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　複雑・多様化する消費生活相談に対応するため、研修等相談
員の資質向上を継続する必要がある。

・年々複雑・多様化する消費生
活相談に対応するため、相談員
及び行政職員の研修を充実さ
せ、実務能力の向上を図る。
・消費者情報センターの相談員
や行政職員が市町村の消費生活
センターを巡回し、指導・助言
等を行うことにより、相談体制
の充実強化を図る。

危機

危機

委員意見

Ａ
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

80人 220人 360人 500人 600人 108人 239人 373人 ◎

推進 → → → →

50人 100人 125人 150人 150人 78人 116人 224人 ◎

促進 → →
全国
展開

→

全国
展開

促進 促進 促進 －

推進 → →
全県
展開

→

全県
展開

推進 推進 推進 －

・　高等学校の防災ク
ラブの実効性を高め
るよう，災害ボランティ
ア参加時の学生の安
全確保策や指導教職
員の負担軽減策を検
討するとともに，活動
が低調なクラブにとっ
ては目標となり，活動
が活発なクラブにとっ
ては更なるステップ
アップとなるよう，経験
豊富な高等学校の取
組を共有する交流会
を開催してはどうか。

Ａ

Ａ

Ｂ

委員意見工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

実績値
（H28）

実績値
（H29）

危機

○「災害時医療情報」との連携促進
　　㉕－→㉚全県展開

避難所等における健康被害対策に
重点を置いた避難所運営訓練を実
施し、避難所等で想定される様々な
課題の解決に向けた運営体制づくり
を支援する。

○避難誘導システムの全国放送局への
　導入協力及び展開
　　㉕実証実験→㉚全国展開

　新たな法人による事業推進の動
向を注視するとともに、マイナンバー
カードを活用した迅速・的確な避難
者情報の収集と支援を目的とする
実証実験の実施について、国へ政
策提言を行う。

●市町村が実施する自主防災組織の結成促進と活動活性化の支
援、避難所運営リーダーの養成、県民の「津波避難意識」の向上
を目的とした防災出前講座の開催など、地域防災力の強化促進を
図ります。＜危機＞

■避難誘導システムの全国放送局への
　導入協力及び展開：H30全国展開（－）

■災害時医療情報との連携促進：H30全県展開（－）

○「快適避難所運営リーダーカード」
　交付者数（累計）
　　㉕－→㉚１５０人

117

●災害発生時に被災者に適切な治療や医薬品の提供を行うため、
マイナンバーの独自利用により、被災者のマイナンバーと医療情
報を連携させる市町村の体制づくりを支援します。＜政策＞

■「快適避難所運営リーダーカード」
　交付者数（H30累計）：150人（－）

主要事業の概要・数値目標

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・「あわっ子防災士養成講座」を開催し，防災士資格を取得し
た高校生を学校防災の牽引役，地域防災の若い活力として育成
するほか，「防災クラブ」を拠点として，地域と連携して活動
した。
　H27年度108名，H28年度131名，H29年度134名
　計373名　防災士資格取得

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・防災士資格を取得した高校生に対し，防災に関する実践力の
向上を図るための研修会等を充実させる必要がある。

○高校生防災士養成数（累計）
　　㉕－→㉛６００人

■高校生防災士の養成数（累計）：600人（－）

●地域住民と連携した防災教育を推進し、児童生徒の防災対応能
力の向上と地域防災の担い手の育成を図ります。
＜教育＞114

●テレビ放送と高速情報通信基盤を利活用した「避難誘導システ
ム」を普及させるため、国や放送事業者等と連携し、全国の地上
デジタル放送局への導入を促進します。＜政策＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　マイナンバー制度の施行に合わせ、モデル地区として選定した美波
町において独自利用条例が制定された。また、県においては、運用
マニュアルを作成し、美波町に提供した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞努力を要する

＜課題＞
　全ての市町村で独自利用条例が制定されるとともに、マイナンバー
カードを活用した住民の医療情報の連携を可能とするシステムが構
築される必要がある。

　引き続き、市町村への説明を行う
とともに、マイナンバーカードを活用
した住民の医療情報の連携を可能
とするシステムの国における構築に
ついて政策提言を行う。

・平成30年度「あわっ子防災士
養成講座」は，地域防災に意欲
のある高校生１５５名を募集予
定。資格取得した高校生と，地
域で活躍する防災士との協働を
通して地域防災への参画を推進
する。

・各防災クラブの実践力向上を
図るため、高校生防災クラブ交
流イベント，中学生防災クラブ
交流イベントを実施すること
で，地域と連携した防災活動
や、異校種で連携した防災活動
を推進する。

115

116

番号
数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針

政策

政策

教育

部局

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　「快適避難所運営訓練･ﾘｰﾀﾞｰ養成講座」を開催し，避難所の運営
体制づくりの支援に取り組んだ。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　特になし

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　一般社団法人（NHKや東京のキー局等が設立）と連携し、スマート
テレビによる避難誘導システムの実証事業を美波町において実施し
た。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞努力を要する

＜課題＞
　実証実験の実施主体であった一般社団法人が解散し、以降の実証
実験の継続に向けた活動をケーブルテレビ事業者を中心として設立
された新たな法人が行っており、事業推進が加速される必要がある。

Ｂ
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →
・「ＤＰＡＴ」
　徳島DPAT隊員の資質向上のため
年２回の県内研修を実施予定。

1ﾁｰﾑ 1ﾁｰﾑ 19ﾁｰﾑ 19ﾁｰﾑ 19ﾁｰﾑ 19チーム 19チーム 19チーム ◎

推進 → → →

引き続き、
・消防団協力事業所の拡大
・消防団応援の店の登録推進
・工夫をこらした入団促進キャン
ペーンの展開
・女性消防団員の育成を図るととも
に、

・新たに学生、大学等を対象に、消
防団への加入を働きかけるなど、

消防団の加入促進をはじめ、充実
強化に取り組む。

500人 500人 466人
H31.1月
判明予定

○

委員意見

Ａ

番号
実績値
（H28）

119

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

○消防団への新規入団者数
　　㉕－→㉘㉙年間５００人

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

■消防団への新規入団者数：年間500人（－）

118

●大規模災害時に、災害医療の中核となる災害拠点病院の耐震化
を促進するとともに、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、災害派
遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の体制整備を進め、更なる災害医
療体制の向上を図ります。
＜保健＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・H26年度に設置した県立中央病院の先遣隊に加え、徳島県精神科
病院協会を通じて徳島ＤＰＡＴへの登録を依頼した結果、県内全ての
精神科病院（17）と徳島県精神保健福祉センターより登録があった。
１．徳島ＤＰＡＴ登録証交付式（H27実施）
２．徳島ＤＰＡＴ研修会（H27：2回、H28：2回、H29：2回）
３．H28熊本地震における活動
　　4月15日から合計10チーム40名を派遣し支援を行った。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・徳島ＤＰＡＴ隊員の資質の向上のため、継続した研修が必要。

■「ＤＰＡＴ」の体制整備：19チーム（－）

実績値
（H29）

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・市町村に「消防団協力事業所表示制度」の導入を働きかけた結果、
3市町村が新たに導入し、合計19市町村が制度を導入している。
・消防団協力事業所を拡大するため、消防団協力事業所の広報パン
フレット等を作成・配布し広く周知するとともに、消防団活動への支援
が顕著な事業所を表彰し、顕彰した。
　（消防団協力事業所数　212事業所 ※H30.4.1現在）
　（協力事業所表彰数　26事業所 ※H29年までの累計）
・市町村等と連携し、「消防団応援の店」の登録を推進した。
　（応援の店登録件数　102事業所　　※H30.4.1現在）
・消防団入団促進ムービーやポスターを作成し、消防団への理解と
消防団への入団促進等の啓発キャンペーンを展開した。
・訓練に参加する機会が少ない女性消防団員を対象に、スキルアッ
プ研修を実施した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞達成可能
　消防団の加入促進をはじめ、充実強化に取り組む。

＜課題＞
　消防団への加入を促進するため、学生や女性等の多様な人材に
働きかける必要がある。

○「ＤＰＡＴ」（災害派遣精神医療チーム）の
　体制整備
　　㉕－→㉙１９チーム

実績値
（H27）

●消防団を中核とした、地域防災力の充実強化を図るため、様々
な地域防災の担い手との連携・指導、救助や災害復旧等のニーズ
に対応する新たな取組みなどに「頑張る」消防団の活動を支援し
ます。また、消防団の加入促進や消防団協力事業所の顕彰を行う
とともに、「消防団応援の店」の登録を積極的に推進し、消防団
を応援する地域づくりを推進します。＜危機・政策＞

保健

部局

危機

数値目標
の達成度

今後の取組方針

Ｂ
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　④徳島発！「脱炭素社会」づくりの推進

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

6件 9件 12件 8件 ◎

推進 →

5
企業

10
企業

5
企業

◎

2件 5件 2件 ◎

2件 5件 2件 ◎

番号

○「気候変動アワード」の表彰数（累計）
　　㉕－→㉚５件

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

｢緩和策｣と｢適応策｣を両輪とした気
候変動対策に取り組むため、「緩和
策」については県民や事業者の削
減努力を見える化し広く普及すると
ともに、「適応策」についてはセミ
ナーやイベント等を実施し県民の理
解促進を図る。

○「とくしまエコパートナー」の協定締結企業数
　　㉕－→㉚10企業

県民 Ａ

○徳島版ロールモデルの発表数（累計）
　㉕－→㉚５件

●「徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例」に
基づく「脱炭素社会の実現に向けた『新たな削減目標』の設定と
施策展開」や「徳島県気候変動適応戦略」により、温室効果ガス
削減のための施策や気候変動に適切に対応するための施策の推進
を図ります。＜県民＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１ 気候変動対策の推進に意欲を有し、県と共同して事業を実
施する事業者や団体と、｢とくしまエコパートナー｣協定を締結
(H29:5企業)
２ 事業活動における温室効果ガス排出抑制に積極的に取り組
み、他の事業者の模範となる事業者を「気候変動アワード」表
彰制度により表彰(H29:2件)
３ 温室効果ガス排出量の削減に関する優良な取組について事
例発表を行う徳島版ロールモデルの発表(H29:2件)

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
社会全体の意識変革を促し、県民総活躍で脱炭素社会の実現に
取り組むため、県民、事業者と緊密な連携が必要。

委員意見

部局
実績値
（H27）

実績値
（H28）

実績値
（H29）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

今後の取組方針

■「気候変動アワード」の
　表彰数（累計）：5件（－）
■徳島版ロールモデルの
　発表数（累計）：5件（－）

120

■県内行事等におけるカーボン・オフセットの
　啓発活動の実施数（累計）：12件（－）

●カーボン・オフセットの推進に向け、産学民官が協働し、商品
開発やＰＲなどを通じ、制度の普及開発を進めます。
＜県民＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　県内行事等におけるカーボン・オフセットの啓発活動の実
施数（H28:3件、H29:5件）
２　オフセット商品やパネルを、県が開催したフォーラムで展
示（H28:2回）
３　県主催の会議を、会議の開催に伴って発生するＣＯ₂の一
部を県内の森林整備によるクレジットの購入によってオフセッ
トする「カーボン・オフセットイベント」として開催（H28:2
回、H29:1回）
４　地域版省エネクレジット事業において、地域コミュニティ
が実施する省エネ活動の参加回数（H29:1件）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
カーボン・オフセット制度の認知度向上のため、更なる広報啓
発が必要。

＜H29→H30計画の改善見直し箇所＞
●カーボン・オフセットの推進に向け、産学民官が協働し商品
開発やＰＲなどを通じ、制度の普及啓発を進めるとともに、地
域コミュニティにおける省エネ活動の実施による二酸化炭素削
減量をクレジット化するモデル事業を実施します。
【数値目標追加】
○地域版省エネクレジット事業において地域コミュ二ティが実
施する省エネ活動の参加回数（累計）  ㉕－→㉚２件

ＣＯ₂削減や環境意識向上のた
め、外部資金等の活用により、
引き続き商品開発の促進や広報
啓発を実施し、認知度の向上を
図る。

県民 Ａ

○県内行事などにおけるカーボン・オフセットの
　啓発活動の実施数（累計）
　　㉕－→㉛12件

121

■「とくしまエコパートナー」の
　協定締結企業数（累計）：10企業（－）
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　⑤エネルギーの地産地消と未来エネルギーの導入

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → →

整備
・

活用
推進

整備
・

活用
活用 ◎

推進 → → → →

87
箇所

92
箇所

97
箇所

100
箇所

105
箇所

92箇所 104箇所 104箇所 ◎

番号

県民

企業

●自然エネルギーの普及促進と次代を担う子どもたちの関心を高
めるため、太陽光・水力・小水力・風力・木質バイオマス発電設
備の見学、水素の活用、先端のデジタル技術を用いた映像等の体
験学習の場となる「自然エネルギーミュージアム」を整備し、
「とくしま自然エネルギー探検隊事業」などで活用します。
また、地域の自然エネルギー導入を促進するため、市町村や民間
事業者に対する技術支援を行います。＜企業＞

■防災拠点、避難所への
　太陽光パネル設置：105か所（21か所）

■川口ダム自然エネルギーミュージアムの設置：
　H28設置（－）

委員意見

○防災拠点や避難所への太陽光パネルの設置箇所
　　㉕２１箇所→㉛１０５箇所

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・H28年度にミュージアム整備の関連工事を完了した。(３件)
・H28年度に映像展示室用コンテンツ整備を完了した。
・ミュージアムにＨ28は14,551人、Ｈ29は18,332人に来館いただいた。

・H27年4月に技術支援相談窓口を設置した。民間事業者からの相談
に対し、小水力発電及び風力発電に関する情報を提供した。(H27～
H29)
・技術支援の一環として「小水力発電導入可能性調査」を実施し、県
内有望地点について基礎資料を取りまとめた。(H27)
・上記基礎資料に関し、県民環境部が作成する「小水力発電基礎
データマップ」システムへデータ提供を行った。(H28)

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
・川口ダム自然エネルギーミュージアムの一層の周知による知名度
の向上及び活用。

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
　H27年度は41箇所（県有施設22箇所、市町村有施設19箇
所）、H28年度は12箇所（県有施設6箇所、市町村有施設6箇
所）の庁舎、学校、福祉避難所等に太陽光発電、蓄電池等を導
入

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　今後も箇所数にとらわれず、被災時に自然エネルギー由来の
発電により自給自足で電源供給できる防災拠点等を拡大する。

部局
実績値
（H27）

数値目標
の達成度

工程（年度別事業計画）

○川口ダム自然エネルギーミュージアム整備
　　㉘整備・活用

●災害時に停電した場合でも、必要な電力を自然エネルギーで確
保するため、県内の防災拠点や避難所に太陽光パネル、蓄電池等
を設置します。＜県民＞

122

123

実績値
（H28）

実績値
（H29）

主要事業の概要・数値目標

Ａ

Ａ

・継続的した集客を確保するため、
様々なメディアでの広報及び教育委
員会との連携などを通じて積極的な
活用を呼びかける。

・技術支援の相談があれば、「技術
的な助言」や「情報提供」を行う。

・県民環境部と連携し、市町村向け
説明会を実施する。

今後の取組方針

　グリーンニューディール基金はH28
年度で終了したが、H29年度以降
は、「とくしま－０（ゼロ）作戦」緊急
対策事業や国の交付金を活用し
て、引き続き防災拠点等への自然
エネルギーの導入に努める。
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

3市町
村

8市町
村

16市
町村

24市
町村

24市
町村

3市町村 8市町村 17市町村 ◎

→
調査
・

検討
設計 実施 →

実施
データ
収集

調査
・

検討

調査
・

検討
－

推進 → → → →

整備
・

導入

整備
・

導入
導入 ◎

Ａ

Ｂ

○漁業協調型洋上風力発電の実証実験
　　㉚実施

Ａ

　各市町村に対して、次世代エコ
カー等の導入について依頼するとと
もに、既に次世代エコカー等を所有
している市町村に対しては、災害時
におけるＶ２Ｈ等を活用した電源供
給の取組みの実施を促す。

県民

今後の取組方針

○防災拠点や避難所への
　次世代エコカーによる電力供給の取組市町村数
　　㉕１市町村→㉚全市町村

■次世代エコカーやＶ２Ｈを活用した災害時
　電源確保：H30までに全24市町村で実施（１）

●「環境首都とくしま」における「新次元」を目指して、地球温
暖化対策の切り札となる未来のエネルギー「水素」を積極的に活
用するため、「水素グリッド構想」を策定するとともに、水素ス
テーションの整備を促進し、「燃料電池自動車（ＦＣＶ）」の県
内導入を推進します。＜県民＞

委員意見

県民

○「水素ステーション｣整備、「燃料電池自動車」導入
　　㉘整備・導入

・燃料電池自動車普及促進事業（民
間団体への燃料電池自動車購入に
対する補助）を実施する。
・水素普及啓発イベントを実施す
る。
・水素ステーションの設置や燃料電
池フォークリフトの導入など、水素エ
ネルギーの活用推進に取り組む事
業者への支援を行う。

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・徳島県立防災センター（北島町）におけるＶ２Ｈ（ビークル・トゥ・ホー
ム）の導入。（H27実施）
（※Ｈ25:小松島市、Ｈ26美馬市　実施）
・県庁にＳＨＳ（スマート水素ステーション）導入、公用車としてＦＣＶ
（燃料電池自動車）を導入等（H28実施）
・あすたむらんど徳島やまぜのおかなどで実施されているイベント、
防災訓練での次世代エコカーによるデモンストレーション（H28～H29
実施）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
　市町村に対しての更なる周知啓発による導入拡大が必要。

実績値
（H28）

実績値
（H29）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

番号

■漁業協調型洋上風力発電の実証実験実施：
　H30までに実施

●次世代エコカー（ＥＶ、ＦＣＶ、ＰＨＶ等）の優れた蓄電や発
電機能を災害時の非常用電源として有効活用するため、県及び市
町村の公用車を次世代エコカーに更新するとともに、それを用い
て防災拠点や避難所等へ電力を供給する取組み（Ｖ２Ｈの設置
等）を広めます。＜県民＞

124

125

126

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
・徳島県水素グリッド構想策定(H27.10)
・事業者の移動式水素ステーション開所（H28.3)
・県公用車として燃料電池自動車(6台)を導入（H28.3～11)
・県庁舎に自然エネルギー由来・水素ステーション、徳島市内に移動
式水素ステーションを開所（H28.3)
・燃料電池自動車普及促進事業（民間団体への燃料電池自動車購
入に対する補助）を実施(H27・5台、H28・3台)
・水素ステーション設置事業（移動式水素ステーション設置への補
助）を実施(H27.11)
・県南部、西部圏域への移動式水素ステーション実証運用（H28.9～
11，H29.10～11）
・燃料電池バス試乗会の実施（H29.11）
・徳島阿波おどり空港における自然エネルギー由来・水素ステーショ
ン及び燃料電池フォークリフト導入を柱とする環境分野での連携協
定の締結（H29.12）

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞順調

＜課題＞
・燃料電池自動車の一層の普及等、水素エネルギーの更なる利活用
促進が必要

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

●地域漁業との共存を目指し、「電力の地産地消」や「魚礁とし
ての効果」等を併せ持つ、漁業協調型の「洋上風力発電」の実証
実験を実施します。＜県民・農林＞

■水素ステーションの整備及び
　燃料電池自動車の導入：H28までに実施

部局

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　データ収集（H27実施）
２　洋上風力発電設備導入可能性調査（H28実施）
３　専門家からの情報収集・民間事業者への情報提供（H29実
施）
　上記の取組みにより、漁業協調型洋上風力発電の導入に向け
た機運の醸成が図られた。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞努力を要する

＜課題＞
　民間事業者の間に漁業協調型洋上風力発電の導入に向けた機
運の高まりがあることから、県が直営で実証実験を行うとした
方向性の見直しが必要

　漁業協調型洋上風力発電の導入
に向け、引き続き民間事業者への
支援に努めるとともに、県が直営で
行うとした方向性についても検討を
行う。
　なお、現在、国において、洋上風
力の基本方針の策定や促進区域の
指定を行う「洋上風力発電法案」を
整備する動きがあることから、状況
を注視する。

県民
農林

59



　⑥既存ストック活用先進県の新展開

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

促進 → → → →

5事例
25

事例
35

事例
45

事例
55

事例
15事例 27事例 40事例 ◎

40人 70人 100人 - 75人 90 人 ◎

部会
設置

→ 検討 試行 →

部会
設置

試行 部会設置 －

推進 → → → →

100% － － － －

Ａ

委員意見

129

番号 今後の取組方針

●空き家物件に関する円滑な流通・マッチングによる移住者受入
体制の強化を図るため、市町村と連携し、空き家の改修や家財の
処分をはじめ、遊休施設を活用した移住交流施設や定住促進住宅
などの整備を促進します。＜政策・県土＞

実績値
（H29）

数値目標
の達成度

Ａ

○新たな行政手法（ＰＰＰ/ＰＦＩ方式・
　コンセッション方式等）の導入
　　㉚試行

●平成２７年度に設置の庁内組織「公有財産最適化推進会議」の
下に「ＰＰＰ／ＰＦＩ・コンセッション部会」を設置し、民間活
力導入に向けた検討を行います。＜経営＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　「徳島県公共施設等総合管理計画」の推進体制の整備を図るた
め、「公有財産活用推進会議」を発展的に強化することとし、「公有財
産最適化推進会議」を設置し、情報の管理・共有、進行管理が確保
できる体制の整備を行った。
２　「公有財産最適化推進会議」の専門部会として「ＰＰＰ／ＰＦＩ・コン
セッション部会」を設置するとともに、民間活力導入の先進的な手法
や事例の研究を行った。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
・民間活力導入の対象となる公共施設等の掘り起こしや相手方の確
保

・「ＰＰＰ／ＰＦＩ・コンセッション部会」
において、民間活力導入に向けて
の事例研究や公共施設への導入可
能性について調査及び検討を行う。
・H30に設立予定の「徳島県
PPP/PFIプラットフォーム」により県
内企業の参画を促進し，PPP/PFI手
法の積極的導入を推進する。

経営

●県が保有する全ての公共施設等について「徳島県公共施設等総
合管理計画」に基づき「老朽施設の戦略的な長寿命化」を図りま
す。＜経営＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
○「徳島県公共施設等総合管理計画」の推進体制の整備を図るた
め、「公有財産活用推進会議」を発展的に強化することとして「公有
財産最適化推進会議」を設置し、情報の管理・共有、進行管理が確
保できる体制の整備を図った。
○個別施設計画の策定
・平成２９年度までに、公共建築物類型群（ハコモノ）のうち１類型が
計画策定済み、２類型が一部策定済み、土木等施設類型群（インフ
ラ）のうち４類型が計画策定済み、４類型が一部策定済みとなってい
る。
○公共建築物の詳細現況調査
・庁舎、学校及び警察の２９３施設で詳細現況調査を実施した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　・施設の種類や所管部局が多岐にわたることから、個別施設計画
の策定や詳細現況調査について計画的な取り組みが必要

・対象施設の詳細現況調査、未策
定の個別施設計画の策定を早期に
完了できるよう努める。

経営 Ａ

○施設類型毎の
　「個別施設計画（全１７計画）」の策定
　　㉕－→㉛100％

○空き家判定士等の育成
　　　㉕－→㉚100人

○空き家等の活用事例数
　　　㉕－→㉛５５事例

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

■空き家判定士等の育成：100人（－）

128

■県有施設の「個別施設計画（全17類型）」
　の策定：100%（－）

■空き家等の活用事例数：55事例（－）

■県有施設への新たな行政手法（PPP/PFI方式・
　コンセッション方式等）の導入：H30試行

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
１　H27.5月に徳島大学、徳島新聞社と連携し、空き家の利活用で地
域の活性化等に取り組む「まちしごとファクトリー実行委員会」を立ち
上げ、フォーラム、勉強会等を実施
２　H28.1月に空き家の相談、調査、利活用のコーディネートを含めた
総合窓口となる「『とくしま回帰』住宅対策総合支援センター」を開所
３　H28.3月に空き家利活用等の啓発推進事業として「とくしま空き家
フォーラム2016」を開催
＜毎年＞
4 空き家など地域資源を活用し地域の活性化を図るため県交付金事
業を実施
5　空き家判定士育成のための養成講習会を実施
6　空き家所有者と移住希望者をつなぐ、空き家コーディネーターの
養成講習会を実施
7　空き家対策勉強会を実施

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
市町村や関係団体との連携強化が必要

・市町村や関係団体と連携し、市町
村等が国等の交付金を活用した空
き家等の活用促進を図る。

・引き続き、空き家判定士の育成を
行う。

・判定士による空き家判別活動に着
手し、判定後、良質な空き家につい
ては移住者向けとして利活用を進め
る。

政策
県土

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H28）

127

部局
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（オ）地域間連携の進化

　①関西広域連合等における広域課題の解決

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

1件 3件 5件 6件 8件 1件 4件 5件 ◎

②「四国新幹線」実現によるリダンダンシーの確保

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 評価 特記事項

推進 → → → →

2回 2回 2回 2回 2回 ２回 ２回 ２回 ◎

番号

131

今後の取組方針 部局
実績値
（H28）

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

実績値
（H29）

委員意見

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

130

実績値
（H29）

今後の取組方針

●本県のみでは解決し難い課題を「関西共通の課題」として捉
え、徳島が先導役として、関西広域連合で展開する「徳島発の広
域プロジェクト」を推進します。＜政策＞

＜H27～29取組内容と進捗状況＞
○平成27年度
　・危険ドラッグ対策の充実強化（シバガス対策）
○平成28年度
　・「政府機関等対策ＰＴ」の設置等、政府機関等
　　の移転に係る取組
　・周産期医療の連携体制の構築に係る取組
　・本県選出連合協議会委員及び連合議会議員提案による
　　「若者世代との意見交換会」の実現・開催
○平成29年度
　・中国地方各県との「ドクターヘリ広域連携協定｣
　　の締結

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
　引き続き、府県域を越えた行政課題について、本県が先導役として
積極的に取り組んでいく必要がある。

　引き続き、府県域を超えた行政課
題について、「関西共通の課題」とし
て捉え、その解決に向け、本県が先
導役として積極的に取り組んでい
く。

政策

■関西広域連合で展開する徳島発の広域ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ数
　（５か年の累計）：８件（１件）

Ａ

○「徳島発の広域プロジェクト」数（累計）
　　㉕１件→㉛８件

番号

Ａ

○四国新幹線実現に向けた
　機運醸成に係るＰＲ活動回数
　　㉕２回→㉗～㉛年間２回

委員意見

部局

●日本全体の新しい「リダンダンシー」の確保・「二眼レフ構
造」の国土構築や、最新の新幹線技術による「技術立国日本の再
生」など、日本再生の起爆剤となる四国新幹線の実現を目指しま
す。＜政策・県土＞

＜H27～H29取組内容と進捗状況＞
(H27)
○徳島県四国新幹線導入促進期成会の設立
　・設立記念シンポジウムの実施
　・四国新幹線ＰＲキャラクターの制作
○徳島県四国新幹線導入促進期成会による国への要望活動
○四国鉄道高速化促進期成会など四国の連携による国への要望活
動
(H28)
○四国鉄道活性化促進期成会がシンポジウム実施
　・四国新幹線ロゴマークの策定
　・四国4県等の連携による国への要望活動
○和歌山県、堺市と連携しシンポジウム実施
(H29)
○四国新幹線整備促進期成会設立
　・設立総会及び四国新幹線整備促進に向けた東京決起大会開催
　・四国新幹線整備促進期成会による国への要望活動
○四国新幹線整備促進期成会によるシンポジウム実施

　上記により、実現に向けた取組みを推進し、期成会の設立及びＰＲ
活動実施の目標を達成した。

＜計画目標の達成見込み〔行動計画(H30末)〕＞　順調

＜課題＞
四国新幹線の実現に向けては、世間の更なる理解や機運醸成を図
り、国政レベルの議論のそ上に載せる必要がある。

実現への機運醸成に向け、県民の
理解の深化、自治体や経済界など
志を同じくする全国の皆様との連携
強化を図るため、幅広い層が参加
できるイベントの実施、四国４県の
連携事業の推進などを行う。

政策
県土

■各種ＰＲ活動回数：毎年度２回（２回）

実績値
（H28）

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27～H29取組内容と進捗状況・
計画目標の達成見込み・課題

61


